
第２９回田原市男女共同参画推進懇話会 

 

日時：平成２８年１２月２０日（火） 

                         午前１０時から 

場所：田原市役所南庁舎 政策会議室 

 

１ あいさつ１ あいさつ１ あいさつ１ あいさつ                           

 ○会長あいさつ 

 

 

 

 ○オブザーバーあいさつ 

 

 

 

２ 報告事項 ２ 報告事項 ２ 報告事項 ２ 報告事項 

（１）各委員の取組状況・意見                    【資料１】 

 

 

 

 

 

（２）第９回男女共同参画フェスティバル開催報告  

【資料２－１】【資料２－２】【資料２－３】 

  

 

 

 

 

（３）平成２８年度市民提案型委託事業 男女共同参画啓発事業    【資料３】 

 

 

 

 

    

    

    



    

    

    

    

    

    

    

３ 議 題 ３ 議 題 ３ 議 題 ３ 議 題 

（１）平成２９年度の男女共同参画フェスティバルについて       【資料４】 

 

    

 

 

 

（２）田原市男女共同参画推進プランⅡ（案）について 【資料５－１】【資料５－２】 

 

 

 

 

 

４ その他 ４ その他 ４ その他 ４ その他 

 ○今後の予定 

次回第３０回懇話会：平成２９年３月中旬（予定） 

 

 

 

 

 

配布資料 

【名簿・配席表】 ※当日配付 

【資料１】各委員の取組状況・意見 ※当日配布 

【資料２－１】第 9回男女共同参画フェスティバル開催報告 

【資料２－２】第 9回男女共同参画フェスティバル来場者アンケート結果 

【資料２－３】第 9回男女共同参画フェスティバル出展者アンケート結果 

【資料３】男女共同参画啓発事業（委託事業）チラシ 

【資料４】第１０回男女共同参画フェスティバルについて（案） 

【資料５－１】田原市男女共同参画推進プランⅡ（案） ※当日配布 

【資料５－２】田原市男女共同参画推進プランⅡ策定への委員意見 ※当日配布 



第５期田原市男女共同参画推進懇話会委員名簿 

任期：平成２７年５月２６日～平成２９年３月３１日 

 

【委 員】 

  氏 名 所属団体・役職 備 考 

1 会長 森下 静子 女性会議ウィットＷＩＴ 代表  

2 副会長 小久保満晴 愛知みなみ農業協同組合 人事課長  

3 委員 萩原 裕久 一般社団法人田原青年会議所 専務理事 欠 

4 委員 太田としゑ あかばねひらがなの会 会員  

5 委員 柴田 陽助 田原市地域コミュニティ連合会 理事（高松校区会長）  

6 委員 中神 信明 ＪＡ愛知厚生連あつみの郷 介護事業室長 欠 

7 委員 菊池 邦子 社会福祉法人田原市社会福祉協議会 主任  

8 委員 吉武 正康 愛知外海漁業協同組合 代表理事組合長  

9 委員 渡会 信幸 田原市認定農業者連絡会 会長 欠 

10 委員 上村 ひさ 渥美商工会女性部 部長  

11 委員 北野谷充香子 田原市商工会女性部 副部長  

12 委員 河合 郁朋 渥美半島観光ビューロー 事業推進本部員 欠 

13 委員 大竹 正章 田原市議会 議員  

14 委員 藤井 信子 田原市更生保護女性会 理事  

15 委員 石川 妙美 田原市農業委員会 委員  

16 委員 土井真紀江 田原市教育委員会 委員 欠 

17 委員 本田 則子 行政相談委員  

18 委員 中村 匡 田原市企画部長  

19 委員 永田みよ江 公募者  

  

【オブザーバー】 

氏 名 所属団体・役職 備 考 

武田 圭太 愛知大学文学部教授  

 

【事務局】 

氏 名 所属・役職 備 考 

大羽 浩和 企画部企画課長  

彦坂 英美 企画部企画課 課長補佐兼係長  

内田 智希 企画部企画課 主事補  

  



第２９回田原市男女共同参画推進懇話会 配席表 

（敬称略）    

 

                                         

                            愛知大学文学部教授                            女性会議ウィットＷＩＴ    愛知みなみ農業協同組合 

オブザーバー 武田圭太  オブザーバー 武田圭太  オブザーバー 武田圭太  オブザーバー 武田圭太      会長 森下静子    会長 森下静子    会長 森下静子    会長 森下静子        副会長 小久保満晴 副会長 小久保満晴 副会長 小久保満晴 副会長 小久保満晴 
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長 

 

田原市議会 

委員 大竹正章委員 大竹正章委員 大竹正章委員 大竹正章 

 

 

 

 

田原市更生保護女性会 

委員 藤井信子 委員 藤井信子 委員 藤井信子 委員 藤井信子 

 

 

 

 

 

田原市農業委員会 

委員 石川妙美委員 石川妙美委員 石川妙美委員 石川妙美    
 

 

 

 

行政相談委員 

委員 本田則子 委員 本田則子 委員 本田則子 委員 本田則子 

    

    

    

    

    

田原市企画部 

委員 中村 匡 委員 中村 匡 委員 中村 匡 委員 中村 匡 

 

 

 

 

公募委員 

委員 永田みよ江 委員 永田みよ江 委員 永田みよ江 委員 永田みよ江 

 

 

 

 

    

 

あかばねひらがなの会 

委員 太田としゑ委員 太田としゑ委員 太田としゑ委員 太田としゑ 

 

 

 

 

田原市地域コミュニティ連合会 

委員 柴田陽助委員 柴田陽助委員 柴田陽助委員 柴田陽助    
 

 

 

 

 

田原市社会福祉協議会 

委員 菊池邦子委員 菊池邦子委員 菊池邦子委員 菊池邦子    
 

 

 

 

愛知県外海漁業協同組合 

委員 吉武正康委員 吉武正康委員 吉武正康委員 吉武正康    
    

    

    

    

 

渥美商工会女性部 

委員 上村ひさ 委員 上村ひさ 委員 上村ひさ 委員 上村ひさ 

 

 

 

 

田原市商工会女性部 

委員 北野谷充香子 委員 北野谷充香子 委員 北野谷充香子 委員 北野谷充香子 
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各委員の取組状況・意見 各委員の取組状況・意見 各委員の取組状況・意見 各委員の取組状況・意見 

    

１ あかばねひらがなの会 太田 としゑ 委員 

     

【御案内】【御案内】【御案内】【御案内】    

 ○平成２９年２月１日（水）から３月８日（水）まで、あかばねひらがなの会恒

例の「教室展」をサンテパルクたはら サラダ館２階 ポケットミュージアムで

開催します。 

折がありましたら、お立ち寄りください。 

【活動状況等】【活動状況等】【活動状況等】【活動状況等】    

 ○日本語教室の開催 毎月第２・第４土曜日 

 ○平成２８年１０月２５日（火） 愛知県社会福祉協議会会長感謝状受賞 

 ○平成２８年１１月 ５ 日（土） 愛知県知事表彰受賞  

『愛知県多文化共生推進功労者表彰』 

 ○平成２９年 １ 月       多文化交流料理の会（フィリピン料理） 

 ○平成２９年 １ 月２９日（日） 東三河福祉交流会参加＠ライフポート豊橋 

 ○まとめの会（お楽しみ会） 

 

 

    

２ 渥美商工会女性部 上村 ひさ 委員 

  

（母）嫁←妻←女  立つ位置で、女性は守るべき人、日本を背負う人を背負って 

来た人が増える。最も大事な仕事。 

（父）夫←夫←男  身体は強く、心は柔軟な人を育てるには、母を育てる 

《家族構成の連鎖／時代背景》 

子供の年齢 親の年齢 状況 

20 代 40 代以上 青年期にバブル期を経験 

30 代 50 代以上 戦後 

40 代 60 代以上   

50 代 70 代以上 

60 代 80 代以上 
亡くなっている方・弱者

になっている方 70 代 90 代以上 

80 代 100 代以上 
亡くなっている方がほと

んど 
 

 

資料 １ 

学力も高くなり、外地の交わ学力も高くなり、外地の交わ学力も高くなり、外地の交わ学力も高くなり、外地の交わ

りが多くなりつつあり、メディりが多くなりつつあり、メディりが多くなりつつあり、メディりが多くなりつつあり、メディ

アからの知識も多大 アからの知識も多大 アからの知識も多大 アからの知識も多大 

地元同士・田舎の中での地元同士・田舎の中での地元同士・田舎の中での地元同士・田舎の中での

婚姻がほとんど 婚姻がほとんど 婚姻がほとんど 婚姻がほとんど 

戦中・戦前 
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３ 更正保護女性会 藤井 信子 委員 

     

【取組状況について】【取組状況について】【取組状況について】【取組状況について】 

○保護司さん達と一緒に施設訪問や学校訪問、子ども達の活動支援等々、交流を深

めながら、男女の役割に応じて協力しながら活動をしています。 

また、赤十字部では、積極的に研修会に参加し、防災知識を深めています。田原

市の防災訓練での炊き出しや学校の防災キャンプ等、市内全域で自主防災活動の支

援を行っています。 

 

 

    

    

４  農業委員 石川 妙美 委員 

     

【農業委員会として】【農業委員会として】【農業委員会として】【農業委員会として】    

○１２月４日、５日に伊良湖ビューホテルにて田原市の農家の跡取りの女性を対象

にした婚活を行いました。 

○農業委員会法改正により、女性委員の増員 

○農業者年金への加入のすすめ 

○女性農業委員の研修会 

 

 

    

    

５ 公募 永田 みよ江 委員 

  

【市への依頼事項】【市への依頼事項】【市への依頼事項】【市への依頼事項】    

    ○田原市の予算について教えていただきたい 

法人市民税の落ち込み、地方交付税の減額とか聞きますが、広報を見ても人の 

噂を聞いても、それが日常生活にどんな影響として出てくるのかわかりません。 

 

 男女共同参画事業の場合とか、生活と直接関係ある福祉・教育などわかりやす 

く説明をいただけると理解が深まります。宜しくお願いします。 
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６ 女性会議ウィット WIT 森下 静子 委員 

  

【ウィット講座開催状況】【ウィット講座開催状況】【ウィット講座開催状況】【ウィット講座開催状況】    

○今年度５月１８日の開催から今日までのウイットの取り組み状況のお知らせをし

ます。 

今年度は、“「気づき」「学び」「行動」のウイットセミナー「気づき」「学び」「行動」のウイットセミナー「気づき」「学び」「行動」のウイットセミナー「気づき」「学び」「行動」のウイットセミナー2016201620162016””””と題しまして、

６回の会を企画しました。今までに、第４回まで終了しています。 

◆第１回ウイット講座／日時：７月２３日（土） １４：００～１６：００第１回ウイット講座／日時：７月２３日（土） １４：００～１６：００第１回ウイット講座／日時：７月２３日（土） １４：００～１６：００第１回ウイット講座／日時：７月２３日（土） １４：００～１６：００    

                                                    場所：福祉センター１階 多目的室場所：福祉センター１階 多目的室場所：福祉センター１階 多目的室場所：福祉センター１階 多目的室 

・村瀬幸浩さんの講座 

・テーマ「素敵にパートナーシップ～お互いの生と性、理解してますか？～」 

我が国は、世界一の高齢社会と言われています。でも、高齢社会であることが必

ずしも長寿社会（高齢が壽である社会）とは言えない。それどころか長生きするこ

とがかえってつらく思われるような・・・。 

そこには、世の中のしくみの問題がありますが、そうばかり言っていても仕方が

ない。それはそれとして改善の道をひらいていかなければならないけれど一方で高

齢社会を生きる私たち一人ひとりの生き方や連れ合いを含めて ひととも関係の作

り方についても大いに工夫をしていかないと、自然にはうまくはいきません。 

そこで今回は、日ごろほとんど意識して考えようともしない「性」の問題を軸に

して生と性のあり方をコミュニケーションの視点からとりあげました。 

 

◆第２回ウイット講座／日時：８月７日（日） １４：００～１５：００◆第２回ウイット講座／日時：８月７日（日） １４：００～１５：００◆第２回ウイット講座／日時：８月７日（日） １４：００～１５：００◆第２回ウイット講座／日時：８月７日（日） １４：００～１５：００    

場所：福祉センター３階 会議室 場所：福祉センター３階 会議室 場所：福祉センター３階 会議室 場所：福祉センター３階 会議室     

・女性会議ウイット会員 永田みよ江さんの地域活動報告会  

女性会議ウイットで「気づき、学び、考え、行動」していくことから、実際の生

活の現場で具体的にどのような活動に展開しているか、報告会を開催しました。 

 

◆第３回ウイット講演会／日時：９月２４日（土）１４：００～１６：００第３回ウイット講演会／日時：９月２４日（土）１４：００～１６：００第３回ウイット講演会／日時：９月２４日（土）１４：００～１６：００第３回ウイット講演会／日時：９月２４日（土）１４：００～１６：００    

場所：田原文化会館多目的ホール 場所：田原文化会館多目的ホール 場所：田原文化会館多目的ホール 場所：田原文化会館多目的ホール     

・カンジョンホンさんの講演会  

 ・テーマ「死刑台から教壇へ～人権と平和を考える～」 

    

◆第４回ウイット講座／日時：１０月１０日（月・祝） 第４回ウイット講座／日時：１０月１０日（月・祝） 第４回ウイット講座／日時：１０月１０日（月・祝） 第４回ウイット講座／日時：１０月１０日（月・祝） 14141414：：：：00000000～～～～16161616：：：：00000000        

会場：衣笠市民館  講師：増井さとみさん 会場：衣笠市民館  講師：増井さとみさん 会場：衣笠市民館  講師：増井さとみさん 会場：衣笠市民館  講師：増井さとみさん     

・テーマ「ＤＶ理解のための講座、ＤＶ被害者支援のための学び本質をさぐろう。」 

第３回につづき「人権の尊重」「安全で安心して暮らせる社会を目指していく」こ

とを考える。 

今回は女性に対する暴力を許さない社会意識を醸成し普及・啓発事業を行う。 

 

 



第 9回男女共同参画フェスティバル開催報告 第 9回男女共同参画フェスティバル開催報告 第 9回男女共同参画フェスティバル開催報告 第 9回男女共同参画フェスティバル開催報告 

 

日 時 平成２８年８月２８日（日）10:00～14:30 

場 所 田原文化会館多目的ホールほか 

テーマ 「防災、防犯活動への男女共同参画の推進」 

開催内容 

○市民活動団体等による活動発表 

○家族をテーマとする映画上映 

 （上映作品「奇跡のリンゴ」監督／中村 義洋） 

参加団体 市内外で活動する個人・市民活動団体２７団体 

来場者数 約４００人 

 

■状況写真 

  

  

▲オープニング（参加団体紹介） 
▲懇話会会長あいさつ 

▲副市長あいさつ 
▲多目的ホール内の様子 

 

▲多目的ホール内出展ブース（行政相談委員） ▲多目的ホール内パネル展示 

▲文化ホール前（バザー等） ▲文化ホール出口（映画上映終了時） 

▲ステージ発表（男女共同参画推進懇話会） ▲ステージ発表（たはら太極拳教室） 

▲受付（イオン側入口） 

▲駐車場の様子 1111

 
資料２－１ 



 

 

 

第９回男女共同参画フェスティバル 懇話会委員意見 

 

１ フェスティバル全体について  

開催時間

場所 

○特別企画があれば別だが、今回の流れを考えると適当。 

○良かったと思う。 

○時間配分も、図書館側から多目的ホールまでの導線も良かったと思う。ホワイエに丼街

道など魅力的な出展があり、一般の方も関心を持って下さった様子。 

○日中開催は良しとして、場所は田原文化会館に固定しているが、本当にそれで良いのか、

検討の余地はあると思われる。 

○定着してきていると思うので、次年度も同じで良いと思った。 

○特に問題ないと思う。当初、他のイベントとのコラボを考えてもいいかなと思われたが、

今回のお客さんの様子を見ていて、今までどおりでもいいのかなと感じた。 

○終了時間は、ステージ発表の終了から 30 分後くらいで良いと思う。 

ステージ 

発表 

○懇話会の内容は大変充実していた。永田さん、彦坂さんを中心にして、皆さんしっかり

関わり進めていったことが、まず素晴らしいと思う。結果、多くの参加者をキャッチし

て楽しく参加してもらい、知識と意識を変えることをしてくれた。家に帰り、一歩行動

に移ったことを希望している。その後追いができると面白い。参加団体がちょっと少な

いが、順番もよかった。できれば平台があったほうがいい団体もあったが、準備があま

り大変でないように工夫することは大切だと思う。 

○良かったと思う。 

○発表順も各々の内容も良かったと思う。例年より多くの方にステージに関心を持っても

らえたこと、参加型で行えたことは、大きな成果だと感じている。 

○今年は近年になくステージ発表時に多くの人が残っていたので、少なくとも太極拳を最

後にしたのは正解。現状では最適解と思われるが、これで良いのか。（男女共同参画の

視点に立っているのか、発表内容はどうか） 

○各展示ブースでの来客者にも、ステージ発表の観客にと声をかけたので、多少なりとも

観客が増えて、例年より活気があったと思う。 

○順番は太極拳を最後にして良かった。参加型の発表は、お客さんも結構楽しんでいた。

色紙・アンケート・参加賞等の配布のタイミングや方法をもう少し工夫したいと思った。

舞台はなくても問題なかった。 

○発表場所を東から西に変更したことは良かった。 

○３０席にほとんど人が座っていたのは、９回目で初めてだった。太極拳を最後にしたの

も効を奏した。防災にテーマが統一されていたのも良かった。 

出展者 

ブース 

○それぞれが自分らしく個性を持っていて、生き生きとできたと感じた。 

○多くの団体が参加してくれ良かった。 

○ブース配置も良かった。 

○例年と大きく変わらないのは仕方ないが、本当にいいのか。 

○出展者の数が定着してきて、お互いのブースに目がいくようになった。 

○出展者数が昨年度より増えて賑やかになってよかった。また飲食ブースも増えて、映画

終了時間と重なりちょうど良かった。今回出展者ブースを空にすることなく、常にお客

さんも出入りしていて良かった。 

○多目的ホールの人の流れが絶えなかったのも今回の特徴。食品ブースはその場から動け

ないため、多目的ホールに足を踏み入れる時間も無い。完全に分けることをしなくても

良いかと考えた。またブースの出展位置に団体名を記しておくとよかった。 

フリーマ 

ーケット 

 

○初めての経験。とても気楽に、できる範囲で行うことができて、効果的な項目だと思う。

物を無駄にしないで、寄付もでき、楽しくワクワクする企画で、今後のイベントの度に

小回りを利かせてやっていけると良いなと思う。 

○大変だと思った。お金を預かることで、自分の役割分担の場所へ行くことができなかっ

た。こんな事ならフリーマーケットはやめて、募金のほうをお願いしたかった。 

○よく売れたので問題ないが、必要な企画なのか。 

 

 

 

フリーマ 

ーケット 

 

○来場者が関心を持って協力して下さった。一つの課題（今回は熊本地震）に対して、フ

ェスティバル出展者・来場者が一緒に関心を持ち、行動することができ、一体感があっ

たと思う。 

○出展者・懇話会共に、周知など短期間での準備だったが、多くの義援金が集まり、フェ

スティバルが賑やかになった。 

○災害義援金目的であれば、もう少しスペースを広げてＰＲしても良かった。 

○お客さんの関心は高い。出展ブースに置くことで会話もしやすく、初めての試みだった

が楽しかった。 

その他 ○オープニングの各団体紹介は効果的なプログラムだったが、時間の配分や紹介の仕方、

並び方等、今後工夫するともっと良くなると思う。担当が多くの印刷物、景品を用意し

てくれて驚いた。それがこの懇話会の力になっていると確信している。市民活動をボラ

ンティアマインドでやっている身で考えてみると、違和感も否めなかったが、改めてど

のように考えていったらよいのか再認識・新発見した。 

○オープニングでの各団体紹介の時、ステージでの動きや並び方について事前に説明が欲

しいという意見があった。 

○オープニングでの各団体紹介が６分間長引いてしまい、申し訳なかった。出展者紹介文

の中には２００字を超えるものもあり、時間内に収める、わかりやすく伝えるのは困難

だった。 

○この際、来年から思い切りフェミニズムに強振して「女性活躍フェスティバル」にして

はどうか？そのほうが内容もすっきりしわかりやすく、色んな団体・メンバーが揃うだ

ろうし、来客も絶対増えるはず。あくまで男女共同参画推進懇話会で裏方をやり、男女

共同参画推進事業で行うのですが、冠を変え、テーマも変える。まずは女性活躍推進法

に沿ったところを攻める。是非、実施してもらいたい。 

○次年度の重点推進テーマも今年度と同様で「防災・防犯活動への男女共同参画の推進」

でよい。フリーマーケットでの品定めに目が行き、ブースの内容についてはあまり見て

くれず残念という声があった。 

○ポールやパネルなどの資材の不良品が多かったので、更新するなど対策が必要だと感じ

た。 

○オープニングの各団体紹介は時間が長く、聴く人・団体双方に不満が残った。紹介方法、

並び方、紹介文の文字数などが課題。 

 

２ 映画「奇跡のリンゴ」上映について  

開催時間 ○妥当。午前中映画上映は良かった。（「妥当、良かった」という意見多数） 

映画の内

容 

○鑑賞した方々から、とても良く感動的な内容で満足したとの声を聞いた。 

 実際のアンケート結果を知りたい。 

○良い作品だった、感動したとの声が入場者からは多く聞かれた。 

○テーマのずれは否めない。 

○事前に映画を鑑賞していたので、当日に多目的ホールにずっといても、お客さんと映画

の内容について話すことができた。 

○個人的に大変満足。 

○良かった。人と違うことをする勇気。周囲の人々の反応など、現実に存在している日常

だと思った。 

その他 ○整理券の配布はスムーズだった。また、会場の温度調節が難しく、寒くて途中で出られ

た方がいた。あらゆるところでいえることだが、人によって暑さや寒さの感じ方は異な

るので、温度調節できるものが必要であった。 

○映画終了後の多目的ホールへの誘導方法は検討すべき。 

○あまり混雑することもなく、時間にゆとりがあり、スムーズにできた。 
 

※ その他 

 ○一般の参加者を増やすには、第一義の活動のＰＲのためにも、①フリーマーケット②ワークショ

ップ形式・主体的で楽しい参加型のもの③お土産や参加賞を選んでもらうこと④飲食物 などが

考えられる。 

 ○懇話会委員の、フェスティバルへの参加を増やす方法を考えるべき。 

2222



件数 割合（％）

9 8.7

41 39.8

9 8.7

1 1.0

43 41.7

１　家族との安否確認方法の取り決め ２　家族との集合場所の取り決め１　家族との安否確認方法の取り決め ２　家族との集合場所の取り決め１　家族との安否確認方法の取り決め ２　家族との集合場所の取り決め１　家族との安否確認方法の取り決め ２　家族との集合場所の取り決め

件数 割合（％） 件数 割合（％）

行なっている 28 27.2 38 36.9

行なう予定 31 30.1 24 23.3

出来れば行いたい 6 5.8 5 4.9

行わない 3 2.9 2 1.9

無回答 35 34.0 34 33.0

３　学校や園からの子どもの引取りの取り決め ４　避難場所や避難経路の確認３　学校や園からの子どもの引取りの取り決め ４　避難場所や避難経路の確認３　学校や園からの子どもの引取りの取り決め ４　避難場所や避難経路の確認３　学校や園からの子どもの引取りの取り決め ４　避難場所や避難経路の確認

件数 割合（％） 件数 割合（％）

行なっている 9 8.7 48 46.6

行なう予定 13 12.6 12 11.7

出来れば行いたい 10 9.7 7 6.8

行わない 5 4.9 0 0.0

無回答 66 64.1 36 35.0

５　非常持ち出し品の準備 ６　食料や飲料水の備蓄５　非常持ち出し品の準備 ６　食料や飲料水の備蓄５　非常持ち出し品の準備 ６　食料や飲料水の備蓄５　非常持ち出し品の準備 ６　食料や飲料水の備蓄

件数 割合（％） 件数 割合（％）

行なっている 50 48.5 行なっている 56 54.4

行なう予定 12 11.7 行なう予定 9 8.7

出来れば行いたい 4 3.9 出来れば行いたい 3 2.9

行わない 0 0.0 行わない 0 0.0

無回答 37 35.9 無回答 35 34.0

※回答は各質問の回答者数を基準とした百

分率（％）で示してあります。また、小数点以

下第２位を四捨五入しているため、内訳の合

計が100.0％にならない場合があります。

カテゴリ

カテゴリ

行わない

無回答

出来れば行いたい

行なう予定

●南海トラフ地震が起きたときの田原市の想定震度や被害想定をご存知ですか。●南海トラフ地震が起きたときの田原市の想定震度や被害想定をご存知ですか。●南海トラフ地震が起きたときの田原市の想定震度や被害想定をご存知ですか。●南海トラフ地震が起きたときの田原市の想定震度や被害想定をご存知ですか。

●地震への備えとしてあなたが日頃から行っていることは何ですか。●地震への備えとしてあなたが日頃から行っていることは何ですか。●地震への備えとしてあなたが日頃から行っていることは何ですか。●地震への備えとしてあなたが日頃から行っていることは何ですか。

無回答

まったく知らない

あまり知らない

多少知っている

よく知っている

カテゴリ

カテゴリ

無回答

カテゴリ

カテゴリ

行わない

出来れば行いたい

行なう予定

行なっている

カテゴリ

行なっている

27.2%

30.1%

5.8%

2.9%

34.0%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

36.9%

23.3%

4.9%

1.9%

33.0%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

8.7%

12.6%

9.7%

4.9%

64.1%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

46.6%

11.7%
6.8%

0.0%

35.0%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

48.5%

11.7%
3.9%

0.0%

35.9%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

54.4%

8.7%

2.9%

0.0%

34.0%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

8.7%

39.8%

8.7%1.0%

41.7%

よく知っている

多少知っている

あまり知らない

まったく知らない

無回答
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７　家具等の転倒防止のための固定 ８　ガラスの飛散防止７　家具等の転倒防止のための固定 ８　ガラスの飛散防止７　家具等の転倒防止のための固定 ８　ガラスの飛散防止７　家具等の転倒防止のための固定 ８　ガラスの飛散防止

件数 割合（％） 件数 割合（％）

行なっている 35 34.0 行なっている 10 9.7

行なう予定 23 22.3 行なう予定 24 23.3

出来れば行いたい 9 8.7 出来れば行いたい 26 25.2

行わない 1 1.0 行わない 1 1.0

無回答 35 34.0 無回答 42 40.8

９　ブロック塀、看板、樹木等の点検 １０　自宅の耐震診断や耐震改修の実施９　ブロック塀、看板、樹木等の点検 １０　自宅の耐震診断や耐震改修の実施９　ブロック塀、看板、樹木等の点検 １０　自宅の耐震診断や耐震改修の実施９　ブロック塀、看板、樹木等の点検 １０　自宅の耐震診断や耐震改修の実施

件数 割合（％） 件数 割合（％）

行なっている 28 27.2 行なっている 20 19.4

行なう予定 16 15.5 行なう予定 14 13.6

出来れば行いたい 17 16.5 出来れば行いたい 18 17.5

行わない 2 1.9 行わない 9 8.7

無回答 40 38.8 42 40.8

１１　地震保険等への加入 １２　地震や防災に関する情報のチェック１１　地震保険等への加入 １２　地震や防災に関する情報のチェック１１　地震保険等への加入 １２　地震や防災に関する情報のチェック１１　地震保険等への加入 １２　地震や防災に関する情報のチェック

件数 割合（％） カテゴリ 件数 割合（％）

行なっている 36 35.0 行なっている 29 28.2

行なう予定 9 8.7 行なう予定 24 23.3

出来れば行いたい 11 10.7 出来れば行いたい 12 11.7

行わない 9 8.7 行わない 0 0.0

無回答 38 36.9 38 36.9

カテゴリ

カテゴリ

カテゴリ

無回答

無回答

カテゴリ

カテゴリ

34.0%

22.3%8.7%

1.0%

34.0%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

9.7%

23.3%

25.2%

1.0%

40.8%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

27.2%

15.5%

16.5%
1.9%

38.8%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

19.4%

13.6%

17.5%

8.7%

40.8%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

35.0%

8.7%

10.7%

8.7%

36.9%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答

28.2%

23.3%
11.7%

0.0%

36.9%

行なっている

行なう予定

出来れば行いたい

行わない

無回答
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第9回男女共同参画フェスティバル　 防災クイズ～知ってて、よかった！～第9回男女共同参画フェスティバル　 防災クイズ～知ってて、よかった！～第9回男女共同参画フェスティバル　 防災クイズ～知ってて、よかった！～第9回男女共同参画フェスティバル　 防災クイズ～知ってて、よかった！～

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

38 36.9 55 53.4 12 11.7

40 38.8 12 11.7 12 11.7

10 9.7 22 21.4 65 63.1

15 14.6 14 13.6 14 13.6

◆車を運転中に地震にあったらどうしますか?◆車を運転中に地震にあったらどうしますか?◆車を運転中に地震にあったらどうしますか?◆車を運転中に地震にあったらどうしますか?

回答数 割合（％） 回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

1 1.0 25 24.3 ①１リットル 5 4.9

0 0.0 10 9.7 ②２リットル 37 35.9

88 85.4 56 54.4 ③３リットル 51 49.5

14 13.6 12 11.7 無回答 10 9.7

◆災害時のNTT・伝言ダイヤルは?◆災害時のNTT・伝言ダイヤルは?◆災害時のNTT・伝言ダイヤルは?◆災害時のNTT・伝言ダイヤルは?

回答数 割合（％） 回答数 割合（％）

5 4.9 9 8.7

85 82.5 74 71.8

2 1.9 2 1.9

11 10.7 18 17.5

③家族に車で迎えにきてもらうよう頼んでおく

②自宅までの距離が遠いなど徒歩での帰宅が困難な場合は混乱を避け、翌日以

降に帰宅できるよう食料や飲料水を備蓄するなど職場に泊まれる準備をしておく

①すぐに公共交通機関で帰宅できるように、周辺の駅や路線を複数調べておく

無回答

②そのままじっとしてい

る

③全ての階のボタンを

押す

無回答

①１階のボタンを押す

①１１９

②１７１

③１１０

無回答

◆大地震により通勤先などからの帰宅が困難になった場合に備え◆大地震により通勤先などからの帰宅が困難になった場合に備え◆大地震により通勤先などからの帰宅が困難になった場合に備え◆大地震により通勤先などからの帰宅が困難になった場合に備え

て、普段から取り組んでおくべきことは、どれでしょうか？て、普段から取り組んでおくべきことは、どれでしょうか？て、普段から取り組んでおくべきことは、どれでしょうか？て、普段から取り組んでおくべきことは、どれでしょうか？

◆外にいる時に地震が発生した場合、一番◆外にいる時に地震が発生した場合、一番◆外にいる時に地震が発生した場合、一番◆外にいる時に地震が発生した場合、一番

正しい避難場所は？正しい避難場所は？正しい避難場所は？正しい避難場所は？

◆エレベーターに乗っている時に地震が発◆エレベーターに乗っている時に地震が発◆エレベーターに乗っている時に地震が発◆エレベーターに乗っている時に地震が発

生した場合、正しい行動はどれでしょうか？生した場合、正しい行動はどれでしょうか？生した場合、正しい行動はどれでしょうか？生した場合、正しい行動はどれでしょうか？

◆大地震に備えて、非常用の食料などを保◆大地震に備えて、非常用の食料などを保◆大地震に備えて、非常用の食料などを保◆大地震に備えて、非常用の食料などを保

管する時に、何日分必要でしょうか?管する時に、何日分必要でしょうか?管する時に、何日分必要でしょうか?管する時に、何日分必要でしょうか?

◆スーパーマーケットにいる時に地震が発生◆スーパーマーケットにいる時に地震が発生◆スーパーマーケットにいる時に地震が発生◆スーパーマーケットにいる時に地震が発生

した場合どうしますか？した場合どうしますか？した場合どうしますか？した場合どうしますか？

無回答

③非常口から逃げる

②コンクリートの柱の下

に避難する

①買い物かごをかぶっ

てうずくまる

◆非常用備蓄の飲料水は一人一日分何リッ◆非常用備蓄の飲料水は一人一日分何リッ◆非常用備蓄の飲料水は一人一日分何リッ◆非常用備蓄の飲料水は一人一日分何リッ

トル用意しておけばいいでしょうか？トル用意しておけばいいでしょうか？トル用意しておけばいいでしょうか？トル用意しておけばいいでしょうか？

①３日分（うち非常食１

日分）

②５日分（うち非常食２

日分）

③７日分（うち非常食３

日分）

無回答無回答

③左側に停車し、ラジオ

などで情報を聞く

②徒歩で非難している

人を乗せる

①徐行運転で目的地ま

で行く

①コンビニエンスストア

②ガソリンスタンド

③交番

無回答

38.8％％％％

53.4％％％％

63.1％％％％

85.4％％％％

54.4％％％％

49.5％％％％

82.5％％％％

71.8％％％％

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

◆外にいる時に地震が発生した場合、一番正しい避難場所は？

【正解：②ガソリンスタンド】

◆スーパーマーケットにいる時に地震が発生した場合どうしますか？

【正解：①買い物かごをかぶってうずくまる】

◆エレベーターに乗っている時に地震が発生した場合、正しい行動はどれでしょう

か？

【正解：③全ての階ボタンを押す】

◆車を運転中に地震にあったらどうしますか？

【正解：③左側に停車し、ラジオなどで情報を聞く】

◆大地震に備えて、非常用の食料などを保管する時に、何日分必要でしょうか？

【正解：③７日分（うち非常食３日分）】

◆非常用備蓄の飲料水は一人一日分何リットル用意しておけばいいでしょうか？

【正解：③３リットル】

◆災害時のＮＴＴ・伝言ダイヤルは？

【正解：②１７１】

◆大地震により通勤先などからの帰宅が困難になった場合に備えて、普段から取り

組んでおくべきことは、どれでしょうか？

【正解：②自宅までの距離が遠いなど徒歩での帰宅が困難な場合は混乱を避け、…

正解率正解率正解率正解率

55 55



■イベント概要■イベント概要■イベント概要■イベント概要

１ 性別１ 性別１ 性別１ 性別

男性

女性

無回答

合計

２ 年代２ 年代２ 年代２ 年代

第9回男女共同参画フェスティバル

来場者アンケート結果

映画入場者数

参加団体数（人数）

アンケート回収数

全体来場者延べ人数

平成２８年８月２８日（日）１０：００～１５：００＠田原文化会館

３５名

（５７．８％）

日時･場所

３０６名

３ ど ち ら に お 住 ま い で す か ？３ ど ち ら に お 住 ま い で す か ？３ ど ち ら に お 住 ま い で す か ？３ ど ち ら に お 住 ま い で す か ？

２７団体（１３１名）

３０６（回収率７６．５％）

約４００人

（１１．４％）

９４名

１７７名

（３０．７％）

２５０名（昨年度：２３９名）

11.4%

58.2%

30.4% 男性

女性

無回答

85.6%

8.8%

0.3%

0.3%

0.0%

0.3%

0.0%

4.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1：田原市

2：豊橋市

3：豊川市

4：蒲郡市

5：新城市

6：1～5以外の愛知県内市町村

7：愛知県外

無回答

8.6%

2.9%

2.9%

5.7%

20.0%

37.1%

22.9%

0.0%

1.1%

0.6%

1.7%

4.5%

16.3%

39.3%

34.8%

1.7%

0.0%

4.3%

12.9%

10.8%

21.5%

25.8%

7.5%

17.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

10代以下

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

無回答

男性

女性

無回答

1

「その他」の主な内容

○参加者･参加団体

○図書館来館者

○家族

「不満」の主な理由

「不満」の主な理由

「不満」の主な理由

○少し淋しい

(出展ブース）(出展ブース）(出展ブース）(出展ブース）

（バザー内容）（バザー内容）（バザー内容）（バザー内容）

４４４４ フフフフェェェェスススステテテティィィィババババルルルルををををどどどどここここでででで知知知知りりりりままままししししたたたたかかかか????

５ フェスティバルはいかがでしたか？（映画上映）５ フェスティバルはいかがでしたか？（映画上映）５ フェスティバルはいかがでしたか？（映画上映）５ フェスティバルはいかがでしたか？（映画上映）

28.2%

13.0%

13.0%

30.2%

11.3%

4.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

1：広報

2：新聞折り込み広告

3：チラシ･ポスター

4：知人･友人

5：その他

無回答

43.8%

18.6%

0.3%

37.3% 満足

ふつう

不満

無回答

19.3%

51.0%

29.7%

満足

ふつう

無回答

20.3%

46.7%

0.7%

32.4%

満足

ふつう

不満

無回答
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７ 「田原市男女共同参画推進プラン」を知っていましたか?７ 「田原市男女共同参画推進プラン」を知っていましたか?７ 「田原市男女共同参画推進プラン」を知っていましたか?７ 「田原市男女共同参画推進プラン」を知っていましたか?

６６６６ 「「「「男男男男女女女女共共共共同同同同参参参参画画画画」」」」とととといいいいうううう言言言言葉葉葉葉をををを知知知知っっっってててていいいいままままししししたたたたかかかか？？？？

30.4%

30.7%

20.9%

11.1%

6.9%

22.9%

28.6%

20.0%

22.9%

5.7%

28.1%

34.3%

21.3%

10.1%

6.2%

37.6%

24.7%

20.4%

8.6%

8.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

1：よく知っていた

2：だいたい知っていた

3：聞いたことはある

4：知らなかった

無回答

全体

男性

女性

無回答

12.4%

48.4%

32.4%

6.9%

14.3%

42.9%

40.0%

2.9%

10.1%

52.2%

30.9%

6.7%

16.1%

43.0%

32.3%

8.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1：内容を知っていた

2：あることは知っていた

3：知らなかった

無回答

全体

男性

女性

無回答

3

その他意見

○高齢者世帯への援助システムの確立

８８８８ ああああななななたたたたとととと家家家家族族族族のののの命命命命をををを守守守守るるるるたたたためめめめにににに、、、、今今今今すすすすぐぐぐぐ取取取取りりりり組組組組むむむむ必必必必要要要要ががががああああるるるるとととと思思思思ううううももももののののはははは？？？？（（（（○○○○印印印印３３３３つつつつままままでででで））））

17.7%

12.4%

1.6%

8.7%

17.0%

14.8%

9.4%

2.3%

2.5%

3.0%

2.0%

4.2%

0.3%

4.3%

14.3%

11.0%

1.1%

6.6%

16.5%

18.7%

8.8%

4.4%

4.4%

6.6%

2.2%

3.3%

0.0%

2.2%

16.8%

12.9%

1.1%

8.8%

17.9%

15.3%

9.5%

2.6%

2.6%

2.6%

1.7%

4.3%

0.2%

3.7%

21.0%

11.7%

2.8%

9.3%

15.4%

12.1%

9.3%

0.9%

1.4%

2.3%

2.3%

4.2%

0.5%

6.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0%

1：家族との安否確認方法の取り組め

2：家族との集合場所の取り決め

3：学校や園からの子どもの引取りの取り

決め

4：避難場所や避難経路の確認

5：非常持ち出し品の準備

6：食料や飲料水の備蓄

7：家具等の転倒防止のための固定

8：ガラスの飛散防止

9：ブロック塀、看板、樹木等の点検

10：住宅の耐震診断や耐震改修の実施

11：地震保険等への加入

12：地震や防災に関する情報のチェック

13：その他

無回答

全体

男

女性

無回答

42222



９９９９ 男男男男女女女女共共共共同同同同参参参参画画画画社社社社会会会会のののの推推推推進進進進ののののたたたためめめめ、、、、重重重重要要要要 だだだだとととと思思思思ううううももももののののはははは？？？？ （（（（○○○○ 印印印印３３３３つつつつまままま でででで））））

10.2%

6.6%

24.0%

7.9%

7.5%

8.0%

4.5%

15.3%

4.8%

6.7%

0.0%

4.3%

9.1%

5.7%

28.4%

1.1%

11.4%

9.1%

6.8%

14.8%

5.7%

6.8%

0.0%

1.1%

10.0%

6.8%

23.6%

8.1%

8.1%

8.7%

4.4%

16.4%

3.7%

5.7%

0.0%

4.6%

11.1%

6.7%

23.1%

10.2%

4.9%

6.2%

4.0%

13.3%

6.7%

8.9%

0.0%

4.9%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

1：男女平等を目指した法律・制度の制定、見直し

2：女性の政策決定の場への積極的登用

3：男女がともに働きやすい環境を整える

4：家庭の中での固定的役割分担の見直し

5：女性の就労機会、職業教育、職業訓練の充実

6：保育サービスの一層の充実

7：学童保育の充実

8：高齢者や病人の施設・介護サービスの充実

9：学校教育や社会教育・生涯学習の場での、男女平

等教育の推進

10：男性の家事、子育て、介護、地域活動への参加

11：その他

無回答

全体

男

女性

無回答

5

○感動しました。（６０代女性）

○感動で泣いて見ていました。（６０代女性）

○映画良かったです。泣けました。（５０代不明）

○大変良い映画で感動しました。これからもこのような企画を作って下さい。（５０代不明）

○また良い映画をお願いします。（７０代女性）

○若い人の参加を期待したい。（６０代女性）

○継続は力なり。（６０代女性）

○子どもと一緒に楽しめました。（３０代女性）

○豊橋と協同でできないでしょうか。（６０代男性）

○いろいろ知ることができました。（４０代不明）

○もっと大勢の人が来てほしい。（６０代不明）

○さらなる有意義ある活動をお願いします。（６０代不明）

○団体紹介が長い。説明の声が小さく聞きづらかったとホールにいた方に聞きました。（５０代女性）

○来てよかった。ステキでした。（７０代不明）

○若い（20代・30代）世代の参加がもっとあれば良いと思う。

○バザーが良かった。（６０代女性）

○いろいろの会がわかりました。協力いたします。（７０代女性）

○オープニング参加団体の紹介がよかったです。映画もよかったです。（５０代不明）

○老若男女が気軽に楽しめるようにクイズやスタンプラリーを取り入れると良い。（４０代女性）

○とても良かった。またやってほしい。（６０代不明）

○「どんぶり街道」のソースカツ丼がとてもおいしかったです。（２０代男性）

○若い方が少ない。もっと参加しやすい状態であると良い。若い(20代･30代)方は一度来ると二回目

は行かないと言います。配布(場所、日、時間）若い方も手に入るように。魅力あるパンフレット作り。

会場の雰囲気(活気)。（６０代不明）

○各参加団体の紹介をされる司会者は1名で大変そうでした。2名から3名で分担されたらと思いまし

た。司会者ごくろうさま。（６０代女性）

（年代・性別）（年代・性別）（年代・性別）（年代・性別）

（年代・性別）（年代・性別）（年代・性別）（年代・性別）

○たはら太極拳教室に入りステージ発表する事でフェスティバルや男女共同参画について知りまし

た。とても楽しかったです。（６０代女性）

○事前によく準備されている事がわかる内容。そのため当日の活気がいい感じになっていると思い

ました。ありがとうございました。（不明）

○イベントの参加料をいただいた方がよいと思います。お金を出せる者が少しずつ出し合って必要

な方に還元していくお金も皆様のお役に立ってうれしいと思います。（６０代女性）

○今年はにぎやかだったようで良かったです。（５０代不明）

そ の 他 意 見 （ 映 画 上 映 に つ い て ）そ の 他 意 見 （ 映 画 上 映 に つ い て ）そ の 他 意 見 （ 映 画 上 映 に つ い て ）そ の 他 意 見 （ 映 画 上 映 に つ い て ）

その他自由意見（フェスティバルや男女共同参画社会について）その他自由意見（フェスティバルや男女共同参画社会について）その他自由意見（フェスティバルや男女共同参画社会について）その他自由意見（フェスティバルや男女共同参画社会について）

○今女性の社会進出は驚くべき事でもあり女性への期待大と思ってます。女性を応援したい。（７０

代男性）

6 3333



アンケート回収数(回収率）

意見

意見

○少し早めに終わってしまった。

意見

○その他―午後の切り上げ時間を早くしてほしい。

○ちょうどよい流れだったと思います。

１ 男女共同参画フェスティバルに参加してみてどうでしたか。１ 男女共同参画フェスティバルに参加してみてどうでしたか。１ 男女共同参画フェスティバルに参加してみてどうでしたか。１ 男女共同参画フェスティバルに参加してみてどうでしたか。

○今回３年ぶりの参加でしたが、他の団体が年々

活動が活発になり、来場者も以前と比べると増加

してきたと思う。

出展団体数

２ 開 催 時 間 は ど う で し た か 。２ 開 催 時 間 は ど う で し た か 。２ 開 催 時 間 は ど う で し た か 。２ 開 催 時 間 は ど う で し た か 。

３ 開 催 時 間 帯 に つ い て お 伺 い し ま す 。３ 開 催 時 間 帯 に つ い て お 伺 い し ま す 。３ 開 催 時 間 帯 に つ い て お 伺 い し ま す 。３ 開 催 時 間 帯 に つ い て お 伺 い し ま す 。

４ 出 展 場 所 に つ い て お 伺 い し ま す 。４ 出 展 場 所 に つ い て お 伺 い し ま す 。４ 出 展 場 所 に つ い て お 伺 い し ま す 。４ 出 展 場 所 に つ い て お 伺 い し ま す 。

○パネルでの各団体発表は、今回どのような団体

が参加しているのかがよくわかり良かったと思い

ますが、少し長かったです。映画も良かったし、多

目的も参加型のステージが良かったです。

○多目的ステージが終わった時点で片づけ始め

た団体があり、連鎖的に片づけ始めたので、何か

ここで工夫が必要だと思いました。

○来場者がパラパラと来たりして間のびしたかん

じがしました。

○今年のように映画終了がお昼をかなり過ぎてし

まうと、終わったら皆さん帰ってしまう。

２７団体（１３１名）

２６団体（９６．３％）

第9回男女共同参画フェスティバル出展者アンケート結果第9回男女共同参画フェスティバル出展者アンケート結果第9回男女共同参画フェスティバル出展者アンケート結果第9回男女共同参画フェスティバル出展者アンケート結果

日時･場所 平成２８年８月２８日（日）１０：００～１５：００＠田原文化会館

○ア、イどちらでも良い―映画上映等ホールで何

か催しを実施しないと一般の動員は増えないと思

う。

78.6%

0.0%
10.7%

10.7%

ア．ちょうどよい

イ．短い

ウ．長い

無回答

25%

53%

11%

0%

0%

11%
ア．とても良かった

イ．まあまあ良かった

ウ．普通

エ．少し悪かった

オ．とても悪かった

無回答

53.6%

28.6%

3.6%

0.0%

14.3%
ア．今回の時間帯（１日開

催、午前映画上映）

イ．1日開催、午後映画上

映

ウ．午前のみ

エ．午後のみ

無回答

35.7%

35.7%

10.7%

0.0%
17.9% ア．とても良かった

イ．まあまあ良かった

ウ．あまり良くなかった

エ．良くなかった

無回答

1

意見

○パネルのみの展示だったので、奥の方になっていて、目につきやすい場所ではなかった。

○特にないが、来年は何か工夫したい。

○特にありません。パネル用の紙を用意して頂け、ありがたく思いました。

意見

合同開催を希望するイベント名

○田原市民まつり

○福祉のつどい

○しみんのひろば

開催してもよいが工夫した方がよい意見

○テーマをしぼる

○団体紹介が長すぎる

○映画だけでもいいのでは？

５ 展 示 に 使 用 し た 資 材 の ほ か に 、 「 こ ん な も の が あ れ ば よ か っ た 」 と 思 う も の が あ れ ば５ 展 示 に 使 用 し た 資 材 の ほ か に 、 「 こ ん な も の が あ れ ば よ か っ た 」 と 思 う も の が あ れ ば５ 展 示 に 使 用 し た 資 材 の ほ か に 、 「 こ ん な も の が あ れ ば よ か っ た 」 と 思 う も の が あ れ ば５ 展 示 に 使 用 し た 資 材 の ほ か に 、 「 こ ん な も の が あ れ ば よ か っ た 」 と 思 う も の が あ れ ば

○右側前から４列目でしたが画面が大変暗く、残

念な気がしました。映写機の光が弱いのでは？

○見たメンバーは涙を流して「良かった」と言って

ました。

６ 映 画 上 映 は い か が で し た か 。６ 映 画 上 映 は い か が で し た か 。６ 映 画 上 映 は い か が で し た か 。６ 映 画 上 映 は い か が で し た か 。

７ 次回の男女共同参画フェスティバルについてお伺いします。７ 次回の男女共同参画フェスティバルについてお伺いします。７ 次回の男女共同参画フェスティバルについてお伺いします。７ 次回の男女共同参画フェスティバルについてお伺いします。

４－１ ウ．あまりよくなかった、エ．よくなかった、と回答した方に理由をお伺いします。４－１ ウ．あまりよくなかった、エ．よくなかった、と回答した方に理由をお伺いします。４－１ ウ．あまりよくなかった、エ．よくなかった、と回答した方に理由をお伺いします。４－１ ウ．あまりよくなかった、エ．よくなかった、と回答した方に理由をお伺いします。

○ブースの前に他団体の塗り絵体験があったので一般客がなかなか寄らなかった。お菓子を販売してい

る間、親子がお菓子に目についた利点もあったけど。

○パネル、イスなど記号番号があり合致するように求められますが、配置数の管理には数のみの整理で

問題はないと思います。

○映画の内容は大変よかったと思いますが、音声

が分散してはっきり聞き取れない時が多々ありま

した。

教 え て 下 さ い 。教 え て 下 さ い 。教 え て 下 さ い 。教 え て 下 さ い 。

39.3%

14.3%
0.0%

32.1%

14.3%
ア．良かった

イ．ふつう

ウ．良くなかった

エ．見なかった

無回答

60.7%

10.7%

17.9%

0.0%

10.7%
ア．ぜひ開催して欲しい

イ．合同で開催した方がよ

い

ウ．開催してもよいが工夫

した方が良い

エ．開催しないほうが良い

無回答

0.0%

0.0%

0.0%

66.7%

0.0%

33.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

a．スペースが狭かった

ｂ．隣のブースとの距離が近すぎた

ｃ．暑かった

ｄ．人が思うように集まらなかった

e．個室のほうがよい

ｆ．その他

2
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意見

○イベントラッシュにならないように。

○８月で良いのでは。

○できれば２月、１０月を除いて。

カ．その他の意見

○出来れば映画の感想などを出し合える場があればと思いますが、実際はむつかしいですね。

○参加団体の説明時間が長すぎと感じます。

○オープニングが長い。ブースも始まっているので短くして欲しい。

○ぬりえコーナー等があり、子どもの居場所があったのはチョットよかったね。

○各団体の紹介はもっと簡単な内容でもよかったのではないかと思う。

７－１ ア．ぜひ開催して欲しい、イ ．他のイベント と合同で開催した方がよい、ウ ．開催しても７－１ ア．ぜひ開催して欲しい、イ ．他のイベント と合同で開催した方がよい、ウ ．開催しても７－１ ア．ぜひ開催して欲しい、イ ．他のイベント と合同で開催した方がよい、ウ ．開催しても７－１ ア．ぜひ開催して欲しい、イ ．他のイベント と合同で開催した方がよい、ウ ．開催しても

○託児も配慮してもらってあったが、小学生以上ならば親と共に会場を巡る事はＯＫだが、もう少し年齢を

低くしてもらい、短時間託児で３歳児くらいまで入れてもらえると超ラッキー！

○何といっても1番大変だったのは、市の担当者さんたちでしたでしょう。細々した諸準備が会場至る所に

現れていて、ご尽力の程よくわかり、胸キュン ！ご苦労様。（若いうちの苦労は買ってでもやれ…現代人

用語としては古いかな？？？！！程ほどに）

○防災、このテーマ設定は大変よかった。男女共同参画社会では重要なテーマ。このテーマをきっかけに

啓発することは大変、意識的な改革や周知に役立つ。浸透しやすい。

○「男女共同参画」というテーマが大きいだけにいざフェスティバルという形に表現しようと思うと焦点がぼ

けてしまう。市民の皆さんが男女共同参画社会に如何程の関心を持っているのかと問うてみても答えが

はっきりしないのが実状。結局皆さんが来場して下さっても、これは何の為のフェスティバルなの？となって

しまう。その為には、根気よく続ける事が大切な事だと思う。市民の皆さんに少しづつ理解して頂けるよう

テーマをしぼり、訴えかける努力をする事が必要なのではと思います。

○開会式の時、来場者が少なく残念。オープニングに音楽やダンス、体操など各地域で活躍しているグ

ループの出演があれば、人も増えるかな。

そ の 他 意 見 （ フ ェ ス テ ィバ ル 全 体に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ ェ ス テ ィバ ル 全 体に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ ェ ス テ ィバ ル 全 体に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ ェ ス テ ィバ ル 全 体に つ い て ）

８ 他 の 団 体 と 交 流 で き ま し た か 。８ 他 の 団 体 と 交 流 で き ま し た か 。８ 他 の 団 体 と 交 流 で き ま し た か 。８ 他 の 団 体 と 交 流 で き ま し た か 。

よいが内容を工夫した方がよい、と答えた方にお聞きします。開催時期はいつごろがよいですか。よいが内容を工夫した方がよい、と答えた方にお聞きします。開催時期はいつごろがよいですか。よいが内容を工夫した方がよい、と答えた方にお聞きします。開催時期はいつごろがよいですか。よいが内容を工夫した方がよい、と答えた方にお聞きします。開催時期はいつごろがよいですか。

○今と同じがいいです。定着している

と思うので。

○今まで8月下旬開催でしたので、い

きなり開催時期を変えるのはどうかと

思う。

○今回はパワーポイントを使った活動発表のみで

ブースを構えていない分時間的にゆとりがあり展

示物や他団体とのお話もできた。

○映画を見終えてからお昼のお弁当を買おうとしたら、もうおおむね売り切れていて残念でした。でも、お

弁当をもっと多くと言っても売れ残るといけないし、難しいですね。

0.0%

9.1%

0.0%

0.0%

0.0%

9.1%

0.0%

54.5%

9.1%

18.2%

0.0%

0.0%

42.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

いつでもよい

25.0%

28.6%
7.1%

21.4%

0.0%

3.6%

14.3%

ア．いろいろな話が聞けた

イ．展示物を見る事ができ

た

ウ．ブースを回る余裕は

ない

エ．他の団体さんから来

てもらえた

オ．交流する気はなかっ

た

カ．その他

無回答

3

○会場で昼食を購入しようと思っていましたが、映画終了時にはほぼ完売状態で、やや残念でした。

○今年のテーマにそって、個々に少しづつでも協力できて良かったと思います。

○体験型のブースが増えればお客さんの滞在時間が増え、よりにぎわいが生まれるのでは。

○フリーマーケットの出店者も変わりばえがしません。田原広報で出店者を募集したらいかがですか？

○点（店）数はもう少し多い方が良いのでは？

○フリーマーケットという形で、熊本地震への支援ができたのは良かったし、多目的ホールの雰囲気もよく

て楽しめた。

○気になる所としたら、オープニングセレモニーの出展者紹介。ステージに出ることができる時間の長さ

が、人によってバラバラになって不平等かもしれないので、最初から全員にステージ上に並んでもらい、紹

介のときに一歩出ればどうか。

○オープニングの団体紹介は、明るいＢＧＭがあればもっと良い雰囲気になると思う。紹介時間は半分ぐ

らいでも良いかと思う。

○バザー売り上げ金の被災地支援カンパ、それでいいのです。長子たちの陶芸グループは東北災害2年

目からキャッチフレーズにてバザーに取り組んでいた。

○フリーマーケットを目当てに来場した人もかなりいたように思います。自分たちのブース周りではほぼ完

売。今年のフリーマーケットの目的（災害復興等）が、来場者にどのように伝えられていたのか。

○ブースが奥まっている上に（人目につきにくい）せまいので、何があるか見にくかったのかな。少なかっ

た。フリーマーケット専用の場所に預けたら全部売り切れたかも。

○フリーマーケットは突然の話であり、自分たちの会の人達に十分な説明もできなく、結局、会の数人が責

任を感じ、何とか繕うために自腹を切ってお付き合いしたという現状です。（簡単に毎回恒例にされては困

る。）

○災害は突然発生するものだから「募金」は悪くはないですが、「フリーマーケット」に飛んだいきさつにつ

いてが不明瞭でした。

○来場した人達は「フリーマーケット」の品物に気を取られ、展示資料などじっくり見る人は少なかったよう

な雰囲気に感じました。

○フリーマーケットは開催しても良いが、今回熊本地震の義援金として行うのであれば、各団体で実施す

るよりも一箇所にまとめて、懇話会または企画課（行政)で行うと良い。各団体の資金集めのために行うの

であれば、各団体ごとで行っても良い。

○オープニングで参加団体を紹介したことは良かったと思いますが、あまりにも長かったと思います。私は

最後の方に舞台へ出たので良かったですが、最初から出た団体は居心地が悪かったのではないでしょう

か。

○多目的ホールの展示の片づけが早い団体があったことや、多目的ホールの展示は３時まで待っている

状態でしたが、多目的ホールの入り口の片づけが先行したのも、足並みがそろっていなかったように感じ

ました。

そ の 他 意 見 （ フ リ ー マ ー ケ ッ ト に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ リ ー マ ー ケ ッ ト に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ リ ー マ ー ケ ッ ト に つ い て ）そ の 他 意 見 （ フ リ ー マ ー ケ ッ ト に つ い て ）

○最後にクイズを設けたことにより、映画が終わった時点でお客さまが帰ってしまわず、引き続き参加して

くれたように思いますので、よい工夫がされたと思います。

4
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「 あいち男女共同参画プラン 2020～すべての人が輝き、多様性に富んだ活力ある社会をめざして～」 の概要について

1 

○固定的性別役割分担意識が依然として強く 残っている

全国と比べて、 固定的性別役割分担意識（「 夫は外で働き、 妻は家庭を守るべき」

という考え方） を持つ人の割合が高い。

○女性が十分に活躍できる環境が整っていない

男性労働者の平均勤続年数は全国１位だが、 女性は全国 32 位となっており、 平均

勤続年数の男女差は本県が全国で一番大きい。

○長時間労働など男性中心型労働慣行の見直しが進んでいない

「 仕事と家庭生活をともに優先したい」 と希望する人が多いものの、 現実には「 仕

事」 を優先している人が多く 、特に男性において希望と現実にギャップを感じる人が

多い。

○女性の貧困や女性に対する暴力の多様化等への対応

愛知県警察が扱ったドメスティ ック・ バイオレンス（ ＤＶ） の被害に関する相談件

数は増加傾向にあり、 また、 性犯罪被害の認知件数は高止まり傾向にある。

人が輝き、 すべての人が活躍する愛知

（「 あいちビジョ ン 2020」）

あいち男女共同参画プラン

男女共同参画社会としてめざすべき姿

性別により差別されることなく 、

人権が尊重され、 すべての人が幸せを感じ、

安心して暮らすことのできる社会

個人の意思を尊重し、

自らの意思に基づいて多様な

生き方を選択できる社会

仕事と生活が調和し、 責任を

分かち合い、 男女が共に個性と

能力を発揮し活躍できる社会

すべての人が、 互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、

性別にかかわりなく 、 個性と能力を発揮することによる、

多様性に富んだ活力ある男女共同参画社会の実現

基本理念

男女共同

参画社会に

向けての

意識改革

あらゆる

分野におけ

る女性の活

躍の促進

安心して

暮らせる

社会づく り

重点目標

平成28(2016)年度～32(2020)年度までの５年間（ 平成37(2025)年度までの中長期を展望）

○男女共同参画社会基本法及び愛知県男女共同参画推進条例に基づく 法定計画

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく 都道府県推進計画としても位置

づけ

○県政の様々 な分野における計画との連携を図り、 本県における男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を一体的に推進

○男女共同参画社会の実現に向けて、 10 年先を見据えた「 ３つの重点目標」 と平成32 年度

までの５年間で取り組む「 10の基本的施策」 を掲げ、本県の総合力をさらに高めるために

必要不可欠な「 女性の活躍」 を、 ３つの重点目標の一つとして明確に位置づけた。

○働く 場における女性の活躍を促進するためには、 男性の長時間労働などの働き方の見直し

が非常に重要であることから、「 男性中心型労働慣行の見直しとワーク・ ライフ・ バランス

の推進」 を基本的施策の一つに掲げた。

○基本的施策の「 具体的な取組の方向」 として、 新たに次の取組項目を盛り込んだ。

・「 企業・ 団体等における女性の活躍に向けた取組への支援」

「 女性の活躍促進宣言」 の募集や、 女性の活躍に積極的に取り組む企業を「 あいち

女性輝きカンパニー」 として認証することなど、 様々 な取組を進め、 企業等における

女性の活躍を促進する。

・「 多様な選択を可能にする教育の充実」

理系分野で活躍する女性の拡大を図るため、 理系女子進路選択シンポジウムを開催

する等により、 一人一人が主体的に進路を選択できるよう取組を推進する。

・「 性的少数者への理解促進」

男女共同参画や人権の観点から、 性的少数者への理解促進を図る。

○男女共同参画プランの取組の実効性を高めるため、「 管理的職業従事者に占める女性の割合」

を平成32年度までに20％（ 現況㉔12. 3％） とすることや「 女性（ 25～44歳） の労働力率」

を平成32年度までに73. 1％（ 現況㉖70. 1％） とすることを始めとする 40項目の数値目標

を設定した。 なお、 その実施状況は、 毎年度、 検証・ 公表する。

男女共同参画をめぐる現状と課題

本県のめざすべき姿

計画期間

計画の性格・ 位置づけ

計画の特徴
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計画の体系

重 点 目 標 基 本 的 施 策 （ 今後５年間で取り組む施策の方向）

男

女

共

同

参

画

社

会

の

実

現

Ⅰ 男女共同参画社会に向けての意識改革

固定的性別役割分担意識を解消し、子どもから大人に

いたるまで、あらゆる立場や世代の人々 に対して、男

女共同参画に関する認識や理解が深まるよう、意識改

革のための取組を進めていく 。

Ⅱ あらゆる分野における女性の活躍の

促進

男性中心型労働慣行を見直すとともに、 仕事と生活

の調和（ ワーク・ ライフ・ バランス） の推進や、 多

様な保育サービスの拡充、 女性の再就職を始めとす

る各種就業支援等に取り組み、 個人の置かれた状況

に応じて、 多様で柔軟な働き方ができる環境づく り

などを進め、 あらゆる分野における女性の活躍を促

進する。

Ⅲ 安心して暮らせる社会づく り

貧困、 ドメスティ ック・ バイオレンスなど様々 な困難

を抱える人々 や、 性的少数者などが、 その人権が尊重

され、 安全で安心して暮らせる社会をめざしていく 。

計画の推進

１ 男女共同参画の理解の促進

男女共同参画に関する広報・ 啓発の推進／男女共同参画に関する情報の収集・ 提供／男女共同参画の視点に立った

公的広報の推進／男女共同参画の視点に立った慣習・ 慣行の見直し／男女共同参画を推進する教育・ 学習の充実

固定的役割分担意識に反対する（「 どちらかといえ

ば反対」 を含む） 人の割合

40. 3％（ 26年度） ⇒ 50％（ 32年度）

県立高等学校におけるインターシップ等に参加し

た生徒数

11, 286人（ 26年度） ⇒ 18, 000人（ 32年度）

２ 子どもにとっての男女共同参画

子どもを対象とする広報・ 啓発の推進／家庭教育の支援／学校教育における教科・ 道徳・ 特別活動等での実践／

キャリア教育の推進／多様な選択を可能にする教育の充実／教職員等に対する男女共同参画の理解の促進

３ 政策・ 方針決定過程への女性の参画の拡大

県の審議会等委員への女性の登用推進／県の管理職などへの女性の登用推進／

企業・ 団体等における女性の活躍に向けた取組への支援／女性の人材育成・ 能力開発／

女性のネット ワーク形成の支援

県の審議会等に占める女性の割合

37. 99％（ 26年度） ⇒ 40％（ 32年度）

管理的職業従事者に占める女性の割合

12. 3％（ 24年度） ⇒ 20％（ 32年度）

女性の活躍促進宣言企業数

225社（ 27年度） ⇒ 1, 000社（ 32年度）

４ 様々 な分野における男女共同参画の推進

地域活動における男女共同参画の推進／防災分野における男女共同参画の推進／

環境活動、 観光まちづく り分野における男女共同参画の推進／

農林水産分野、 商工業分野における男女共同参画の推進／科学技術・ 学術分野における男女共同参画の推進

自治会長に占める女性の割合

4. 4％（ 26年度） ⇒ 10％（ 32年度）

消防団員に占める女性の割合

2. 5％（ 26年度） ⇒ 3. 75％（ 32年度）

経営に参画している若手女性農業者数

104人（ 27年度） ⇒ 200人（ 32年度）

５ 男性中心型労働慣行の見直しとワーク・ ライフ・ バランスの推進

働き方の見直しとワーク・ ライフ・ バランスの推進／職場における仕事と家庭生活の両立支援の取組／

男性が家庭・ 地域生活に参画しやすい環境づく りの推進／多様で柔軟な働き方の推進

年次有給休暇取得日数

8. 2日（ 26年度） ⇒ 10日（ 32年度）

６ 就業環境の整備

男女の均等な雇用機会と待遇の確保を図る法令・ 制度の周知／非正規労働者の雇用環境の整備の促進／

各種ハラスメント への対策の推進／保育所待機児童対策の推進／

多様なニーズに対応した保育サービスの量的拡充／放課後子ども総合プランの充実／介護支援の充実

女性（ 25～44歳） の労働力率

70. 1％（ 26年度） ⇒ 73. 1％（ 32年度）

保育所待機児童数

165人（ 27年度） ⇒ 解消（ 32年度）

病児・ 病後児保育の実施箇所数

60か所（ 26年度） ⇒ 86か所（ 31年度）

７ 女性への就業支援

女性の再就職支援／女性の起業への支援／女性医師等医療従事者に対する就業支援／介護分野への就業支援／

モノづく り分野への就業支援

あいち子育て女性再就職サポート センターの相談

等件数

391件/年度（ 26年度）⇒ 600件/年度（ 32年度）

８ 人権の尊重と様々 な困難を抱える人々 への支援

人権教育・ 啓発の推進／性的少数者への理解促進／複合的に困難な状況に置かれている人々 への支援／

母子・ 父子世帯の自立した生活に対する支援／高齢者の自立した生活に対する支援／

外国人の自立した生活に対する支援

母子・ 父子自立支援プログラムを策定する市の数

15市（ 25年度） ⇒ 全市（ 31年度）

９ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

ＤＶ理解のための広報・ 啓発の推進／ＤＶ被害者支援体制の充実／

性犯罪、 売買春、 人身取引、 スト ーカー行為などへの対策の推進／セクシュアルハラスメント への対策の推進

ＤＶに関する相談窓口の認知度

67. 6％（ 26年度） ⇒ 80％（ 32年度）

10 生涯を通じた健康づく りの支援

性差を踏まえた健康づく りの支援／性感染症対策や性教育の推進／安心・ 安全な妊娠・ 出産への支援／

不妊治療対策の推進／子宮頸がん・ 乳がん検診の普及啓発／メンタルヘルス相談の充実

健康寿命

男性71. 65年（ 25年） ⇒ 75年以上（ 34年）

女性74. 65年（ 25年） ⇒ 80年以上（ 34年）

１ 推進体制の整備・ 充実

県における推進体制／市町村推進体制への支援／大学、 企業、 ＮＰＯ、 地域団体等との連携・ 協働の推進／働く 場における女性の活躍の推進／

計画の進行管理

２ ウィ ルあいちを拠点とする推進

男女共同参画に関する知識や意識の普及／相談体制の充実／多様な主体との連携・ 協働・ ネット ワークづく り

主な数値目標
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第１０回男女共同参画フェスティバルについて（案） 

 

１ フェスティバルの概要                                    

 ○目 的 

   田原市男女共同参画推進プランの目標「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」の実現

を目指すための啓発イベント。市民活動団体が活動の発表をしたり、団体同士・団体と一般

市民同士が交流したりすることによって、自分らしく活動する人と人とのネットワークを広

げる。また、男女共同参画に関係する映画の上映や学習パネルを展示し、来場者への意識啓

発を図る。 

 ○主 催  田原市男女共同参画推進懇話会 

 ○日 時  平成２９年８月２７日（日）平成２９年８月２７日（日）平成２９年８月２７日（日）平成２９年８月２７日（日）  

○場 所  田原文化会館 

○内 容  映画上映会、市民活動団体の出展等 

 

２ フェスティバルの運営手法等確認事項（※予算成立前のため、現時点での予定）                       

（１） 運営体制について 

○懇話会にフェスティバル運営部会を設置する。 

①  懇話会委員の中から部会メンバーを選定し、部会長、副部会長を選出する。 

②  企画、準備を運営部会で行い、当日運営は懇話会委員全員で行う。 

③  フェスティバル開催までに４回程度の運営部会を開催する。 

○部会メンバーの選定（メンバー改選のため、平成２９年度第１回目の懇話会で決定） 

 

（２）映画作品の決定 

○平成２９年度第１回目の懇話会で決定（懇話会委員からの作品提案を受ける） 

 ※映画上映時間帯は、午前とする。 

 

（３）懇話会出展内容の検討 

○フェスティバル運営部会を中心に準備 

 

（４）内容の改良・工夫 

○フェスティバルの開催趣旨である『男女共同参画社会の推進』のための啓発部分をパネル展 

示やブース設置などにより、来場者に伝わる内容を検討する。 

 

（５）平成２９年度の「しみんのひろば」と同時開催 

 ○田原市のイベント適正化ガイドラインにもたれ、市民活動団体交流会「しみんのひろば」を 

同日開催する。 

 ※「しみんのひろば」は、市民提案型委託事業（テーマ提示型）で公募する。 

 

資料 ４  



2 

 

＜参考＞これまでのフェスティバル （会場は田原文化会館）                     

■第９回：平成２８年８月２８日（日）10:00～15:00 

 （午前）映画（午前）映画（午前）映画（午前）映画「奇跡のリンゴ」上映  ※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介 

 （午後）市民活動団体の活動発表 

（終日）市民活動団体による出展（パネル展示、ワークショップ、フリーマーケット等） 

 

■第８回：平成２７年８月２４日（日）10:00～16:00 

 （午前）映画（午前）映画（午前）映画（午前）映画「ぼくたちの家族」上映  ※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介※オープニングにて団体紹介 

 （午後）市民活動団体の活動発表 

（終日）市民活動団体による出展（パネル展示、ワークショップ等） 

 

■第７回：平成２６年８月２４日（日）10:00～16:00   

 （午前）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 （午後）映画「そして父になる」上映 

 

■第６回：平成２５年８月２５日（日）10:00～16:00   

 （午前）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 （午後）映画「幸福な食卓」上映＆監督トークショー 

      映画監督 小松隆志さん× 映画評論家 高野史枝さん 

 

■第５回：平成２４年８月２６日（日）10:00～16:00   

 （午前）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 （午後）映画「６０歳のラブレター」上映 

 

■第４回：平成２３年８月２８日（日）10:00～16:00   

 （午前）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 （午後）映画「フラワーズ」上映 

 

■第３回：平成２２年９月１１日（日）10:00～15:30   

 （終日）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 同時開催 あいち国際女性映画祭「プリンセス・マヤ」上映 

      映画監督 テレサ・ファビク氏 講演 

 

■第２回：平成２１年９月５日（土）10:00～16:00   

 （終日）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 同時開催 あいち国際女性映画祭「飛べ、ペンギン」上映 

      プロデューサー ナム・ギュソン氏 講演 

 

■第１回：平成２０年９月６日（土）10:00～16:00   

 （午前）市民活動団体による出展（パネル展示、ステージ発表、ワークショップ等） 

 同時開催 あいち国際女性映画祭「ティラミス」上映 

      映画監督 パウラ・ヴァンデルウスト氏 講演 



 



                        

 

 

 は じ め に                          

 

 本市では、「田原市男女共同参画推進プラン」を平成 19 年 3 月に策定し、「みんなが

自分らしく輝けるまち・たはら」を目標都市イメージとし、行政・市民・学校・地域・

事業所・各種団体などが一体となって、男女共同参画の推進に向けた取り組みを行っ

てきました。 

近年、少子高齢化の進行や人口減少社会の到来、不安定な世界経済や頻発する自然

災害など、私たちを取り巻く社会情勢は大きく変化しています。 

こうした中、私たちの暮らし方や人と人との絆づくりについて、人々の関心が高ま

っているとともに、社会における女性の活躍、あらゆる世代での男女の理解と協力が、

ますます重要なテーマとなっています。  

 このたび、「田原市男女共同参画推進プラン」の計画期間が終了するにあたり、社会

情勢の変化や新しい課題に対応するため、これまでの取り組み成果や田原市の現状、

国・県の動向を踏まえ「田原市男女共同参画プランⅡ」を策定しました。 

 男女がお互いを尊重し、誰もが暮らしやすい社会の実現を目指すためには、私たち

がそれぞれの立場と役割を理解し、この改訂プランを着実に推進していくことが必要

となります。市民の皆さまのより一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 最後になりましたが、このプランの策定にあたり、アンケートやパブリックコメン

トの実施により貴重なご意見やご提案をお寄せいただいた市民の皆様をはじめ、多数

のご意見を賜りました田原市男女共同参画推進懇話会の委員の皆様、関係者の皆様に

厚くお礼申し上げます。 

 

平成２９年３月 

田原市長 山下 政良 
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 第１章 計画の背景 第１章 計画の背景 第１章 計画の背景 第１章 計画の背景                                                                                    

    

    

第１項 男女共同参画社会の動向         第１項 男女共同参画社会の動向         第１項 男女共同参画社会の動向         第１項 男女共同参画社会の動向             

■第１節 世界の動き■第１節 世界の動き■第１節 世界の動き■第１節 世界の動き 

国連は、「平等・開発・平和」を目標に

1975 年（昭和 50 年）を「国際婦人年」、

続く 10 年を「国連婦人の 10 年」と定め、

女性差別をなくし男女平等を確立する国際

的な取り組みが前進しました。 

 1980 年（昭和 55 年）のコペンハーゲン

会議では、「女子に対するあらゆる形態の

差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条

約）」の署名式が行われました。この条約

では、「機会の平等」だけではなく、「事実

上の平等」を求め、実際に差別がある場合

は、その解消のために暫定的に差別を受け

ている女性を優遇してもいい（「暫定的特

別措置」）としています。また、個人の関

係まで踏み込んだ差別を禁止し、目標は、

「男は仕事、女は家庭」と性別によって固

定的な役割を決めるのではなく、男女とも

「男らしさ」「女らしさ」にとらわれず、「自

分らしく」生きることとしています。 

 1985 年（昭和 60 年）のナイロビ会議で

は、「国連婦人の 10年」の間の成果を受け

て、2000 年までを目標に各国が女性差別 

撤廃に向けた効果的取り組みを行う上での

ガイドラインである「ナイロビ将来戦略」

が採択されました。 

 さらに、国連は、1993 年（平成 5年）に「女

女性に対する暴力の撤廃に関する宣言」を採 

択し、ドメスティック・バイオレンス※1 や

セクシュアル・ハラスメント※2 など、女性

に対するあらゆる暴力の根絶を宣言しまし

た。ま 

た、同年の世界人権会議で「女性の権利は 

人権である」ことが確認されました。 

 1994 年（平成 6 年）の国際人口開発会

議では、「リプロダクティブ・ヘルス／ラ

イツ（性と生殖に関する健康／権利）」※3

という考えが打ち出され、自分の身体や性

について知識を得て自己決定できることは

女性の権利とされました。 

 1995 年（平成 7年）の北京会議の「北 

京宣言及び行動綱領」では、女性が力をもっ

た存在になること（エンパワーメント※4）

の促進が提示されています。 

 2000 年（平成 12 年）にニューヨークで

開催された「女性 2000 年会議」では、北

京会議以降の実施状況について評価・検討

が行われ、成果文書が採択されました。 

さらに 2005 年（平成 17 年）には、第 49

回国連婦人の地位委員会「北京＋10」で「北

京宣言及び行動綱領」及び「女性 2000 年 

会議成果文書」を再確認し、これらの完全

実施に向けた一層の取り組みを国際社会に



                        

 

求める「宣言」等がなされました。 

2010 年（平成 22 年）には、「北京＋ 

15」記念会合にて、「北京宣言及び行動綱

領」及び「女性 2000 年会議成果文書」の

実施状況の評価が行われました。 

2011 年（平成 23 年）には、ジェンダー

※5平等と女性のエンパワーメントのための 

 

国連機関「ＵＮ Ｗomen」が発足し、女性

と女児のニーズに応えるための仕事を前進

させています。 

また、2012 年（平成 24年）には、第 56

回国連婦人の地位委員会にて、「自然災害

におけるジェンダー平等と女性のエンパ

ワーメント」決議案が採択されました。 

 

■第２節 国内の動き■第２節 国内の動き■第２節 国内の動き■第２節 国内の動き 

我が国は、国連を中心とした世界の女性

の地位向上の取り組みと軌を一にして、男

女共同参画社会の実現に向けた取り組みを

着実に行ってきました。 

 国際婦人年を契機に1975年（昭和50年）

に設置した総理府（現在の内閣府）の「婦

人問題企画推進本部」は、国際婦人年及び

世界行動計画の趣旨に沿い、1977 年（昭

和 52 年）に国内行動計画を策定し、それ

以降、こうした計画に沿って施策の推進を

図ってきました。 

 1985 年（昭和 60 年）には、男女雇用機

会均等法の制定や民法、国籍法の改正など

を経て、女子差別撤廃条約を批准していま

す。 

そうした中、国内外の女性の人権確立

に向けた動きと社会情勢の変化を受け、

1999 年（平成 11 年）「男女共同参画社会

基本法」が公布・施行されました。同法に

ついては、男女共同参画社会の実現を 21

世紀の日本社会を決定する最重要課題と位

置付け、基本理念、国・地方公共団体・国

民の責務を男女共同参画社会の形成の促進

に関する基本的な事項等として規定してい

ます。 

   2000年（平成12年）には、同法に基づき、

「男女共同参画基本計画」が策定され、あ

らゆる社会制度へ男女共同参画の視点を反

映させるため、総合的な施策の推進が図ら

れました。 

2005 年（平成 17 年）には、同計画を見

直し、さらに推進を強化する第2次の計画

が策定、2010 年（平成 22 年）には、「第

３次男女共同参画基本計画」が策定され

ました。 

2015 年（平成 27 年）12 月 25 日には、

男性中心型労働慣行等の変革やあらゆる

分野における女性の活躍などに視点をお

いた「第 4 次男女共同参画基本計画」が

閣議決定され、男女共同参画社会の実現

に向けての取り組みが進められています。 

2007 年（平成19年）には、改正「男女

雇用機会均等法」が施行され、少子高齢社

会にあたり、労働者が性別により差別され

ることなく、また、母性を尊重されつつ、

能力を発揮できる職場環境の整備にさらに

重点がおかれました。 

その後、改正「国籍法」、改正「配偶者



                        

 

からの暴力の防止及び被害者の保護に関す

る法律（ＤＶ法）」が施行（2008年（平成

20 年））、改正「育児・介護休業法」（2009

年（平成 21 年））が施行されました。 

さらに、女性の採用・登用・能力開発

等のための事業主行動計画の策定を事業

主に義務付ける「女性の職業生活におけ

る活躍の推進に関する法律（女性活躍推

進法）」が平成 27 年 8 月に成立し、社会

全体で女性の活躍に向けた動きが拡大し

てきました。 

 また、愛知県でも、「国連婦人の十年」

と軌を一にし、1976 年（昭和51年）の青

少年婦人室の発足とともに、総合的な推進

体制が整えられました。 

そして、1989 年（平成元年）に「あい

ち女性プラン」、それ以降、「あいち男女

共同参画2000 年プラン」「あいち男女共同

参画プラン21～個性が輝く社会をめざし 

て～」「あいち男女共同参画プラン 2011- 

2015」が策定され、総合的かつ計画的な推

進が続けられています。 

1979 年（昭和54年）には婦人国際交流

事業、1982 年（昭和57年）から地域の実

践活動を通じて女性問題のリーダーを養成

するなどの人材育成事業、1984年（昭和59

年）には女性（婦人）地域活動者表彰制

度事業、さらに1987 年（昭和62年）から

1989 年（平成元年）には女性グループ活

動交流事業が実施され、地域活動・社会参

画の促進に努められています。 

啓発・情報提供の取り組みとしては、

「あいち女性のつどい（1976 年（昭和 51

年）から毎年）」、名古屋市と共催での「女

性週間記念フォーラム（平成3年から8年

まで）」、あいち男女共同参画推進市町村サ

ミット（平成10年）が開催されるとともに、

1977 年（昭和 52 年）からは機関誌、啓発

研究誌が発行されています。 

1996 年（平成 8年）には、プランの目

標を県民と協力して実現するための拠点と

して、ウィルあいちが開館しました。 

2002 年（平成 14 年）には、「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護に関する

法律」（ＤＶ防止法）が全面施行されたこ

とに伴い、愛知県女性相談センターが「配

偶者暴力相談支援センター」としての機能

を果たすこととなりました。そして、男女

共同参画を全庁的な取り組みとして推進す

る根拠となる「愛知県男女共同参画推進条

例」が制定され、プランと条例を両輪とし

て、県を挙げて積極的に取り組むとともに、

市町村や民間団体等地域における施策の推

進に重点をおいて総合的な展開が図られて

います。 

 

 

 

 

 

 

 



                        

 

■第３節 田原市の現状■第３節 田原市の現状■第３節 田原市の現状■第３節 田原市の現状 

田原市の女性の就業率は 62.7％の水準

にあり、全国・愛知県や周辺都市・類似都

市と比較しても高い就業率となっていま

す。ここ 5年間の傾向は、横ばいで推移し

ています。 

女性就業者の産業別構成を都市比較する

と、田原市は第 1次産業の割合が他都市に

比べて際立って高いことが特色となってい

ます。農業生産が活発であるため、農業が

主要な女性就労の場となっており、家族経

営協定※6の締結を推進しています。 

また、男女共同参画に関する市民アン 

ケート調査（平成28年7月実施）の結果 

では、「男女共同参画の認知度」の設問には、

「知らなかった」が 27.7％、「男女共同参 

画社会という言葉は聞いたことがあった」 

が 33.1％で、「内容を含め詳しく知ってい 

た」、「だいたい知っていた」を合わせると

36.7％でした。特に 20代、30 代で「知ら 

なかった」と回答した人の割合が増加して 

おり、若い世代の男女共同参画への意識は 

低い傾向にあります。 

「男女共同参画の推進のために必要なこ

と」という設問には、「高齢者や病人の施設・

介護サービスの充実」の割合が 33.6％と最も

高く、他の項目に突出して高くなっています。

次いで「保育サービスの一層の充実（低年齢

児保育、病児・病後児保育等）「男性の家事、

子育て、介護、地域活動への参加」の順とな

っています。 

以上のアンケート結果などから、田原市 

では男女共同参画の推進のために、次の３ 

項目を積極的に推進していくことが必要で

あると考えています。 

 

 

【積極的推進項目】 

（１）あらゆる世代への男女共同参画の啓発 

（２）介護分野での意識改革、支援の充実 

（３）子育て分野での意識改革、支援の充実 



                        

 

第２項 男女共同参画施策推進の要請       第２項 男女共同参画施策推進の要請       第２項 男女共同参画施策推進の要請       第２項 男女共同参画施策推進の要請        

■第１節 国・県の計画等■第１節 国・県の計画等■第１節 国・県の計画等■第１節 国・県の計画等    

 

 国においては、2005 年（平成 17 年）12

月に、「男女共同参画基本計画（第２次）」、

2010 年（平成 22年）12月には「第３次男

女共同参画基本計画」が策定され、2015

年（平成 27 年）12月には「第４次男女共

同参画基本計画」が閣議決定されました。       

第４次基本計画の主な内容は次のとおり

です。 

また、愛知県においては、県民の意見を

反映した愛知県男女共同参画懇話会の提言

を踏まえて、2001 年（平成13年）3月に「あ

いち男女共同参画プラン 21～個性が輝く

社会をめざして～」が策定され、2006 年 

（平成 18年）10月、2011 年（平成 23 年）

3 月に計画を改訂し、さらに、「あいち男

女共同参画プラン 2020」が策定され、新

たな計画によって男女共同参画が推進さ

れています。    

こうした国、県の計画や「男女共同

参画社会基本法」及び「愛知県男女共

同参画推進条例」に基づいて、男女共

同参画社会を実現するために、市町

村・企業・各団体が、お互いに協力し

て男女共同参画について取り組んでい

くことや、一人ひとりの理解と実践が

求められています。 

 

 

 

第４次男女共同参画基本計画 第４次男女共同参画基本計画 第４次男女共同参画基本計画 第４次男女共同参画基本計画 

① ＜男女共同参画社会として目指すべき社会＞＜男女共同参画社会として目指すべき社会＞＜男女共同参画社会として目指すべき社会＞＜男女共同参画社会として目指すべき社会＞

① 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十個性と能力を十個性と能力を十個性と能力を十

分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力分に発揮できる、多様性に富んだ豊かで活力

ある社会ある社会ある社会ある社会 

②男女の人権が尊重人権が尊重人権が尊重人権が尊重され、尊厳を持って個人が生

きることのできる社会③男性中心型労働慣行男性中心型労働慣行男性中心型労働慣行男性中心型労働慣行

※等の変革※等の変革※等の変革※等の変革等を通じ、仕事と生活の調和仕事と生活の調和仕事と生活の調和仕事と生活の調和が図ら

れ、男女が共に充実した職業生活その他の社会

生活及び家庭生活を送ることができる社会④

男女共同参画を我が国における最重要課題と

して位置づけ、国際的な評価国際的な評価国際的な評価国際的な評価を得られる社会 

＜基本計画において改めて強調している視点＞ ＜基本計画において改めて強調している視点＞ ＜基本計画において改めて強調している視点＞ ＜基本計画において改めて強調している視点＞ 

①女性の活躍推進のためにも男性の働き方・暮ら

し方の見直しが欠かせないことから、男性中心男性中心男性中心男性中心

型労働慣行等を変革型労働慣行等を変革型労働慣行等を変革型労働慣行等を変革し、職場・地域・家庭等あ

らゆる場面における施策を充実 

② あらゆる分野における女性の参画拡大あらゆる分野における女性の参画拡大あらゆる分野における女性の参画拡大あらゆる分野における女性の参画拡大に向け

た、女性活躍推進法の着実な施行やポジティ

ブ・アクションの実行等による女性採用・登用女性採用・登用女性採用・登用女性採用・登用

の推進、加えて将来指導的地位へ成長していく将来指導的地位へ成長していく将来指導的地位へ成長していく将来指導的地位へ成長していく

人材の層を厚くする人材の層を厚くする人材の層を厚くする人材の層を厚くするための取組の推進 

③ 困難な状況に置かれている女性困難な状況に置かれている女性困難な状況に置かれている女性困難な状況に置かれている女性の実情に応じ

たきめ細かな支援等による女性が安心して暮

らせるための環境整備 

④ 東日本大震災の経験と教訓を踏まえ、男女共同

参画の視点からの防災・復興対策・ノウハウを

施策に活用 

⑤ 女性に対する暴力の状況の多様化に対応しつ

つ、女性に対する暴力の根絶に向けた取組を強女性に対する暴力の根絶に向けた取組を強女性に対する暴力の根絶に向けた取組を強女性に対する暴力の根絶に向けた取組を強

化化化化 

⑥ 国際的な規範・基準の尊重国際的な規範・基準の尊重国際的な規範・基準の尊重国際的な規範・基準の尊重に努めるとともに、

国際社会への積極的な貢献、我が国の存在感及

び評価の向上 

⑦ 地域の実情を踏まえた主体的な取組が展開さ

れるための地域における推進体制の強化地域における推進体制の強化地域における推進体制の強化地域における推進体制の強化 

（注）勤続年数を重視しがちな年功的な処遇の下、長時間

勤務や転勤が当然とされている男性中心の働き方等を前

提とする労働慣行。 

あいち男女共同参画プラン 2020 あいち男女共同参画プラン 2020 あいち男女共同参画プラン 2020 あいち男女共同参画プラン 2020 

＜重点目標＞ ＜重点目標＞ ＜重点目標＞ ＜重点目標＞ 

① 男女共同参画社会に向けての意識改革 

② あらゆる分野における女性の活躍の促進 

③ 安心して暮らせる社会づくり 



                        

 

■第２節 田原市の取り組み■第２節 田原市の取り組み■第２節 田原市の取り組み■第２節 田原市の取り組み    

 

田原市においては、1996 年（平成 8 年）

8月から 2000 年（平成 12 年）3月までの間、

「田原町まちづくり女性会議」が設置され、

生涯学習人材データファイルの作成、リサ

イクル促進モデル事業･学童保育等の設置

への取り組みが行われました。 

また、2000 年（平成 12年）9月には、 

女性の発想を生かした活動を通し、行政及

び地域のまちづくりに参画できる人材の育

成を図る目的で「たはら女性倶楽部」が設

置され、2002 年（平成 14 年）3月まで先 

進地視察・セミナー・会報の作成等の様々

な活動が行われました。現在、そうした団

体に参加した女性により自主的に地域づく

り活動が行われています。 

 2004 年（平成 16 年）2 月（渥美地区：

2006 年（平成 18 年）1月）、2008 年（平 

成 20 年）9 月、2011 年（平成 23 年）10 月

及び 2016 年（平成 28 年）には、男女共同

参画社会に対する認識・意向等を把握し、

市民の意見を計画に反映させることを目的

に、市が男女共同参画に関する市民アンケ

ート調査を実施しました。 

2005 年（平成 17 年）5月からは、男女共 

同参画社会について関心や理解を深めても

らうため、「広報たはら」に男女共同参画の

コーナーをつくり、市民に情報をお届けし

ています。  

2006 年（平成 18 年）2月には、男女共同 

参画に関する施策をより一層推進していく

ため、田原市男女共同参画推進検討会議を 

設置し、市の計画の策定に向け体制づくり

を進めました。 

そして、田原市の現状に即した計画とな

るよう検討を重ね、2007 年（平成 19 年）に

「田原市男女共同参画推進プラン」を策定

するに至りました。 

2007 年（平成 19 年）7月には、第１回田 

原市男女共同参画推進懇話会を開催し、市

内の男女共同参画社会の推進を目指し、地

域、福祉・医療、教育、産業等の各分野か

らの委員が意見交換を行っています。 

2008 年（平成 20年）からは、啓発事業と

して、懇話会が主催となって、市民活動団

体の出展・交流会や、女性の生き方等をテ

ーマとした映画上映会等を行う男女共同参

画フェスティバル（年１回）を開催し、市

民への啓発に取り組んできました。 

現在も、この懇話会を核として「田原市

男女共同参画推進プラン」の施策について

の進み具合を確認しながら、男女共同参画

の推進に取り組んでいます。 

なお、女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）

第 15 条に基づき、2016 年（平成 28 年）4

月に「田原市における女性職員の活躍の推

進に関する特定事業主行動計画」を策定し

ました。その中で重点課題として掲げた課

題に対し、数値目標を掲げ、女性職員の活

躍を推進するための取組を実施することと

しています。



 

 

第２章 基本方針第２章 基本方針第２章 基本方針第２章 基本方針                                                                                            

 

第１項 計画の内容              第１項 計画の内容              第１項 計画の内容              第１項 計画の内容                  

■第１節 計画の趣旨■第１節 計画の趣旨■第１節 計画の趣旨■第１節 計画の趣旨 

人口減少社会の到来、グローバル化及び情報化の急激な進展など社会経済構造が急速

に変化するとともに、個人の価値観やライフサイクルの多様化など社会生活環境も大き

く変わってきています。 

そうした中、我が国では、男女が性別にかかわりなくその個性と能力を十分に発揮で

きる社会の実現が強く求められるようになり、平成 11 年に「男女共同参画社会基本法」

が成立し、男女共同参画社会の実現が21世紀の日本の最重要課題と位置付けられました。

この法律に基づき、翌年の平成 12 年 12 月には第 1 次の男女共同参画基本計画、平成 17

年 12 月に第 2次の基本計画、平成 22 年 12 月に第 3次の基本計画、そして平成 27 年 12

月に第 4 次の基本計画が策定され、着実に男女共同参画社会の実現のための具体的な施

策の推進が図られています。 

 男女共同参画社会基本法では、国の計画の策定のほかに、地方自治体にも男女共同参

画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画を定めることを求めています。 

 田原市は、平成 15 年 8 月に田原町と赤羽根町が合併して誕生し、平成 17 年 10 月の渥

美町との合併により、新たなスタートを切り、これを契機に、男女共同参画推進プラン

を平成 19年 3 月に策定し、平成 25 年 3月に一部見直しを行いました。 

今回、計画期間が終了するにあたり、社会情勢の変化や新しい課題に対応するため、

これまでの取り組み成果や田原市の現状、国・県の動向を踏まえ「田原市男女共同参画

プランⅡ」を策定しました。 

 

■第２節 計画の構成■第２節 計画の構成■第２節 計画の構成■第２節 計画の構成 

この計画は、総合的かつ計画的に講ずるべき男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の大綱として、本章において本計画の性格、計画期間、目標都市イメージ及び実現

のための 4 つの推進目標を、第 3 章において市民等の役割と市の推進施策を示し、第 4

章において今後の推進体制について記述しました。

 

    



 

 

■第３節 計画の性格■第３節 計画の性格■第３節 計画の性格■第３節 計画の性格    

この計画は、市民・学校・地域・事業所・

各種団体・行政等が目標都市イメージを実

現するための各主体の役割や市の推進施策

を記載しています。 

 また、この計画は、男女共同参画社会基

本法第 14条第 3項に基づき、田原市におけ

る男女共同参画社会の実現を目指したプラ

ンで、上位計画である国の「第 4次男女共

同参画基本計画」、県の「あいち男女共同 

参画プラン 2020～すべての人が輝き、多様

性に富んだ活力ある社会をめざして～」の

方向性に配慮して策定しています。 

また、市の最上位計画である田原市総合

計画（平成 25 年 3 月改定）において、男女

共同参画社会の推進は、「みんなでつくる

美しいまち」をテーマに掲げる市民環境分

野の施策として位置付けられています。 

さらに、本プランは、「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律」第６条

に基づく市町村推進計画として位置づける

とともに、プランの一部は、「配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護等に関する

法律」第２条の３第３項に基づく市町村計

画として位置づけます。 

なお、プランの策定に当たっては、より

幅広い市民からの意識を把握するため、「市

民意識調査」を実施するとともに、市民の

参加する「田原市男女共同参画推進懇話会」

等の意見を反映することに努めました。 

 

 

（12/20 の写真）

 

 

 

 

 

■第４節 計画の期間■第４節 計画の期間■第４節 計画の期間■第４節 計画の期間    

 この計画の期間は、平成 29 年度から平成 38年度までの 10 年間とします。 
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第 29 回懇話会の様子（田原市役所） 



 

 

第２項 目標都市イメージ             第２項 目標都市イメージ             第２項 目標都市イメージ             第２項 目標都市イメージ             

「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」「みんなが自分らしく輝けるまち・たはら」

男女共同参画社会基本法は、男女が、社

会の対等な構成員として、自らの意思によっ

て社会のあらゆる分野における活動に参画

する機会が確保され、もって男女が均等に

政治的、経済的、社会的及び文化的利益を

享受することができ、かつ、共に責任を担

うべき社会となることを目標としています。 

 さらに、田原市総合計画（市民環境分野）

においては、男女共同参画社会の推進等に

より、「みんなでつくる美しいまち」を実 

現しようとしています。    

 そして、この計画では、それらの実現の

ために「みんなが自分らしく輝けるまち・

たはら」を目標都市イメージとし、市民す

べてが男女共同参画の十分な理解と意識を

持ち、男女に関係なく、あらゆる社会的な

活動に意欲をもって活動することができる

魅力的なまちとなり、男女がお互いに人権

を尊重し、自分らしく輝けるまちとなるこ

とを目指しています。

    

第３項 実現のための推進目標          第３項 実現のための推進目標          第３項 実現のための推進目標          第３項 実現のための推進目標           

 目標都市イメージの実現を目指し、推進目標を次のとおりとします。この推進目標を達成す 

るため、第３章で具体的な取り組みを掲げます。 

    

 

 

  

◇推進目標１◇推進目標１◇推進目標１◇推進目標１    

人権尊重と 人権尊重と 人権尊重と 人権尊重と 

男女平等の意識づくり 男女平等の意識づくり 男女平等の意識づくり 男女平等の意識づくり 

    

男女が互いの人権を尊重する環境づくり 

を行うとともに、市民の男女共同参画に対 

する理解や意識の向上を目指します。 

◇推進目標２ ◇推進目標２ ◇推進目標２ ◇推進目標２ 

誰もが参画のまちづくり 誰もが参画のまちづくり 誰もが参画のまちづくり 誰もが参画のまちづくり 

 政策・方針決定過程や防災・環境共生・

地域づくり・国際交流・多文化共生等のあら

ゆる分野において女性の参画を促進し、男女

が共に活躍しやすい環境となることを目指

します。 

◇推進目標３ ◇推進目標３ ◇推進目標３ ◇推進目標３ 

生涯安心の暮らしづくり 生涯安心の暮らしづくり 生涯安心の暮らしづくり 生涯安心の暮らしづくり 

 生涯にわたる心身の安心安全及び健康と 

生活の充実をサポートし、男女が共に生き 

生きと安心して暮らせる社会を目指します。 

◇推進目標４ ◇推進目標４ ◇推進目標４ ◇推進目標４ 

働きやすい場づくり 働きやすい場づくり 働きやすい場づくり 働きやすい場づくり 

職場での性差別を解消するとともに、男 

女が共に仕事と家庭を両立できるような環境

となることを目指します。 
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体系図見開き１ページ 

  



 

 

 

  



 

 

 第３章 推進目標を  第３章 推進目標を  第３章 推進目標を  第３章 推進目標を 

達成するための取り組み  達成するための取り組み  達成するための取り組み  達成するための取り組み  

    

第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり     第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり     第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり     第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり         

 （趣旨）（趣旨）（趣旨）（趣旨）    

男女が共に人権を尊重し、性別にとらわれず、その個性や能力を十分に発揮できる

ような社会の実現が必要です。そのために、女性や子どもに対する暴力をなくし、自

分を大切にし、男女がお互いの人権を尊重できるような環境づくりを目指します。 

また、市民が社会的性別に関わる問題に気づき、それにとらわれた慣習・慣行を変

えていくよう、男女共同参画に対する理解・意識の向上を目指します。特に、子ども

や若者への意識啓発を充実させ、男女共同参画社会の裾野拡大を図ります。 

 

 

■第１節 男女の人権の尊重■第１節 男女の人権の尊重■第１節 男女の人権の尊重■第１節 男女の人権の尊重  

21 世紀を迎えた現在でも、人々の意見や行動、社会の慣行の中にはいまだに女性に対する差

別や偏見が残されています。特に、「男は仕事、女は家庭」に代表されるような固定的な男女の

役割分担意識が、男女が同じく人権を尊重される男女共同参画社会の実現の大きな妨げとなって

います。また、市民アンケート調査によると、実際にセクシュアル・ハラスメントなどの性別に

起因する人権侵害を経験したことがある人がいることがわかっています。 

女性に関する様々な権利※7について、広く啓発を行うなどして、自分を大切にし、男女がお互

いの人権を尊重することにより、あらゆる暴力※8をなくし、男女が手を携えて共に生活を送るこ

とができる環境づくりが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）男女の人権に対する啓発活動の充実（１）男女の人権に対する啓発活動の充実（１）男女の人権に対する啓発活動の充実（１）男女の人権に対する啓発活動の充実 

男女の人権が尊重され、男女がよきパートナーとして、お互いの能力と個性を発揮しあ 

う男女共同参画社会の実現を目指し、啓発活動を実施します。 

事業名 事業の概要 

男女共同参画関連講座等

の開催・支援 

男女共同参画に関する講座・講演会等を開催・支援する。 

人権に対する啓発活動 

「人権週間」の広報啓発、小中高等学校訪問、啓発物品の配布等

を実施する。 

人権に対する広報啓発 広報「たはら」へ男女の人権に対する情報を掲載する。 

    

（２）女性や（２）女性や（２）女性や（２）女性や家庭の問題家庭の問題家庭の問題家庭の問題、子どもに対する、子どもに対する、子どもに対する、子どもに対する虐待等の虐待等の虐待等の虐待等の相談体制の充実 相談体制の充実 相談体制の充実 相談体制の充実 

女性や家庭の問題に対し、各種専門機関と連携しながら、相談しやすい体制を整え、問題の

早期解決、再発防止、援助体制の強化に努めます。また、子どもに対する虐待の防止を進める

とともに、虐待にあった子どもの心身のケア等、救済についても各種関係機関等と連携し対応

していきます。 

事業名 事業の概要 

家庭相談事業 

家庭における人間関係及び児童の養育等の相談対応を図るとともに、

要保護児童及び要支援家庭の見守り、訪問活動を実施する。 

児童虐待防止事業 

・妊娠・出産・育児等で困っている家庭を把握し、必要な支援が開始

できるような相談・支援対応をおこなう。 

・児童虐待の通告・相談への対応や関係機関の連携と役割分担を充実

し、児童虐待の早期発見と必要な支援、市民啓発を実施する。 

心配ごと相談所開設 

行政相談、法律相談、家庭相談、女性相談、母子相談、障がい者相談、

人権相談等を実施する。 

 

    

    

    

    



 

 

２.各主体の役割２.各主体の役割２.各主体の役割２.各主体の役割    

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 男女がよきパートナーとしてお互いの人権を尊重しましょう。 

・ 女性や子どもに対するあらゆる暴力に関心を持ち、暴力の無い快適な生活環境づくり

を目指しましょう。 

・ 人権侵害や暴力の被害にあったときは、悩まず相談しましょう。 

・ あらゆる暴力から身を守る方法を身につけましょう。 

・ 虐待を受けている（疑い含む）児童を発見したときは、速やかに市又は児童相談セン

ターに通告しなければなりません。 

 

②②②② 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 

・ 男女がお互いの人権を尊重できるような職場環境づくりに努めましょう。 

・ セクシュアル・ハラスメント防止対策の推進、相談体制の支援を進めましょう。 

・ 虐待を受けている（疑い含む）児童を発見したときは、速やかに市又は児童相談セン

ターに通告しなければなりません。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 男女共同参画に関する各種啓発や情報提供、人権問題についての相談受付等を行います。 

・ 男女共同参画に関する学習の機会を提供する。 

  



 

 

■第２節 男女共同参画教育・啓発の充実 ■第２節 男女共同参画教育・啓発の充実 ■第２節 男女共同参画教育・啓発の充実 ■第２節 男女共同参画教育・啓発の充実 

男女共同参画社会を実現するには、市民アンケート調査で特に男女共同参画の認知度が低

かった若年層を始め、すべての市民が男女共同参画についての認識を持つことが必要です。そ

のために、家庭・学校・地域・職場等の社会のあらゆる場における教育・学習の果たす役割は

重要です。特に、家庭では親の意識が直接子どもに影響することから、性別にとらわれること

なく、子どもの個性を大切にする考え方の定着が必要です。学校では、一人ひとりの個性や能

力を伸ばすとともに、男女が共に、自らの生き方などを考え、固定的な役割分担にとらわれず、

主体的に将来を選択できるような男女平等の意識をはぐくむ教育を実践することが重要です。 

また、以下のように男女共同参画に関する市民の意識をしっかり把握し、効果的に意識改革

をする必要があります。 

○認知度が低い若年層を対象とする啓発や、若年層の参加にも配慮した各種講座や学習機

会の充実。 

○市民アンケートで男性が優遇されているとされる「社会通念・慣習・しきたりなど」「家

庭生活の場」「職場」の分野への重点的な啓発。    

    

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）家庭・地域における男女共同参画教育・啓発の促進 （１）家庭・地域における男女共同参画教育・啓発の促進 （１）家庭・地域における男女共同参画教育・啓発の促進 （１）家庭・地域における男女共同参画教育・啓発の促進 

家庭における子育ては、子どもの意識の醸成に大きく影響を与えることから、子育てを

する親等に対し、男女共同参画の視点に立った子育ての意識啓発や学習機会の提供に努め

ます。また、地域において、男女共同参画の意識の向上を図り、男女の地域活動への参加

を促進するため、広報・啓発を行うとともに、学習機会の提供に努めます。 

事業名 事業の概要 

各市民館の家庭教育教室 

各市民館主催の親子を対象とした家庭教育・健全育成等の教室・

講座等を支援する。 

青少年健全育成事業 

青少年健全育成推進協議会、少年補導委員会等との連携による家

庭教育及び青少年の健全育成を推進する。 

男女共同参画教育の啓発 広報たはらへ男女共同参画教育の情報を掲載する。 

若年層等対象啓発事業 若年層等を対象とする男女共同参画に関する広報・啓発を行う。 

    

    

    

    



 

 

（２）学校における男女共同参画教育・啓発の促進 （２）学校における男女共同参画教育・啓発の促進 （２）学校における男女共同参画教育・啓発の促進 （２）学校における男女共同参画教育・啓発の促進 

  一日のうち多くの時間を過ごす学校生活は、子どもたちの意識形成に大きな影響を与え

ます。平成 28 年度の市民アンケート調査では、男女平等の意識を育てるために、学校教育

ではどのようなことに力を入れるべきかという問いには、「生活指導や進路指導において、

男女の区別なく能力を活かせるように配慮する」、「異性を思いやる気持ちの大切さを教える 

心の教育を充実させる」の割合が最も高く、次いで、「男女共に、家事や育児、介護などに

ついて学習する時間を設ける」の割合が高くなっているため、そうしたアンケート結果に配

慮した学校教育を促進します。 

事業名 事業の概要 

小中学校 

家庭教育啓発講演会 

各小中学校での児童・生徒及び親を対象とした家庭教育・健全育

成等の講演会・講座等を開催する。 

教科・道徳・特別活動等

での実践 

児童・生徒の発達段階に応じ、社会科、家庭科、道徳、特別活動

など学校教育全体を通じ、人権の尊重や男女の平等、男女相互の

理解、協力の重要性などについて指導の充実を図る。 

 

（３）多様な選択を可能にする学習機会の充実 （３）多様な選択を可能にする学習機会の充実 （３）多様な選択を可能にする学習機会の充実 （３）多様な選択を可能にする学習機会の充実 

  男女がお互いの個性や能力を発揮し、豊かな生活を送るためには、その能力や知識を高

めることのできる学習の場が必要です。男女共同参画の視点を取り入れた各種講座や学

習機会を充実させます。 

事業名 事業の概要 

生涯学習情報の提供 

女性が豊かな生活を送るため、能力や知識を高める生涯学習情報

を提供する。 

生涯学習事業等託児事

業 

子を持つ親が安心して生涯学習事業等に参加できるようにするた

め、託児ボランティアを実施する。 

男女共同参画関連講座

等の開催・支援（再掲） 

男女共同参画に関する講座・講演会等を開催・支援する。 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 社会的な性差別の問題点について関心を持ち、学習しましょう。 

・ 性別にとらわれない生き方について考えてみましょう。 

・ 学校の男女平等教育に関心を持ちましょう。 

・ 男女共同参画の視点に立った講座等に積極的に参加しましょう。 

 



 

 

②②②② 教育関係者の役割 教育関係者の役割 教育関係者の役割 教育関係者の役割 

・ 男女の人権を尊重する豊かな心を育て、自ら学び考える教育を推進しましょう。 

・ 子どもたちの手本となるよう、学校などの職場環境から男女平等の取り組みを実践し

ましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 家庭、地域、学校等における男女共同参画の学習機会や情報を提供します。 

 

 

■第３節 男女共同参画の視点に立った ■第３節 男女共同参画の視点に立った ■第３節 男女共同参画の視点に立った ■第３節 男女共同参画の視点に立った 

社会制度・慣習の見直し、意識の改革社会制度・慣習の見直し、意識の改革社会制度・慣習の見直し、意識の改革社会制度・慣習の見直し、意識の改革    

社会通念や慣習、しきたり等は、男女共同参画を阻む要因の 1つとなっています。市民アン

ケート調査では、「社会通念・慣習・しきたりなど」において男性の方が優遇されていると感

じる人の割合が高くなっています。 

家庭・地域・職場等の中に根づいている、男女の不平等意識を解消するために、啓発活動を

通して問題提起し、慣習や制度の見直しについて広く呼びかけを行っていくことが必要です。 

    

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）男女共同参画阻害要因についての問題提起 （１）男女共同参画阻害要因についての問題提起 （１）男女共同参画阻害要因についての問題提起 （１）男女共同参画阻害要因についての問題提起 

市民一人ひとりの男女共同参画意識を高めるため、家庭・地域・職場生活等における偏っ 

た伝統的慣習や慣行などについて問題提起をし、それを改善するための意識啓発に努めます。 

事業名 事業の概要 

偏った慣習等の問題提起 

家庭や地域における偏った伝統的慣習や慣行等について見直

すきっかけとなるような情報を提供する。 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①市民の役割 ①市民の役割 ①市民の役割 ①市民の役割 

・「男は仕事、女は家庭」といったような性別による差別が、家庭や地域の中にないか見

直し、改善しましょう。 

 

②事業者・各種団体の役割 ②事業者・各種団体の役割 ②事業者・各種団体の役割 ②事業者・各種団体の役割 

・男女共同参画の視点に立って偏った社会通念や慣習、しきたり等を見直し、改善しましょ

う。 

 

③市の機関の役割 ③市の機関の役割 ③市の機関の役割 ③市の機関の役割 

・ 偏った慣習等を見直すきっかけづくりを行います。 



 

 

■第４節 あらゆる世代にとっての男女共同参画■第４節 あらゆる世代にとっての男女共同参画■第４節 あらゆる世代にとっての男女共同参画■第４節 あらゆる世代にとっての男女共同参画    

 男女共同参画社会の形成には、男女共に理解を深めることが重要です。次世代を担う子ども 

と若者に積極的にアプローチし、男女共同参画の裾野拡大を図ります。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）さまざまな世代、男女双方への男女共同参画の啓発 （１）さまざまな世代、男女双方への男女共同参画の啓発 （１）さまざまな世代、男女双方への男女共同参画の啓発 （１）さまざまな世代、男女双方への男女共同参画の啓発 

事業名 事業の概要 

男女共同参画の啓発 

男女双方、子どもから高齢者まで幅広い世代が男女共同参画を身近

に感じられるよう、さまざまな方法で意識啓発を行う。 

    

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①①  市民の役割  市民の役割  市民の役割  市民の役割 

・男女共同参画は特定の人に関係するものと考えず、それぞれの立場で、家庭や学校など 

身近な男女共同参画について考えてみましょう。 

 

②②②② 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・男性、子ども、若者等、あらゆる世代と男女双方の男女共同参画社会への理解が進むよ 

う啓発を行います。 

 

■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 

「第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり」の評価指標 「第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり」の評価指標 「第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり」の評価指標 「第１項 人権尊重と男女平等の意識づくり」の評価指標 

評価指標名 H28 年度調査（H23 年度調査） 目標 把握方法 

男女共同参画の

認知度（市全体） 

「内容を含め詳しく知っていた」 

「だいたい知っていた」 

計 35.3％（37.5％） 

「内容を含め詳しく知っ

ていた」 

「だいたい知っていた」

50％以上 

H28 年度市民

アンケート 

調査 

各分野における

男女平等意識 

「平等」の割合 

①家庭 25.8％（17.3％） 

「平等」の割合の向上 

30%以上 

H28 年度市民 

アンケート 

調査 

②職場 16.3％（16.5％） 25%以上 

③地域活動 26.5％（27.7％） 30%以上 

④社会通念等 10.0％（10.1％） 15%以上 

⑤法律や制度 39.4％（40.2％） 40%以上 

⑥政治 20.4％（22.2％） 25%以上 

⑦学校教育 54.7％（52.1％） 60%以上 



 

 

第２項 誰もが参画のまちづくり第２項 誰もが参画のまちづくり第２項 誰もが参画のまちづくり第２項 誰もが参画のまちづくり    

（趣旨） （趣旨） （趣旨） （趣旨） 

男女共同参画の「参画」とは、活動に「参加」するだけでなく、男女がより積極的に

意思決定過程へ加わることをいいます。男女が共同で「参画」できる社会の実現のために、 

行政・防災・防犯・環境共生・地域づくり・国際交流等のあらゆる分野へ意欲ある男女

が共に参画することを促進します。 

平成 23 年 3 月の東日本大震災後は特に地域のつながり、絆の大切さが再認識されてい 

ます。防災や防犯活動などをはじめとする地域活動に男性も女性も取り組み、地域力を高

めましょう。    

    

■第 1 節 ■第 1 節 ■第 1 節 ■第 1 節 政策政策政策政策・方針決定の過程への女性の・方針決定の過程への女性の・方針決定の過程への女性の・方針決定の過程への女性の参画促進参画促進参画促進参画促進    

地域社会を代表する立場である、市議会議員、行政の委員、地域団体の代表者・役員等は、

女性の割合が少なく、方針決定の過程への女性の活躍は十分とはいえない状況にあります。 

本市の政治・行政における女性の参画状況をみてみると、審議会・委員会等における女性登

用率が17.75％（平成 28 年 4 月現在）です。また、市役所職員の採用は、近年、女性も多いものの、

市役所の女性職員の管理監督職の比率は 29.3％（平成 28年 4 月現在）となっています。 

一方、平成 28 年度の市民アンケート調査でも、今より女性の代表者が増えると良いという

意見が約 7割です。 

女性がそうした代表者の立場になりやすい環境を整え、様々な意見を反映した方針決定が行

われるようにする必要があります。 

    

１.推進施策１.推進施策１.推進施策１.推進施策    

（１）委員・役員等への女性の登用の促進 （１）委員・役員等への女性の登用の促進 （１）委員・役員等への女性の登用の促進 （１）委員・役員等への女性の登用の促進 

女性と男性が共に参画し、住民の意見が平等に反映されるように、審議会、委員会等へ 

意欲と能力のある女性の登用を促進するとともに、地域を代表する団体等の代表者・役員 

へ意欲と能力のある女性の登用を促進します。 

また、社会進出に消極的な女性が社会に積極的に参画していくことができるよう環境づ 

くりとして、人材の発掘、人材の育成、啓発等に努めます。 

 

 

 



 

 

事業名 事業の概要 

審議会、委員会等の女性

の登用推進 

審議会、委員会等の女性登用率の目標を 30％程度に設定する。 

審議会、委員会等の職務指定の委員構成の見直し及び公募委員枠

の拡大を図る。 

審議会、委員会等の登用率のフォロー調査を実施する。 

女性の人材の育成・発掘など女性が社会進出しやすい環境づくり

を図る。 

地域を代表する団体等

の代表者・役員への女性

の登用促進 

地域を代表する農業協同組合、商工会、自治会等の団体の代表者・

役員へ意欲と能力のある女性の登用を促進するための啓発等を実

施する。 

男女共同参画関連講座

等の開催・支援（再掲） 

男女共同参画に関する講座・講演会等を開催・支援する。 

 

（２）（２）（２）（２）職場における女性の活躍の推進職場における女性の活躍の推進職場における女性の活躍の推進職場における女性の活躍の推進    

企業・団体・行政等について、意欲と能力ある女性の採用や管理・監督者への登用を促 

進するとともに、女性が能力を十分に発揮できる環境づくりに努めます。 

事業名 事業の概要 

女性職員・社員の登用 

促進 

意欲と能力のある女性職員の管理・監督者への登用促進のための

啓発等を実施する。 

市女性職員の女性管理職

の登用推進 

「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく特

定事業主行動計画に基づき、女性管理職の登用を推進する。 

教職員の女性管理職の登

用推進 

教員の管理職に占める女性の割合をさらに高めていくため、管理

職にふさわしい人材の育成に努める。 

企業における女性の能力

発揮のための積極的改善

措置（ポジティブ・アク

ション※9）の推進 

企業におけるポジティブ・アクションの取り組みを促進する。 

市職員のワークライフバ

ランス※10の推進 

一斉退庁デーの徹底により、長時間労働を抑制し、また、有給休

暇の取得促進を呼びかけ、仕事と家庭生活の両立を支援するた

め、市役所が他の職場に率先して実施する。 
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（３）人材育成 （３）人材育成 （３）人材育成 （３）人材育成 

社会のあらゆる分野において、指導的地位に女性に占める割合の目標を実現するために、継

続就業やワーク・ライフ・バランス等の環境整備を進めるとともに、研修・育成を含めた幅

広い支援等の取組を進めます。 

事業名 事業の概要 

男女共同参画関連講座等

の開催・支援（再掲） 

男女共同参画に関する講座・講演会等を開催・支援する。 

各種団体活動の推進 

県等の研修情報等を提供し、女性団体や自主グループなどそれぞ

れの団体の主体性を活かした活動を推進する。 

女性リーダーの育成・支

援 

男女共同参画や市民活動に関する研修会などの情報提供を行い

ます。また、県の開催する男女共同参画人材育成セミナーの受講

者を募集し、支援する。 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 意思決定過程の場への女性の参画を積極的に働きかけましょう。 

・ 審議会等の委員の一般公募に積極的に応募しましょう。 

・ 男女共同参画関連の講座、研修会等に積極的に参加しましょう。 

・ 身近な女性が社会に参画することを後押ししていきましょう。 

    

②②②② 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 事業者・各種団体の役割 

・ 女性が能力を十分に発揮できる環境づくりに努めましょう。 

・ 意欲と能力のある女性の、代表者・役員、管理・監督者への登用を進めましょう。 

・ 女性の人材育成に努めましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 審議会・委員会等や職員の管理・監督者への女性登用を促進します。 

・ 教職員の管理職への女性登用を促進します。 

・ 市役所が他の職場に率先して、仕事と育児・介護等との両立ができる職場環境を

整えるために、時間外勤務の抑制や各種休暇制度等の利用を促進します。 



 

 

■第２節 地域活動における男女共同参画の推進■第２節 地域活動における男女共同参画の推進■第２節 地域活動における男女共同参画の推進■第２節 地域活動における男女共同参画の推進    

「地域」は、私たちの生活のもっとも基礎的でかつ重要なコミュニティと言えます。助け合 

いによる地域コミュニティをつくるには、住民一人ひとりが積極的に地域活動に参画する必要 

があります。男性も女性も地域づくりに参加し、さまざまな立場の人へ配慮した、きずなの強 

い地域コミュニティをめざしましょう。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）地域活動への女性の参画促進 （１）地域活動への女性の参画促進 （１）地域活動への女性の参画促進 （１）地域活動への女性の参画促進 

  田原市では、地域活動への女性の主体的な参画があまり進んでいません。女性も積極的 

に地域活動に参画できる環境づくりを進めます。   

事業名 事業の概要 

地域活動への 

女性の参画促進 

地域活動の中心となるコミュニティ団体等の運営に、女性が積極

的に参加できる環境づくりを促進するため、コミュニティ団体等

を対象とした男女共同参画講座を開催する。 

 

（２）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（２）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（２）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（２）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進 

  地域の産業、歴史・文化、豊かな自然を男性も女性も参画して新たな視点で見直し、 

まちづくり、観光事業を進めます。また、女性の人材育成や活動支援を通してまちづくり 

を進め、適宜、女性も参画した市民との協働事業を促進します。 

事業名 事業の概要 

各種会議等への 

女性の登用促進 

地域づくりや観光事業に関連する各種会議等への女性の登用を促

進する。 

研修等の支援 女性が活躍する先進地域等への研修等を支援する。 

地域づくり団体等への支

援 

社会奉仕活動を含む女性が活躍する地域づくり団体等の活動を支

援する。 

地域づくり等の機運の盛

り上げのための啓発 

広報たはら等へ地域づくり、観光事業等で活躍する女性を紹介す

る。 

 

 

 

 



 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・まちづくりや地域づくりに関心をもち、地域活動に積極的に参加しましょう。 

・ 自治会活動や地域のリーダーは男性がやるものと決めつけず、誰もが積極的に参加する

意識を持ちましょう。 

・ 男女で協力できる雰囲気づくりに心がけましょう。 

 

②②②② 地域団体の役割 地域団体の役割 地域団体の役割 地域団体の役割 

・ 地域活動への女性の意見反映や主体的参加が進むよう、自治会組織に女性や女性団体等

を加えるような見直しを進めましょう。 

 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 地域コミュニティや協働事業における男女共同参画を推進・支援します。 

 

    

■第３節 防災（災害復興を含む）、 ■第３節 防災（災害復興を含む）、 ■第３節 防災（災害復興を含む）、 ■第３節 防災（災害復興を含む）、 

防犯活動防犯活動防犯活動防犯活動におけるにおけるにおけるにおける男女共同参画の促進 男女共同参画の促進 男女共同参画の促進 男女共同参画の促進 

 

防災（復興）対策は、男女双方のニーズの違いを把握して進める必要があります。平成２３ 

年に発生した東日本大震災では、避難所運営、救助・救出、災害復興など様々な場面で女性の 

視点が欠落し、被災者の生活に支障が出ました。このような課題を解決するためには、出産や 

育児、家事の経験が多い女性が、意思決定の場に参画することが求められます。 

また、地域での防犯活動にも、男女が共に取り組み、地域全体で様々な立場の人に配慮した 

安心・安全なまちづくりを進めることが大切です。 

地域コミュニティにおける防災・防犯活動に、男性も女性も参加し、日頃からつながりの強 

い地域づくりを進めましょう。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）男女双方の視点に十分配慮した防災対策の立案と実施 （１）男女双方の視点に十分配慮した防災対策の立案と実施 （１）男女双方の視点に十分配慮した防災対策の立案と実施 （１）男女双方の視点に十分配慮した防災対策の立案と実施 

  被災・復興時の諸問題を解決するため、男女双方の視点に十分配慮した地域防災計画等

を策定する必要があります。また、災害復興にあたるボランティア、ＮＰＯとの連携を図り、

男女共同参画の視点に配慮した復興支援が行われるように努めます。 



 

 

事業名 事業の概要 

男女双方の視点に 

配慮した防災対策の 

立案、実施 

防災に関する政策・方針決定過程及び避難所運営会議等に女性が

積極的に参加できる環境整備を支援する。 

男女双方の視点に配慮した各種防災関係計画づくりや施策の推

進をする。 

男女のニーズへの違いを配慮した避難所の開設、運営・管理の体

制整備を促進する。 

    

（２）自主防災活動への男女の参画及び防災知識の習得の促進 （２）自主防災活動への男女の参画及び防災知識の習得の促進 （２）自主防災活動への男女の参画及び防災知識の習得の促進 （２）自主防災活動への男女の参画及び防災知識の習得の促進 

  固定的な役割分担意識の見直し、方針決定過程への女性の参画及び女性リーダーの育成

など男女共同参画の視点を自主防災活動に取り入れることを奨励します。 

事業名 事業の概要 

地域における防災対策

の支援 

各区、自治会など地域ぐるみの自主防災組織において実施される

災害対応研修や訓練への女性の参加を積極的に推進し、女性リー

ダーの育成、地域防災における機能強化を支援する。 

防災に関するワークシ

ョップ※11、研修会※12

等の開催 

防災に関するワークショップ、研修会等への市民の参加を促進す

る。 

    

（３）（３）（３）（３）地域の防犯活動における男女共同参画の促進 地域の防犯活動における男女共同参画の促進 地域の防犯活動における男女共同参画の促進 地域の防犯活動における男女共同参画の促進 

 地域の防犯活動に男性も女性も取り組み、男女双方の視点に配慮した安心・安全なまち 

づくりを進めます。 

事業名 事業の概要 

防犯活動への男女の

参画の促進 

地域の防犯活動男女ともに多様な年齢層の参加を促進する。 

    

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 自主防災活動、防災に関するワークショップ、研修会等に積極的に参加しましょう。 

・ 地域ぐるみで防犯活動に取り組み、安心・安全なまちづくりをめざしましょう。 

 

②②②② 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 男女双方の視点に配慮した防災活動・防犯活動を推進・支援します。 



 

 

■第４節 環境分野への参画の促進 ■第４節 環境分野への参画の促進 ■第４節 環境分野への参画の促進 ■第４節 環境分野への参画の促進 

環境と共生する豊かで持続可能な地域づくりを目指した「たはらエコ・ガーデンシティ推進 

計画」をさらに進めていくためには、市民一人ひとりがエコライフに取り組み、環境負荷の軽 

減に努めるとともに、環境に対する理解・意識の高揚、地域環境力を高めることが大切です。 

そのためには男女それぞれの豊かな知識や経験がより広く生かされるよう環境分野において男

女共同参画をさらに進めていく必要があります。 

    

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）環境分野での意思決定過程への女性参画の促進 （１）環境分野での意思決定過程への女性参画の促進 （１）環境分野での意思決定過程への女性参画の促進 （１）環境分野での意思決定過程への女性参画の促進 

  環境に関する女性の豊かな知識や経験を十分活かすため、環境分野での事業の各段階に

おける意思決定過程への女性の参画を拡大します。 

事業名 事業の概要 

環境分野の会議等への 

女性の登用促進 

環境分野に女性の経験等を活かすために会議等への女性の登

用を促進するとともに、フォロー調査を実施する。 

 

（２）地域における環境学習の推進や地域団体活動の支援 （２）地域における環境学習の推進や地域団体活動の支援 （２）地域における環境学習の推進や地域団体活動の支援 （２）地域における環境学習の推進や地域団体活動の支援 

  環境分野に関する情報の提供や交流の場の提供等の事業を推進し、地域における環境学

習の推進や地域団体の活動を支援します。 

事業名 事業の概要 

地域団体の 

環境美化活動の支援 

自治会等の実施する環境美化活動を支援する。 

地域団体における 

環境啓発活動 

地域団体の主催する環境学習のための講座・イベント等を支

援する。 

    

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 

・ 環境分野の会議等の一般公募に積極的に応募しましょう。 

・ 環境美化活動、環境学習の講座・イベント等に積極的に参加しましょう。 

 

② 地域団体の役割 ② 地域団体の役割 ② 地域団体の役割 ② 地域団体の役割 

・ 環境美化活動、環境学習のための講座・イベントを積極的に開催しましょう。 

 

③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 

・ 環境分野における男女共同参画の浸透を図ります。 



 

 

■第５節 地域づくり、観光事業、 ■第５節 地域づくり、観光事業、 ■第５節 地域づくり、観光事業、 ■第５節 地域づくり、観光事業、 

市民との協働事業への参画の促進市民との協働事業への参画の促進市民との協働事業への参画の促進市民との協働事業への参画の促進（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 

地域の産業、歴史・文化、豊かな自然を男性も女性も参画して新たな視点で見直し、まちづ 

くりを進め、地域の活性化、暮らしの向上を実現する必要があります。その際に、適宜、女性 

も参画した市民との協働事業を促進することも課題となります。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（１）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（１）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進（１）地域づくり、観光事業、市民との協働事業への男女共同参画の促進 

  地域の産業、歴史・文化、豊かな自然を男性も女性も参画して新たな視点で見直し、ま

ちづくり、観光事業を進めます。また、女性の人材育成や活動支援を通してまちづくりを

進め、適宜、女性も参画した市民との協働事業を促進します。 

事業名 事業の概要 

各種会議等への 

女性の登用促進 

地域づくりや観光事業に関連する各種会議等への女性の登用

を促進する。 

研修等の支援 女性が活躍する先進地域等への研修等を支援する。 

地域づくり団体等への 

支援 

社会奉仕活動を含む女性が活躍する地域づくり団体等の活動

を支援する。 

地域づくり等の機運の 

盛り上げのための啓発 

広報「たはら」等へ地域づくり、観光事業等で活躍する女性

を紹介する。 

    

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 

・ 市民活動に積極的に参加しましょう。 

・ 地域づくりや観光事業等で活躍する女性を応援しましょう。 

・ 地域づくりや観光事業等に関連する会議等の一般公募に積極的に応募しましょう。 

・ 女性が中心となって地域づくり団体等を設立しましょう。 

・ 女性が活躍する先進地研修や地域づくり団体等に積極的に参加しましょう。 

    

②②②② 各種団体の役割 各種団体の役割 各種団体の役割 各種団体の役割 

・ 女性が中心となる活動を支援しましょう。 

    

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 地域づくりや観光施策に男女双方の視点を反映します。 

 



 

 

■第６節 国際交流■第６節 国際交流■第６節 国際交流■第６節 国際交流・多文化共生・多文化共生・多文化共生・多文化共生への男女共同参画の促進への男女共同参画の促進への男女共同参画の促進への男女共同参画の促進 

男女共同参画社会の実現は、日本のみならず、世界共通の課題でもあります。このため、各国

の参画をめぐる現状と取り組みなどの情報を収集し、市民に周知を図る必要があります。また、

国際交流を通じて広い視野を持ち、多様な考え方への理解を養うことも求められます。 

また、田原市にはおよそ 1,400 人の外国人が生活しています。（H28 年 10 月末現在、男性 375

人、女性 1,017 人）地域レベルで多文化共生を推進し、男女共同参画の視点での国際交流・協力

などを支援していきます。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）国際的な男女共同参画に関する情報の収集及び提供 （１）国際的な男女共同参画に関する情報の収集及び提供 （１）国際的な男女共同参画に関する情報の収集及び提供 （１）国際的な男女共同参画に関する情報の収集及び提供 

国連の男女共同参画の活動や各国の男女共同参画をめぐる現状や取り組みなどの情報を収

集するとともに、市民に提供し、市民がより広い視野、男女共同参画に関する視点を養う 

ことができるように努めます。 

事業名 事業の概要 

国際的な男女共同参画に 

関する情報の収集 

及び提供 

国際的な男女共同参画に関する情報を収集し、市民に提供する。 

広報「たはら」等へ国際的な男女共同参画に関する情報を掲載す

る。 

 

（２）男女共同参画への理解を養う国際交流の促進 （２）男女共同参画への理解を養う国際交流の促進 （２）男女共同参画への理解を養う国際交流の促進 （２）男女共同参画への理解を養う国際交流の促進 

本市の姉妹都市や友好都市との交流及び国際協力を通して、市民の国際理解を推進し、

国際性・男女共同参画への理解を養います。    

事業名 事業の概要 

姉妹・友好交流、 

国際協力事業 

姉妹都市と友好都市との交流（行政交流・中学生派遣事業《教育

委員会》)を進める。 

ＪＩＣＡ等各種研修生を受け入れる。 

    

（３）市民参画による国際（３）市民参画による国際（３）市民参画による国際（３）市民参画による国際交流・多文化共生交流・多文化共生交流・多文化共生交流・多文化共生の促進の促進の促進の促進 

市民団体による国際交流活動を促進し、活動団体への男女それぞれの参画を支援します。    

事業名 事業の概要 

国際交流・多文化共生関係

団体支援 

国際交流・多文化共生関係団体の実施する関連事業への支援・後

援を行う。 

    



 

 

（４）在住外国人女性の自立支援 （４）在住外国人女性の自立支援 （４）在住外国人女性の自立支援 （４）在住外国人女性の自立支援 

多言語での情報提供や日本語教室を開催し、外国人の地域コミュニティへの参加を支援

します。 

事業名 事業の概要 

在住外国人支援事業 

各課において多言語による情報（ごみカレンダー・防災マップ

等）をとりまとめ、在住外国人へ提供する。 

日本語教室を開催する。 

 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①①  市民の役割  市民の役割  市民の役割  市民の役割 

・国際交流・多文化共生事業に積極的に参加して、それぞれの個性や能力を発揮し、男女

共同参画の理解を深めましょう。 

 

②②②②  国際交流団体の役割  国際交流団体の役割  国際交流団体の役割  国際交流団体の役割 

・男女共同参画の視点を持った国際交流・多文化共生の活動をしましょう。 

 

③③③③  市の機関の役割  市の機関の役割  市の機関の役割  市の機関の役割 

・男女共同参画の視点を活かした国際交流・多文化共生の推進、市民活動支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 

「第２項 誰もが参画のまちづくり」の評価指標 「第２項 誰もが参画のまちづくり」の評価指標 「第２項 誰もが参画のまちづくり」の評価指標 「第２項 誰もが参画のまちづくり」の評価指標 

評価指標名 現状値 目標 把握方法 

審議会、委員会等

への登用促進 

審議会等（地方自治法第 202 条の 3） 

H28 年度 23.8％ 

（H27 年度 22.5％） 

委員会等（地方自治法第 180 条の 5） 

 H28 年度 16.3％ 

（H27 年度 18.6％） 

30％以上 

H28 年度 

市調査 

市役所の女性職員

の登用促進 

市職員の管理監督職に占める女性の

割合 

 H28 年度 34.7％ 

（H27 年度 32.4％） 

35％以上 

H28 年度 

市調査 

教員の管理職への

登用促進 

教員の管理職に占める女性の割合 

 H28 年度 14.5％ 

 （H27 年度 16.0％） 

30％以上 

平成 28年度

教育委員会

調査 

現在の地域活動の

参加状況 

第５章データ集参照 参加率上昇 

H28 年度 

市民アンケ

ート調査 

 

 

  



 

 

第３項 生涯安心の暮らしづくり第３項 生涯安心の暮らしづくり第３項 生涯安心の暮らしづくり第３項 生涯安心の暮らしづくり 

（趣旨） （趣旨） （趣旨） （趣旨） 

男女が共に生涯にわたって生き生きと安心して暮らせるような社会を実現するため、

心身に対する安心安全を図るとともに、生涯を通じた健康の保持増進、性差に応じた的

確な医療である性差医療等の啓発に努めます。 

高齢者や障がい者を社会全体で支える各種福祉サービスの充実及び社会参画の機会の

充実を目指します。 

また、ひとり親家庭の個々の態様に応じた自立支援等を通じて、生涯にわたる心身の

健康と生活の充実を目指します。 

 

■第１節 生涯にわたる心身の健康づくりへの支援■第１節 生涯にわたる心身の健康づくりへの支援■第１節 生涯にわたる心身の健康づくりへの支援■第１節 生涯にわたる心身の健康づくりへの支援    

男女が生涯にわたって健康で充実した生活を送ることは、男女共同参画社会の最も基本的な

条件です。乳幼児期から高齢期までを視野に入れ、市民が健康管理とライフサイクルに応じた

健康づくりに取り組めるよう、総合的な健康づくりのための支援をする必要があります。 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）男女の性の理解と女性の身体に関する自己決定権の尊重 （１）男女の性の理解と女性の身体に関する自己決定権の尊重 （１）男女の性の理解と女性の身体に関する自己決定権の尊重 （１）男女の性の理解と女性の身体に関する自己決定権の尊重 

男女がお互いの性と健康について理解し、尊重しあうことができるように意識啓発に努

めます。また、女性が身体的、精神的、社会的により自分らしく生きられるように、安全

で満足できる性生活、子どもを産むかどうか、いつ産むか、何人まで産むかを自分自身で

決める自由など、自分の身体と性について決めるのは自分自身だということへの理解の普

及と意識啓発に努めます。 

 

事業名 事業の概要 

女性の身体に関する 

自己決定権の尊重に 

関する意識啓発 

自分の身体と性について決めるのは自分だということへの広報

等による意識啓発、セミナー等の開催による情報提供や知識の

習得を支援する。 

健康相談 性に関する相談、正しい理解の促進や健康不安解消を図る。 

学校での性教育の充実 

正しい性教育を充実させ、自分を大切だと思える教育を推進す

る。 

学校での命の学習 

小中学校と赤ちゃんとのふれあい体験や小中学生の妊婦体験等

を通して、子どもが命の大切さを学ぶ機会を充実させる。 



 

 

（２）妊娠・出産等に関する健康支援 （２）妊娠・出産等に関する健康支援 （２）妊娠・出産等に関する健康支援 （２）妊娠・出産等に関する健康支援 

   女性が安心して妊娠・出産や子育てができるよう、母子健康手帳交付時から支援を開

始し、家庭訪問や各種相談、教室の開催、妊婦・乳幼児健康診査など母子保健事業の充

実に努めます。 

事業名 事業の概要 

健康診査の実施 

妊婦乳児・4か月児・1歳 6か月児・3歳児健康診査、むし歯予

防教室を実施する。 

母子健康手帳交付 

母子健康手帳の交付時に、妊娠・出産・子育て・家庭に関する

相談支援を行う。 

育児相談 

乳幼児・妊産婦を対象とした健康相談、栄養相談、母乳相談、

離乳食相談、歯科相談を実施する。 

予防接種 乳幼児、児童生徒を対象とした予防接種を実施する。 

家庭訪問 

新生児・乳幼児・妊産婦のいる家庭へ訪問し、保健指導・身体

計測・相談等支援を行う。 

    

（３）生涯を通じた心身の健康維持と増進 （３）生涯を通じた心身の健康維持と増進 （３）生涯を通じた心身の健康維持と増進 （３）生涯を通じた心身の健康維持と増進 

   市民一人ひとりが健康づくりに関する自己管理能力を高めるよう、それぞれのライフス

テージ※13に応じた健康課題に対する知識の普及啓発や健康づくりを推進します。 

事業名 事業の概要 

健康づくり事業 

健康に対する意識を啓発するとともに、健康について

見直す機会を提供する。 

健康診査及びがん検診の受診推

進 

健康診査、人間ドック、各種がん検診、骨粗しょう症

健診、歯の検診について受診の推進を図る。 

健康教育 病態別教室、運動教室、一般健康講座等を実施する。 

訪問指導等の充実 

健診の結果、生活習慣の改善の必要な方に、訪問指導

を実施する。 

特定健診後の保健指導 特定健診受診結果により保健指導を実施する。 

    

    



 

 

２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 

① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 ① 市民の役割 

・健康支援事業に積極的に参加しましょう。 

・男女の性と健康を理解し、お互いの性と健康を尊重しましょう。 

・自分や家族の健康の保持に努めましょう。 

    

② 教育関係者の役割 ② 教育関係者の役割 ② 教育関係者の役割 ② 教育関係者の役割 

・正しい性教育を充実させ、自分を大切だと思えるような教育を推進しましょう。 

 

③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 ③ 市の機関の役割 

・男女の性別による違いや健康づくりへの理解促進を図ります。 

・各種健康診査やがん検診や予防接種などを実施します。 

 



 

 

■第２節 高齢者と障がい者が ■第２節 高齢者と障がい者が ■第２節 高齢者と障がい者が ■第２節 高齢者と障がい者が 

安心して暮らせる環境整備安心して暮らせる環境整備安心して暮らせる環境整備安心して暮らせる環境整備    

 

これからの社会において、高齢者・障がい者が社会への参画機会を持ち、自立し生き生きと 

安心して暮らせる環境整備が必要となっています。 

現在、高齢者・障がい者の介護負担は家族、とりわけ女性に偏っており、社会全体で支える 

介護保険制度、障害者総合支援法※における福祉サービスを着実に実施していく必要がありま 

す。 

また、地域社会を豊かで活力あるものにしていくためには、高齢者・障がい者を単に支えら 

れる側に位置づけるのではなく、他のあらゆる人々と共に社会を支える重要な一員として高齢

者・障がい者の役割を積極的にとらえる必要があります。 

※「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成２５年４月１日施行） 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）高齢者の自立支援 （１）高齢者の自立支援 （１）高齢者の自立支援 （１）高齢者の自立支援 

  高齢者に対し、社会奉仕、スポーツや学習活動への参画機会の提供や、能力活用の環境

の整備などの支援を進め、高齢者の自立を支援します。 

事業名 事業の概要 

高齢者への就労支援 

シルバー人材センターにより高齢者に就業の機会を提

供する。 

高齢者の生きがいづくりと 

健康づくり推進事業 

歩け歩け運動、高齢者スポーツまつり、趣味のグループ

活動等を実施する。 

老人クラブ活動 

社会奉仕やスポーツをしたり、教養を高めたりする組織

を運営する。 

介護予防教室 

筋力トレーニング教室、閉じこもり予防教室、すこやか

元気体操を実施する。 

        ※平成 30 年度から、介護保険事業が東三河広域連合にて実施されます。    

        

（２）障がい者への総合的支援 （２）障がい者への総合的支援 （２）障がい者への総合的支援 （２）障がい者への総合的支援 

   障がい者に対し、地域生活の充実、社会活動への参画機会の提供や、能力活用の環境整

備等の支援を進め、総合的な支援を行います。 
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事業名 事業の概要 

レスパイトサービス事業 

障がい児を介護する方の余暇支援として、日中障がい児

を預かり、創作活動等を通じて生活習慣、社会活動参加

への意思の向上を図る。 

地域生活支援事業 

障がいのある方の就業支援を始め、生活全般の支援を行

う。 

    

（３）介護保険制度・高齢者福祉サービスの充実と介護支援 （３）介護保険制度・高齢者福祉サービスの充実と介護支援 （３）介護保険制度・高齢者福祉サービスの充実と介護支援 （３）介護保険制度・高齢者福祉サービスの充実と介護支援 

   高齢者が安心して生活できる環境整備と家族の負担軽減、精神的支援等を推進します。 

事業名 事業の概要 

介護教室 認知症介護教室、介護教室を開催する。 

介護保険事業 

介護保険事業計画に基づき、介護保険サービスを充実さ

せ、介護者の負担を軽減する。 

高齢者福祉サービスの充実 

高齢者が安心して生活できるよう高齢者福祉サービス

を充実する。 

    ※平成 30 年度から、介護保険事業が東三河広域連合にて実施されます。 

２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 積極的に高齢者・障がい者との交流の場に参加しましょう。 

・ 高齢者の社会奉仕、スポーツ等を支援しましょう。 

・ 高齢者は、社会奉仕・スポーツ等に積極的に参加しましょう。 

・ 障がい者の社会奉仕を支援しましょう。 

・ 男性も積極的に介護に参加しましょう。 

・ 男女がともに介護を支えましょう。 

   

②②②② 事業者の役割 事業者の役割 事業者の役割 事業者の役割 

・ 高齢者・障がい者の就業を支援しましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 高齢者の自立支援や障がい者への総合的支援、各種福祉サービスの充実を図ります。 
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■第３節 女性に対するあらゆる暴力の根絶 ■第３節 女性に対するあらゆる暴力の根絶 ■第３節 女性に対するあらゆる暴力の根絶 ■第３節 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

（田原市ＤＶ基本計画） （田原市ＤＶ基本計画） （田原市ＤＶ基本計画） （田原市ＤＶ基本計画） 

 

 ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）※６など、性別に起因する暴力は重大な人権侵害であ

り、どのような理由があっても決して許されることではありません。 

田原市の平成 28 年度市民アンケート調査において、ＤＶを一度でも受けた経験がある人は

6.4％で、被害者は男性よりも女性が多い傾向があります。また、ＤＶ被害について相談できた

人は約半数であり、「自分さえ我慢すれば何とかやっていける」「相談するほどのことでもない」

など相談できない人もおり、ＤＶの問題が潜在化していることが伺えます。 

このような女性に対する暴力の背景には、固定的性別役割分担意識や男女の経済力の格差など

に根ざした社会的・構造的問題があり、男女共同参画社会の実現に向けた解決すべき課題が存在

します。女性に対する暴力の根絶に向けて、個人の尊厳を尊重し、配偶者等からの暴力を容認し

ない社会の実現や、ＤＶ被害者の相談や保護、自立支援に関わる施策を推進・充実させることが

必要です。 

 

１．推進施策 １．推進施策 １．推進施策 １．推進施策 

 （１）ＤＶの正しい知識や予防のための啓発活動 （１）ＤＶの正しい知識や予防のための啓発活動 （１）ＤＶの正しい知識や予防のための啓発活動 （１）ＤＶの正しい知識や予防のための啓発活動 

   ＤＶに関する正しい知識を広く啓発し予防に努めます。 

事業名 事業の概要 

広報啓発活動による普及 ＤＶのメカニズムや背景、実態などについて市民や関係

機関の理解が深まるよう、さまざまな機会を通じて広報

活動を行う。 

 

 （２）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実（２）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実（２）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実（２）ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実 

   関係者からの情報提供や通報についての理解の浸透を図るとともに、関係機関と連携して

被害者の安全を図ります。 

事業名 事業の概要 

関係者による通報の周知 市民や保健・医療・福祉関係者に対して、「ＤＶ防止法」

に基づく通報についての周知・定着を図る。 

ＤＶ被害者の安全確保 関係機関と連携し、緊急一時保護を実施し、被害者の安

全を確保する。 

ＤＶ被害者の支援にかかる情報の

取り扱いへの留意 

住民基本台帳のほか、国民健康保険、介護保険、児童手

当など、住民基本台帳からの情報に基づき事務処理を行

う部署において、情報管理を徹底する。 

ＤＶ被害者の自立支援 日常生活、就業、住居等について各種制度を活用し、関

係機関と連携しながら被害者の自立支援を行う。 

 



 

 

 （３）相談業務の充実と関係機関との連携 （３）相談業務の充実と関係機関との連携 （３）相談業務の充実と関係機関との連携 （３）相談業務の充実と関係機関との連携 

   市のさまざまな相談や窓口の担当部署のほか、各関係機関のそれぞれの役割を活かした支

援のネットワークを強化します。 

事業名 事業の概要 

ＤＶ等に関する相談事業 家庭相談事業を中心にＤＶ等についての相談に対応し、

さまざまな機会を通じてＤＶに関する相談先について積

極的に周知を行う。 

庁内連携の強化 相談や窓口対応で対応する担当者がそれぞれの部署の職

責に応じた適切な対応ができるよう、庁内連携の強化を

図る。 

関係機関との連携強化 警察や県（女性相談センター）などの関係機関のほか、

学校、医療関係者、民生・児童委員や主任児童委員など

の福祉関係者との連携を強化する。 

 

２．各主体の役割 ２．各主体の役割 ２．各主体の役割 ２．各主体の役割 

 ①市民の役割 ①市民の役割 ①市民の役割 ①市民の役割 

  ・ＤＶについて正しく理解し、ＤＶはどんな理由があっても決して許されないという認識を

持ちましょう。 

  ・家庭内でＤＶについて話し合いましょう。 

  ・ＤＶを受けている（疑いを含む）人を発見した時は、その人が市や警察、女性相談センタ

ー等に相談ができるように助言したり、市や警察等に通報するように努めましょう。 

  ・ＤＶの被害にあった時は悩まずに相談しましょう。 

 

 ②各種団体の役割 ②各種団体の役割 ②各種団体の役割 ②各種団体の役割 

  ・ＤＶの特徴や被害の実態を十分に理解し、被害者の立場に立った切れ目のない支援に努め

ましょう。 

  ・ＤＶを受けている（疑いを含む）人を発見した時は、その人が市や警察、女性相談センタ

ー等に相談ができるように助言をしたり、その人の意見を尊重した上で、市や警察等に通

報するように努めましょう。 

 

 ③市の機関の役割 ③市の機関の役割 ③市の機関の役割 ③市の機関の役割 

  ・広報誌等でＤＶについて広く市民に啓発し、ＤＶへの理解を広げる取組をします。 

  ・さまざまな施策や制度を活用して、被害者の立場に立った相談対応やきめ細やかな支援を

行います。 

  ・被害者の安全の確保や自立した生活を送ることができるよう、関係機関との連携強化に取

り組みます。 

 

 

 



 

 

■第■第■第■第４４４４節 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援節 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援節 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援節 貧困など生活上の困難に直面する男女への支援    

 

離婚率の高まりとともに、今後、母子・父子世帯のひとり親家庭が増えていくことが予想さ 

れますが、ひとり親家庭は、仕事・家事・育児を一人で全て担う必要があり、経済・教育・ 

健康面等で不安や負担が大きくなっています。ひとり親家庭の生活安定や、養育される子どもの

健全な成長のため、個々の態様に応じた自立支援が必要です。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）ひとり親家庭への生活支援内容及び制度の充実 （１）ひとり親家庭への生活支援内容及び制度の充実 （１）ひとり親家庭への生活支援内容及び制度の充実 （１）ひとり親家庭への生活支援内容及び制度の充実 

  それぞれの状況に応じたひとり親家庭への自立支援を行います。 

事業名 事業の概要 

母子・父子家庭相談事業 

母子・父子自立支援員による子育て・就業等に関する相談

に対応する。 

母子・父子自立支援事業 

母子・父子家庭の自立を促進するため、自立支援給付金、

高等技能訓練促進費を支給する。 

    

    ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ ひとり親家庭を地域が一体となって支えましょう。 

 

②②②② 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ ひとり親家庭の自立支援、相談受付などを行います。 

    

■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 

「第３項 生涯安心の暮らしづくり」の評価指標「第３項 生涯安心の暮らしづくり」の評価指標「第３項 生涯安心の暮らしづくり」の評価指標「第３項 生涯安心の暮らしづくり」の評価指標 

評価指標名 現状値 目標 把握方法 

育児を楽しいと思う保

護者の割合 

4 か月児健診  88.2％

1歳 6か月健診 87.6％ 

3 歳児健診    79.8％ 

4 か月児健診   95％ 

1 歳 6 か月健診 90％ 

3 歳児健診     90％ 

健康たはら

21 計画調査

（市調査） 運動習慣のある者の割

合 

男性 31.5％      

女性 26.5％ 

男性 35％      

女性 30％ 

配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護等

に関する法律を知って

いる人の割合 

81.7％ 85.0％ 

H28 年度 

市民アンケ

ート調査 



 

 

第４項 働きやすい場づくり 第４項 働きやすい場づくり 第４項 働きやすい場づくり 第４項 働きやすい場づくり 

（趣旨） （趣旨） （趣旨） （趣旨） 

 意欲のある男女がその能力や経験を生かすことができる社会を実現するために、職場

での性差別を解消するとともに、安心して子育てや介護をしながら生涯を通じて充実し

た職業生活を営めるよう、仕事と家事・育児・介護等の家庭生活を両立させることので

きる環境づくりを目指します。 

 

■第１節 事業所における性差別の解消 ■第１節 事業所における性差別の解消 ■第１節 事業所における性差別の解消 ■第１節 事業所における性差別の解消 

  昭和 61 年の男女雇用機会均等法の施行から、平成 11 年、平成 19 年の改正均等法の施行を経

て現在までに女性労働者を取り巻く環境の法整備がなされ、状況は大きく変化しています。し 

かし、市民アンケート調査からもわかるように、職場における男女差別がなくなったわけでは 

ありません。男女雇用機会均等法や労働基準法の定着のために、関係機関と連携を図り、事業 

所等に周知を図ります。    

    

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）事業所に対する男女共同参画に関する啓発 （１）事業所に対する男女共同参画に関する啓発 （１）事業所に対する男女共同参画に関する啓発 （１）事業所に対する男女共同参画に関する啓発 

   雇用者への男女共同参画に対する知識・意識の向上のために、事業所に対し労働関連法

規、各種助成制度等の労働関連情報を周知し、労働環境の向上を図ります。 

事業名 事業の概要 

事業所に対する 

男女共同参画の啓発 

事業所へ法制度紹介及び女性の労働条件の向上に向けた情

報を提供する。 

役割分担意識に根ざす 

制度や慣行の見直し 

固定的な男女の役割分担意識に根ざす誤った制度や慣行を

見直すよう意識啓発を行う。 

 

    ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 労働に関する法制度等の知識を高め、男女平等の職場づくりを目指しましょう。 

・ 職場における固定的な男女の役割分担を見直し、改善しましょう。  

 

②②②② 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 

・ 労働に関する法制度等を守り、男女格差をなくし、労働環境を向上しましょう。 

・ 性別による役割分担をなくしましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・事業所に対し男女共同参画意識の向上や役割分担意識の解消を啓発します。 
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■第２節 ワークライフバランスの推進■第２節 ワークライフバランスの推進■第２節 ワークライフバランスの推進■第２節 ワークライフバランスの推進    

市民アンケート調査によると、生き方として望ましいものについて「仕事と家庭生活をともに

優先したい」の割合が最も高くなっていますが、働く女性が増えるなか、「女性は仕事も家庭も」

という二重の負担を担っている面もあります。社会情勢等の変化に対応し、男性が家庭生活へ積

極的に参画することができるように環境を整える必要があります。  

このため、仕事と家庭生活の両立に関する意識啓発を進めるとともに、働き方の見直しを進 

め、「育児・介護休暇を取得しやすい環境」及び「育児や家族の介護を行う労働者が働き続け 

やすい環境」を整えることが課題です。 

 

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）仕事と家庭の両立支援（１）仕事と家庭の両立支援（１）仕事と家庭の両立支援（１）仕事と家庭の両立支援 

  家庭で男女の協力関係を十分話し合うなど仕事と家庭生活との両立に関する意識啓発を

進めるとともに、職場優先の組織風土を変え、男性も含めた働き方の見直しを進めるため

の意識啓発を企業及び市民を対象に進めます。また、ファミリーフレンドリー企業※14の

普及啓発に努めます。 

事業名 事業の概要 

市民への意識啓発 

広報、パンフレット等により仕事と家庭の両立を支援する

意識を啓発する。 

企業への意識啓発 

パンフレット等により仕事と家庭の両立を支援する意識啓

発、企業向けセミナー等の実施、ファミリーフレンドリー

企業の普及啓発を行う。 

市職員のワークライ

フバランスの推進 

（再掲） 

一斉退庁デーの徹底により、長時間労働を抑制し、また、

有給休暇の取得促進を呼びかけ、仕事と家庭生活の両立を

支援するため、市役所が他の職場に率先して実施する。 

    

    

    

    

 

    

    

    



 

 

（２）子育て支援 （２）子育て支援 （２）子育て支援 （２）子育て支援 

  仕事と子育ての両立や子育てに係る負担感を緩和・除去し、だれもが安心して子育てが

できるような環境を整えていきます。また、男性の子育てへの参画を推進します。 

事業名 事業の概要 

通常保育事業 

保育園での保育を充実させ、性別による固定的な性別役割分担

意識を植え付けることのないよう配慮する。 

特別保育事業 

保育園での延長保育、一時預かり、障害児保育、休日保育を実

施する。 

児童クラブ 

（学童保育） 

保護者が就業等により、昼間家庭にいない小学校に就学してい

る児童に対して、生活の場の提供を行う。 

放課後子ども教室 

小学校に就学している児童に対して、安心・安全な活動拠点（居

場所）を設け、勉強やスポーツ・文化活動、地域住民との交流

活動等を行う。 

児童センター運営事

業 

児童の活動の場として、また、子育て相談や母親サークルの活

動の場としての子育て支援を行う。 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 

会員制で育児の相互援助組織を運営し、地域における子育て支

援や育児負担の軽減を図る。 

地域子育て支援拠点

事業 

乳幼児とその親を対象に、子育てに関する相談や情報交換の場

として、ひまわりルーム・なのはなルームを開設する。 

妊娠・出産・子育てに

関する相談 

妊娠・出産・子育てに対する相談に応じ、必要なサービスが受

けられるように切れ目なく相談支援を行う。 

男性の子育て参加支

援 

母子手帳交付時における父親の育児参加を促すパンフレットの

配付等、男性を対象とする子育て参画を支援する事業を行う。 

  

２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 ２ 各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 家庭生活を家族全員で支えましょう。(特に家事・育児・介護については男性の参加が

望まれています。) 

・ 子育て支援事業等に積極的に参加しましょう。 

 

②②②② 地域の役割 地域の役割 地域の役割 地域の役割 

・ 子育て等を地域全体で支えましょう。 

 

③③③③ 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 

・ 仕事と家庭の両立を支援しましょう。 

・ 子育て支援を積極的に行いましょう。 

 

④④④④ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 仕事と家庭の両立支援や子育て支援の充実を図ります。 



 

 

■第３節 農林・水産・商工など ■第３節 農林・水産・商工など ■第３節 農林・水産・商工など ■第３節 農林・水産・商工など 

自営業における男女共同参画の推進 自営業における男女共同参画の推進 自営業における男女共同参画の推進 自営業における男女共同参画の推進 

 

田原市の農業従事者は、就業者全体の 3分の 1を占め、愛知県や近隣市町村に比べ多くなっ 

ています。このため、女性の就業率は高いのですが、農林・水産・商工など自営業に従事する 

女性の立場は、家事や育児と仕事の二重負担を強いられる一方で、就労条件や待遇などは不明確

であるなど、多くの課題が残されています。 

こうした状況を解消するため、農林・水産・商工など自営業に従事する女性の労働条件の改 

善や、女性自身が事業の方針決定に積極的に参画できるよう、意識啓発に努める必要があります。 

    

１ 推進施策 １ 推進施策 １ 推進施策 １ 推進施策 

（１）対等なパートナーとなるための意識啓発 （１）対等なパートナーとなるための意識啓発 （１）対等なパートナーとなるための意識啓発 （１）対等なパートナーとなるための意識啓発 

  男性と女性が対等なパートナーとして仕事を営むことができるよう、意識啓発に努めま

す。また、女性の方針決定過程への参画を促進します。 

事業名 事業の概要 

女性リーダーの育成 

女性の農林・水産・商工業への主体的参画と職業能力の向上のた

めの女性リーダー育成セミナー等を開催する。 

女性農業経営研修 

農業経験に関するノウハウの取得等により、経営者の育成を図る

ための研修を開催する。 

 

（２）女性の労働条件の向上 （２）女性の労働条件の向上 （２）女性の労働条件の向上 （２）女性の労働条件の向上 

  仕事や家事・育児の両面において、負担を強いられることが多い農林・水産・商工など

自営業で働く女性の労働条件が改善されるよう、環境整備・意識啓発に努めます。 

事業名 事業の概要 

女性の労働条件改善の 

啓発 

農林・水産・商工などの関連団体の労働条件改善活動を支援する。 

広報「たはら」等へ女性の労働条件改善に関する情報を掲載する。 

 

（３）家族経営協定の促進 （３）家族経営協定の促進 （３）家族経営協定の促進 （３）家族経営協定の促進 

農業の家族従事者の労働に対して、賃金や報酬が支払われないことがないように、家族

経営協定を促進し、労働条件が改善されるよう支援します。 

事業名 事業の概要 

家族経営協定の促進 

「田原市家族経営協定ネットワーク協議会」が中心となり、休

日や給与、役割分担と責任を明確にする家族経営協定の締結を

促進する。 



 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・ 男女が仕事の対等なパートナーとなるようにしましょう。 

・ 女性の労働条件を改善しましょう。 

・ 家族経営協定を締結しましょう。 

 

②②②② 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 事業所の役割 

・ 仕事と家庭が両立できる事業所をつくりましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・ 男女が仕事の対等なパートナーとなるよう啓発・支援を行います。 



 

 

■第４節 女性のチャレンジ支援 ■第４節 女性のチャレンジ支援 ■第４節 女性のチャレンジ支援 ■第４節 女性のチャレンジ支援 

意欲と能力を持った女性が、遠慮なく社会で活躍できるよう女性のチャレンジを支援します。    

    

１.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 １.推進施策 

（１）農林水産業に関するチャレンジの支援 （１）農林水産業に関するチャレンジの支援 （１）農林水産業に関するチャレンジの支援 （１）農林水産業に関するチャレンジの支援 

  新規就農・担い手育成や農産物・海産物を活用した特産品の作成・販売などの農林水産業

にチャレンジをしたい女性への情報提供を行い支援します。また、男性の理解・協力等に 

より、女性が活動等に参画できるような環境整備に努めます。 

事業名 事業の概要 

新規就農者・担い手 

育成の支援 

新規就農者や農林水産業の担い手の育成を支援する。 

農林水産業 

女性チャレンジ支援 

女性が中心の農産物・海産物を活用した特産品の作成・

販売・交流等の農林水産業に関連するチャレンジ事例の

収集・紹介、チャレンジへの支援を検討する。 

    

（２）起業、ＮＰＯ・ボランティア等の活動発足の支援 （２）起業、ＮＰＯ・ボランティア等の活動発足の支援 （２）起業、ＮＰＯ・ボランティア等の活動発足の支援 （２）起業、ＮＰＯ・ボランティア等の活動発足の支援 

  起業、ＮＰＯ・ボランティア等の活動を発足したい女性へ情報提供等の支援をするとと

もに、様々な活動に参加できるよう環境整備、広報啓発に努めます。 

事業名 事業の概要 

起業、ＮＰＯ・ボランティア等

発足支援事業 

起業、ＮＰＯ・ボランティア等発足を支援するために情

報提供、セミナー・相談事業等を実施する。 

女性チャレンジ 

事例の紹介 

女性のチャレンジ事例の情報収集・紹介等による意識啓

発をする。 

    

（３）子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性の再チャレンジ （３）子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性の再チャレンジ （３）子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性の再チャレンジ （３）子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性の再チャレンジ 

  子育てや介護等でいったん仕事を中断した女性が、仕事に再チャレンジできるよう、就

業につながる職業訓練・再教育を受けるための情報提供をし、家庭と仕事を両立するため

の環境整備を進めます。  

事業名 事業の概要 

女性再チャレンジ支援 

事業所紹介事業等 

女性の再チャレンジを支援する優良な事業所等を紹介し、意

識啓発等を図る。 

    



 

 

２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 ２.各主体の役割 

①①①① 市民の役割 市民の役割 市民の役割 市民の役割 

・チャレンジする人を応援しましょう。 

・新規就農、起業・ＮＰＯ・ボランティア等に積極的にチャレンジしましょう。 

 

②②②② 事業所、各種団体の役割 事業所、各種団体の役割 事業所、各種団体の役割 事業所、各種団体の役割 

・チャレンジする人を支援しましょう。 

 

③③③③ 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 市の機関の役割 

・女性が積極的にチャレンジできるような情報提供・支援を行います。 

    

■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 ■評価指標 

「第４項 働きやすい場づくり」の評価指標 「第４項 働きやすい場づくり」の評価指標 「第４項 働きやすい場づくり」の評価指標 「第４項 働きやすい場づくり」の評価指標 

評価指標名 現状値 目標 把握方法 

家庭での男女の役割 

分担の現状 

H28 年度市民アンケー

ト調査結果参照 

「すべて女性が担当」の

減少 

H28 年度市民 

アンケート調査 

保育園の待機児童０の

継続 

0 人 0 人 H28 年度市調査 

特別保育利用者数 

延長保育  4,400 人 

休日保育  54 人 

一時預かり 2,255 人 

延長保育   4,500 人 

休日保育   144 人 

一時預かり  2,400 人 

H28 年度市調査 

女性の年齢別就労 

割合における 

Ｍ字カーブ※15 の男性

との差 

20～29 歳 28.0％ 

30～39 歳 35.1％ 

20～29 歳 25％ 

30～39 歳 32％ 

H28 年度市民 

アンケート調査 

家族経営協定締結戸数 H27 年度 260 戸 

H28 年度 260 戸 

（たはら 21 新農業プラ

ン改訂版より） 

県田原農業改良 

普及課調査 

新規就農者数 H27 年度 40 人 

H25～H28 年度 120 人    

（たはら 21 新農業プラ

ン改訂版より） 

県田原農業改良 

普及課調査 

市職員一人当たりの年

間の年次休暇取得日数 

H27 年 9.2 日 12 日以上 H28 年度市調査 

市職員一人当たりの月

間の超過勤務時間 

H27 年度 14.9 時間 10 時間以下 H28 年度市調査 



 

 

 第４章 推進体制              第４章 推進体制              第４章 推進体制              第４章 推進体制             

    

第１項 推進体制の整備 第１項 推進体制の整備 第１項 推進体制の整備 第１項 推進体制の整備 

（趣旨） （趣旨） （趣旨） （趣旨） 

男女共同参画社会の実現を目指し、地域づくり・人事・福祉・環境・商工観光・農林

水産業・教育及び防災等この計画に盛り込まれた各事業を総合的かつ効率的に実施して

いくために、市の各部署の連携強化を図るとともに、市と市民との協働を促進する推進

体制の整備を目指します。 

 

■第１節 推進体制の整備と市民との協働 ■第１節 推進体制の整備と市民との協働 ■第１節 推進体制の整備と市民との協働 ■第１節 推進体制の整備と市民との協働 

この計画に盛り込まれた地域づくり・人事・福祉・環境・商工観光・農林水産業・教育及び

防災等の事業は、市の様々な部署において実施することとなります。これらの事業を着実に推

進していくために、市の各部署が横断的に連携できる推進体制を整備します。 

また、この計画を着実に推進していくために、市民を構成員とし、計画の推進状況について

意見交換等を行う組織の設置等、市民を含めた推進体制を整備するとともに、男女共同参画に

関する講座や行事について市民団体・ボランティア等と積極的な連携を図ります。 

事業名 事業の概要 

男女共同参画を推進する 

行政の会議の設置 

総合的に男女共同参画行政を推進するために庁内ワーキング

会議を開催する。 

市職員の男女共同参画に 

関する研修 

市職員が各事業で男女共同参画の視点に立った事業の実施が

行えるよう研修を実施する。 

男女共同参画に関する 

調査体制の整備 

男女共同参画に関する各種情報を収集するとともに、市民意

識調査を実施する。 

市民で構成する組織の 

設置 

市民と市行政との協働により、計画の推進状況などについて

意見交換等を行うための市民を構成員とする組織を設置す

る。 

市民団体・ボランティア 

等との連携事業の実施 

男女共同参画に関する講座等を市民団体やボランティア等と

連携して実施する。 



 

 

事業名 事業の概要 

男女共同参画関連情報・相談・

活動・交流等の拠点の整備 

男女共同参画関連の情報・相談・活動・交流等の拠点となる

場の整備を検討する。 

    

■第２節 推進体制の展望 ■第２節 推進体制の展望 ■第２節 推進体制の展望 ■第２節 推進体制の展望 

男女共同参画社会の実現のために、市や市民・事業者等の取り組みを促進する男女共同参

画を推進する条例・要綱などの制定を検討します。 

    

    

第２項 計画の進行管理 第２項 計画の進行管理 第２項 計画の進行管理 第２項 計画の進行管理 

（趣旨） （趣旨） （趣旨） （趣旨） 

 平成３４年度に計画の見直しを行い、平成３８年度までに目標都市イメージを実現する

ため、施策の推進にあたっては、市民の声を聞きながら、計画の進行管理を行います。 

 

事業名 事業の概要 

男女共同参画を推進する 

行政の会議の設置(再掲) 

総合的に男女共同参画行政を推進するために庁内ワーキング

会議を開催する。 

男女共同参画に関する 

調査体制の整備(再掲) 

男女共同参画に関する各種情報を収集するとともに、市民意

識調査を実施する。 

市民で構成する組織の 

設置(再掲) 

計画の進捗管理をするにあたり、市民の意見を伺う市民を構

成員とする組織を設置する。 



 

 

第３項 市の推進体制 第３項 市の推進体制 第３項 市の推進体制 第３項 市の推進体制 

 各推進施策は市の事業担当課が主導して実施しますが、関係部署同士が連携し、また、全 

ての部署が総合的に男女共同参画の推進に取り組みます。 

 

【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり    

重点テーマ 推進施策 担当課 

１ 男女の人権の尊重 

① 男女の人権に対する啓発活動の充実 企画課 

地域福祉課 

生涯学習課 

② 女性や子どもに対する暴力等と女性

の悩み事相談体制の充実 

地域福祉課 

子育て支援課 

２ 男女共同参画教育・啓

発の充実 

① 家庭・地域における男女共同参画教

育・啓発の促進 

企画課 

生涯学習課 

② 学校における男女共同参画教育・啓

発の促進 

生涯学習課 

学校教育課 

③ 多様な選択を可能にする学習機会の

充実 

企画課 

生涯学習課 

３ 男女共同参画の視点

に立った社会制度・習慣

の見直し、意識の改革 

① 男女共同参画阻害要因についての問

題提起 

企画課 

４ あらゆる世代にとっ

ての男女共同参画 

① さまざまな世代、男女双方への男女

共同参画の啓発 

企画課 

 



 

 

【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり    

重点テーマ 推進施策 担当課 

１ 政策・方針決定の過程へ

の女性の参画促進 

① 委員、役員等への女性の登用の

促進 

企画課 

各課室 

② 職場における女性の活躍の推進 企画課 

人事課 

商工観光課 

③ 人材育成 企画課 

２ 地域活動における男女共

同参画の推進 

① 地域活動への女性の参画促進 総務課 

② 地域づくり、観光事業、市民と

の協働事業への男女共同参画の

促進 

企画課 

商工観光課 

３ 防災（災害復興を含む）、

防犯活動における 

男女共同参画の促進 

① 男女双方の視点に十分配慮した

防災対策の立案と実施 

防災対策課 

地域福祉課 

② 自主防災活動への男女の参画及

び防災知識の習得の促進 

防災対策課 

③ 地域の坊犯活動における男女共

同参画の促進 

総務課 

４ 環境分野への参画の促進 

① 環境分野での意思決定過程への

女性の参画の促進 

環境政策課 

廃棄物対策課 

② 地域における環境学習の推進や

地域団体活動の支援 

企画課 

環境政策課 

廃棄物対策課 

５ 地域づくり、観光事業、

市民との協働事業への参

画の促進 

① 地域づくり、観光事業、市民と

の協働事業への男女共同参画の

促進（再掲） 

企画課 

商工観光課 

６ 国際交流・多文化共生へ

の男女共同参画の促進 

① 国際的な男女共同参画に関する

情報の収集及び提供 

企画課 

広報秘書課 

② 男女共同参画への理解を養う国

際交流の促進 

広報秘書課 

③ 市民参画による国際交流・多文

化共生の促進 

広報秘書課 

④ 在住外国人女性の自立支援 広報秘書課 

 



 

 

【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり    

重点テーマ 推進施策 担当課 

１ 生涯にわたる心身の 

健康づくりへの支援 

① 男女の性の理解と女性の身体に関する自己

決定権の尊重 

健康課 

学校教育課 

② 妊娠・出産等に関する健康支援 健康課 

③ 生涯を通じた心身の健康維持と増進 健康課 

２ 高齢者と障がい者が 

安心して暮らせる 

環境の整備 

① 高齢者の自立支援 高齢福祉課 

② 障がい者への総合的支援 地域福祉課 

③ 介護保険制度・高齢者福祉サービスの充実

と介護支援 

高齢福祉課 

３ 女性に対するあら 

ゆる暴力の根絶 

① ＤＶの正しい知識や予防のための啓発活動 

② ＤＶ被害者の安全確保と自立支援の充実 

③ 相談業務の充実と関係機関との連携 

子育て支援課 

４ 貧困など生活上の 

困難に直面する 

男女への支援 

① ひとり親家庭への生活支援内容及び制 

度の充実 

子育て支援課 

 

【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり    

重点テーマ 推進施策 担当課 

１ 事業所における 

性差別の解消 

① 事業所に対する男女共同参画に関する啓発 企画課 

商工観光課 

２ ワークライフバラン

スの推進 

① 仕事と家庭の両立支援の啓発 企画課 

人事課 

② 子育て支援 子育て支援課 

健康課 

生涯学習課 

３ 農林・水産・商工など 

自営業における 

男女共同参画の推進 

① 対等なパートナーとなるための意識啓発 農政課 

商工観光課 

② 女性の労働条件の向上 企画課 

農政課 

商工観光課 

③ 家族経営協定の促進 農政課 

農業委員会事務局 

４ 女性のチャレンジ支

援 

① 農林水産業に関するチャレンジの支援 農政課 

農業委員会事務局 

② 起業、NPO・ボランティア等の活動発足の支援 企画課 

③ 子育てや介護等でいったん仕事を中断した

女性の再チャレンジ 

企画課 

商工観光課 
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第５章 参考資料            第５章 参考資料            第５章 参考資料            第５章 参考資料            

 

■男女共同参画に関する市内の活動事例 

 田原市内には、さまざまな形で男女共同参画を実践している市民活動団体等があります。公益

的・公共的な市内の活動事例を一部整理しています。 

 

【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり 【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり 【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり 【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり 

活動者 活 動 内 容 

人権擁護委員 

人権意識向上全般の周知・啓発活動 

DV 等女性の権利擁護に関する理解の促進活動 

（企業説明会等の実施） 

女性会議 WIT 

ウィット 

女性へのDV防止や性教育等、さまざまな男女共同参画をテーマとした講

座を企画したり、セミナーに参加したりし、メンバーと市民の男女共同参画

意識の向上を目指している市民活動団体。 

 

第９回男女共同参画フェスティバルの様子 



 

 

【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 

活動者 活 動 内 容 

民生・児童委員、 

人権擁護委員、 

行政相談委員 

委員の女性比率が民生・児童委員は４６％、人権擁護委員では５０％、行

政相談委員では６７％と多くの女性委員が参画している。 

高齢者交通安全協

力員 

高齢者に対する効果的な交通事故抑止策を推進するため、地域高齢者

の戸別訪問による啓発、街頭キャンペーン等警察の実施する啓発活動補

助を行っている。 

※現在、市内に協力員が２０名おり、全て女性。 

田原市赤十字奉仕

団 

（市内更生保護女性

会） 

①赤十字親子教室 ②赤十字防災キャンプ ③田原市総合防災訓練 等 

炊き出し訓練や幼児安全法指導員の資格を取得した奉仕団員による研

修の実施、子どもから始まる防災学習として、防災キャンプへ参加等行

い、女性ならではの視点を活用しつつ、防災の街づくりに尽力している。 

田原市生活学校 

省エネ対策やリサイクル活動から料理教室など、暮らしをより良くするた

めの女性中心の団体で、女性ならではの視点による活動や勉強会を行

い、住みやすいまちづくりに貢献している。（牛乳パック回収・小物づくり

等） 

地域参加の女性団

体（野田レディース） 

従来の婦人会に代わり、地域に根ざしながらも、女性が主体的に地域活

動に参加する団体として結成。市民館まつりやウォーキング大会などの

地域行事を運営支援するほか、盆踊りなどにも参加し、地域活動を盛り

上げている。 

男の料理教室 

大草校区、福江校区、中山校区の市民館などで、地域の男性対象に、料

理を学ぶ講座が行われている。 

大久保区自治会（防

災女性クラブ） 

平成１５年頃から毎年、市政ほーもん講座に申し込みがあり、防災女性ク

ラブの防災意識の向上に努められている。 

田原市女性防火クラ

ブ 

家庭防火・防災に関する知識向上、安全な家庭・まちづくりを目的とする、

市内女性１６名が参加するボランティア組織。 

  



 

 

活動者 活 動 内 容 

菜ばなの会 

自治会の女性同士でお茶会を行ったり、地区の祭りや地域活動に参加し

たり、いざという時のために、女性同士で仲間づくりをする。自治会の会

合にも出席し、女性の視点をもって会議に参加している。 

いもきり星★あぶり

隊 

中心市街地の女性を取り囲んで集まった女性たちが「女性の力でまちを

元気にしたい」と立ち上がり「いもきり星★あぶり隊」を結成。まちの良さを

知ってもらい、中心市街地の活性化につなげるため、女性目線の個性的

なマップ『ちんちこちんまっぷ』を作成した。 

農村輝きネット・あつ

み 

農村生活や農業経営の充実を図るとともに、ゆとりある生活の研究、男

女がともに参画する豊かで活力ある社会の実現を目指しています。食農

教育に重点を置いており、地元の豊な農産物のＰＲや、地元農産物の消

費・活用拡大に役立てるため、平成２１年度から「地元農産物を活用した

料理コンテスト」を開催している。 

スマイルの会 

みんなが笑って暮らせるよう、楽しく笑顔で活動できるよう、防災意識の向

上を目指す大久保地域の女性６人のグループ。コミュニティとも協力し、

地域の人の意見を聞きながら、自分達にとって何が必要か、自分達でで

きることから活動をしている。 

レシピの会 

平成 21 年に『男の料理サークル』として発足をし、毎月第 2 土曜日に料理

に勤しんでいる。また、３年程前からは、手作りの蒸しパンで「あつみＮＰ

Ｏのつどい」や「あつみロビーコンサート」でお茶会を開催。地域のみなさ

んとの語らいの中で、共に楽しく生きていくためには、許容性と寛容性を

持ち、互いに歩み寄ることが大切だと感じ、これからの人生を自立したも

のにし、健康的で生きがいを感じられる生活を目指して活動している。 

    

 

スマイルの会（自主防災会 ワールドカフェ） レシピの会（○○○○○） 

平成 29 年 1 月 14 日の活動日に撮影 



 

 

【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】 生涯安心の暮らしづくり 

活動者 活 動 内 容 

民生・児童委員 

人権擁護委員 

行政相談委員 

委員の女性比率が民生・児童委員は４６％、人権擁護委員では５０％、行

政相談委員では６７％と多くの女性委員が参画している。 

子育て安心見守り隊 

親子を地域で応援するサポーターとして活動している。 

赤ちゃんが生まれた家庭へ、近所の先輩ママさんである子育て安心見守

り隊が、プレゼントを持って家庭訪問を実施している。また、乳幼児健診

で、きょうだいを連れてきた母親が安心して健診を受けられるように、会場

できょうだいの見守り、託児をおこなっている。赤ちゃんサロンでも、赤ち

ゃんのきょうだいと遊んだり、保護者と地域の情報交換をするなど、親子

が楽しい時間を過ごすためのお手伝いをしている。 

平成２８年度の隊員数３４名。 

※平成２２年７／１号で最初に紹介、以降毎年のように掲載。最近では平

成２８年２月号、平成２８年１０/１号に掲載 

 

【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 

活動者 活 動 内 容 

フレッシュライフ 

セミナー参加者 

（結婚して数年まで

の農家女性） 

新たに田原市の農家に嫁いだ女性に対し、農業や農村生活の基礎知識

や技術習得を得るためのセミナーを開催する。先進農業、地元食材、郷

土料理等を学び、また先輩農業者と交流を行う。（年５回開催予定） 

農村生活 

アドバイザー会員 

農村生活アドバイザーが有する能力や役割を十分に発揮し、農家生活の

向上及び地域の農業振興に関する情報交換並びに研究を通して、農家

生活の向上を図るための活動を行う。（随時開催） 

 

 

 

 



 

 

■男女共同参画関係データ集                    

【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり【推進目標Ⅰ】 人権尊重と男女平等の意識づくり 

■男女共同参画の認知度（H28 年度市民アンケート調査） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【男性・年齢別】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.3

4.8

2.4

36.8

43.8

19.0

39.3

52.9

36.8

31.3

38.1

35.7

16.5

15.8

25.0

28.6

25.0

28.2

5.3

9.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代以上

内容を含め詳しく知っていた

だいたい知っていた

男女共同参画社会という言葉

は聞いたことがあった

知らなかった

無回答



 

 

【女性・年齢別】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】国調査（H27 年 10 月） 

『男女共同参画社会』という言葉を見たり聞いたりしたことがあると回答した割合 

 

3.0

33.3

31.0

22.6

23.7

31.3

25.0

41.4

54.8

44.7

33.3

41.7

27.6

22.6

31.6

27.3

5.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２０歳代

３０歳代

４０歳代

５０歳代

６０歳代以上

内容を含め詳しく知っていた

だいたい知っていた

男女共同参画社会という言葉

は聞いたことがあった

知らなかった

無回答



 

 

■各分野における男女平等意識（H28 年度市民アンケート調査） 

【全体】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】国調査（H24 年 10 月） 

 

8.5

15.6

6.9

18.6

8.7

30.0

2.4

34.7

42.1

26.5

51.7

29.5

44.0

11.0

47.0

28.5

52.1

21.4

45.4

18.6

67.0

6.1

4.2

6.1

2.9

6.2

0.9

3.0

1.3

0.5

0.9

0.6

1.1

0.3

0.7

2.3

9.2

7.6

4.7

9.0

6.3

15.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家

庭

生

活

法

律

や

制

度

男性の方が非常に優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等

どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている

わからない

家庭生活

職場

地域活動

社会通念・慣

習・しきたりなど

法律や制度

政治

学校教育

11.7

12.2

8.1

20.6

5.1

19.1

3.8

45.8

48.1

41.0

50.4

34.1

42.5

17.0

25.4

17.6

26.7

13.2

36.1

19.8

55.7

5.1

5.3

8.7

1.8

3.6

1.5

3.8

1.3

1.0

1.0

0.8

1.5

1.0

7.6

8.9

10.2

8.9

15.5

13.5

14.8

3.1

6.9

4.3

4.3

4.1

3.6

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭生活

職場

地域活動

社会通念・慣習

・しきたりなど

法律や制度

政治

学校教育

男性の方が非常に優遇されている

どちらかといえば男性の方が優遇されている

平等である

どちらかといえば女性の方が優遇されている

女性の方が非常に優遇されている

わからない

無回答

家庭生活

職場

地域活動

社会通念・慣

習・しきたりなど

法律や制度

政治

学校教育



 

 

■子どもの育て方に関する考え方（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

■男女平等の意識を育てるために学校教育で必要なこと（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

  

56.6

11.1

51.5

42.4

20.2

4.0

4.0

5.1

4.0

2.0

15.2

43.1

8.8

46.7

43.1

21.2

3.6

2.9

7.3

7.3

1.5

22.6

48.5

9.7

48.5

43.0

20.7

3.8

3.4

6.3

5.9

1.7

19.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

生活指導や進路指導において、男女の区

別なく能力を活かせるように配慮する

教科書などの、固定化された男女の役割

や特性についての記述をなくす

異性を思いやる気持ちの大切さを教える

心の教育を充実させる

男女ともに、家事や育児、介護などにつ

いて学習する時間を設ける

性に対する正しい知識や性の尊厳、母性

保護の重要性についての学習を推進する

女性の人権や性の商品化について考える

機会を設ける

教員や保護者に男女平等の研修を

推進す

る

管理職（校長や教頭）に女性を増やしていく

出席簿の順番や持ち物の色など、男女を分ける慣習をなくす

その他

無回答

男性

女性

全体

生活指導や進路指導において、男女の区別なく

能力を活かせるように配慮する

教科書などの、固定化された男女の役割や特性

についての記述をなくす

異性を思いやる気持ちの大切さを教える心の教

育を充実させる

男女ともに、家事や育児、介護などについて学習

する時間を設ける

性に対する正しい知識や性の尊厳、母性保護の

重要性についての学習を推進する

女性の人権や性の商品化について考える機会を

設ける

教員や保護者に男女平等の研修を推進する

管理職（校長や教頭）に女性を増やしていく

出席簿の順番や持ち物の色など、男女を分ける

慣習をなくす

その他

無回答



 

 

【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 【推進目標Ⅱ】 誰もが参画のまちづくり 

■政治・行政への女性の参画状況（H28 年度市調査） 

性別 市議会議員 審議会委員会等 市管理監督者 

男 
17 人 250 人（227 人） 203 人（211 人） 

94.4％ 76.2％（77.5％） 65.3％（67.6％） 

女 
1 人 78 人（66 人） 108 人（101 人） 

5.6％ 23.8％（22.5％） 34.7％（32.4％） 

合計 18 人 328 人（293 人） 311 人（312 人） 

                      H28 年 4 月現在（比較 H27 年 4 月） 

 

 

■施策づくりへの女性の参画に関する考え（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

■本市における法令・条例設置委員への女性登用率が低い理由（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■現在の地域活動への参加状況（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■今後参加したい活動（地域活動・社会活動）（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

35.9

27.1

45.3

31.2

11.8

3.5

4.1

41.4

32.4

31.9

27.1

10.0

4.8

8.1

38.7

29.8

37.7

29.3

10.4

4.1

6.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

女性自身が社会

進出に消極的だから

女性の社会進出を支える

条件整備が不十分だから

家庭があるため女性は社

会進出できない

指導力など女性の能力が

男性ほど高くないから

その他

無回答

男性

女性

全体

女性自身が社会進出に消極的だ

から

女性の社会進出をよく思われない

社会通念があるから

女性の社会進出を支える条件整

備が不十分だから

家庭があるため女性は社会進出

できない

指導力など女性の能力が男性ほ

ど高くないから

その他

無回答

55.3

2.4

9.4

8.2

13.5

41.4

9.5

9.5

9.0

9.5

48.3

6.4

9.4

8.7

10.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

自治会・

町内会活動

女性団体活動

ＰＴＡ活動

子ども会・

青少年活動

ボランティア活動な

どの社会貢献活動

男性

女性

全体

自治会・町内会活動

女性団体活動

ＰＴＡ活動

子ども会・青少年活動

ボランティア活動など

の社会貢献活動

12.4

7.6

15.3

18.8

33.5

11.4

12.4

11.4

10.5

30.5

11.7

9.9

13.2

14.0

31.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

自治会・

町内会活動

女性団体活動

ＰＴＡ活動

子ども会・

青少年活動

ボランティア活動など

の社会貢献活動

男性

女性

全体

自治会・町内会活動

女性団体

ＰＴＡ活動

子ども会・青年活動

ボランティア活動など

の社会貢献活動



 

 

【推進目標Ⅲ】生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】生涯安心の暮らしづくり 【推進目標Ⅲ】生涯安心の暮らしづくり 

■「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」を知っていますか（H28

年度市民アンケート調査） 

    

    

    

    

    

    

 

■セクシュアル・ハラスメントについて（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

■ドメスティック・バイオレンスについて（H28 年度市民アンケート調査） 

    

    

    

        

1.0

4.1

11.2

59.5

17.8

6.4

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

自分が何度も経験したことがある

自分が１、２度経験したことがある

自分の周りに経験した人がいる

言葉を聞いたことがある

聞いたことが無い

無回答

自分が何度も経験したことがある

自分が１、２度経験したことがある

自分の周りに経験した人がいる

言葉を聞いたことがある

聞いたことがない

無回答

2.3

4.1

11.2

56.5

19.1

6.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

自分が何度も経験したことがある

自分が１、２度経験したことがある

自分の周りに経験した人がいる

言葉を聞いたことがある

聞いたことが無い

無回答

自分が何度も経験した事がある

自分が１、２度経験した事がある

自分の周りに経験した人がいる

言葉を聞いたことがある

聞いたことがない

無回答

24.2

57.5

13.0

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

法律があることも

その内容も知っている

法律があることは知っているが、

内容はよく知らない

法律があることも

その内容も知らなかった

無回答

法律があることもその内容も

知っている

法律があることは知っている

が、内容はよく知らない

法律があることもその内容も

知らなかった

無回答



 

 

■ドメスティック・バイオレンスを受けたとき、誰かに相談をしましたか（H28 年度市民

アンケート調査） 

    

    

    

    

    

    

    

■ドメスティック・バイオレンスを受けたとき、誰に相談しましたか（H28 年度市民アン

ケート調査）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

■相談しなかった理由は、何ですか（H28 年度市民アンケート調査）    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

56.0 32.0 12.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相談した 相談しなかった 無回答

64.3

57.1

7.1

7.1

7.1

0.0

7.1

0.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

家族

友人・知人

行政機関

警察

弁護士

婦人相談所

民間の相談機関

その他

無回答

家族

友人・知人

行政機関

警察

弁護士

婦人相談所

民間の相談機関

その他

無回答

0.0

25.0

12.5

50.0

37.5

50.0

0.0

0.0

0.0

12.5

0.0

0.0

0.0

0.0 20.0 40.0 60.0

どこに相談したらよいのかわからなかった

恥ずかしくて誰にも言えなかった

相談してもむだだと思った

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると

思った

自分にも悪いところがあると思った

相談するほどのことでもないと思った

世間体が悪い

他人を巻き込みたくなかった

そのことについて思い出したくなかった

自分が受けている行為がドメスティック・バイオレンスとは

認識していなかった

相手の仕返しが怖かった

その他

無回答

どこに相談したらよいのかわからなかった

恥ずかしくて誰にも言えなかった

相談してもむだだと思った

自分さえがまんすれば、なんとかこのまま

やっていけると思った

自分にも悪いところがあると思った

相談するほどのことでもないと思った

世間体が悪い

他人を巻き込みたくなかった

そのことについて思い出したくなかった

自分が受けている行為がドメスティック・バイ

オレンスとは認識していなかった

相手の仕返しが怖かった

その他

無回答



 

 

【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 【推進目標Ⅳ】 働きやすい場づくり 

■■■■女性の就業率の都市比較（H22 年国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■田原市の女性の就業者数（H22 年国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性就業者の産業別構成の都市比較（H22 年国勢調査） 

 

33.8

6.9

7.8

5.3

9.1

5.4

2.1

2.3

2.5

3.7

10.5

18.9

24.1

27.6

27.2

31.0

21.3

19.1

19.1

14.5

47.2

44.3

65.0

64.6

62.5

60.3

71.6

73.3

72.3

76.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

田原市

豊橋市

豊川市

蒲郡市

新城市

碧南市

大府市

知多市

愛知県

全国

第１次産業

第２次産業

第３次産業

 

61.3

50.2

51.0

50.6

49.7

52.4

49.4

47.5

47.9

44.7

0 10 20 30 40 50 60 70

田原市

豊橋市

豊川市

蒲郡市

新城市

碧南市

大府市

知多市

愛知県

全国

15,624
16,558 16,186 16,692 16,763 16,732

63.6 62.7 63.4 62.0 61.5 61.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22

女性の就業者数

女性の就業割合

田原市 

 

豊橋市 

豊川市 

蒲郡市 

新城市 

 
碧南市 

大府市 

知多市 
 

愛知県 

全国 

田原市 
 

豊橋市 

豊川市 

蒲郡市 

新城市 
 

碧南市 

大府市 

知多市 
 

愛知県 

全国 



 

 

■職場における男女差別（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性が男性に比べ不当に差別されていると思う理由（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■仕事と家庭生活・地域活動における女性の生き方（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3

7.9

7.5

72.2

63.5

67.6

18.3

25.4

21.7

3.2

3.2

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

不当に差別されていると思う

不当に差別されていないと思う

わからない

無回答

12.5

40.0

26.3

12.5

5.3

10.0

5.3

37.5

20.0

26.3

10.0

5.3

25.0

20.0

21.1

12.5

10.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

賃金に差別がある

昇進、昇格に差別がある

能力が正当に評価されない

補助的な仕事しかやらせてもらえない

女性を幹部職員に登用しない

結婚したり子どもが生まれたりすると勤め続けにくい雰囲気がある

女性は定年まで勤め続けにくい雰囲気がある

教育・訓練を受ける機会が少ない

その他

無回答

0.6

1.9

1.3

13.5

14.3

14.2

27.6

39.0

34.6

29.4

30.0

29.0

5.9

5.2

5.3

12.9

6.2

9.2

10.0

3.3

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

家庭生活または地域活動よりも、仕事に専念する

家庭生活または地域活動にも携わるが、あくまで仕事を優先させる

家庭生活または地域活動と仕事を同じように両立させる

仕事にも携わるが、家庭生活または地域活動を優先させる

仕事よりも、家庭生活または地域活動に専念する

わからない

無回答



 

 

■女性が働き続けるために必要な社会支援（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給料や仕事内容、昇進などの男女差を

解消する 

 
 

職業（仕事）と家庭の両立に職場が理

解し協力する 

 

 

夫や家族が理解し協力する 

 

 
育児・介護休業制度を定着させる 

 

 
夫の育児・介護休業を取りやすくする 

 

 

産前・産後・生理休暇などを取りやす

くする 

 
 

育児・保育に対する支援や施設、サー

ビスを充実させる 

 
 

介護・看護に対する支援や施設、サー

ビスを充実させる 

 
 

女性労働者に対する相談窓口などを設

置する 

 

 

その他 

 

 
 

無回答 



 

 

■家庭での男女の役割分担の現状（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■男性が家事・育児・介護に携わるために必要なこと（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44.1

32.9

28.8

22.4

21.8

9.4

2.4

0.6

6.5

43.3

36.7

20.0

32.4

27.1

8.6

0.0

1.4

4.3

44.0

34.4

23.9

27.5

25.4

8.7

1.0

1.3

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

家庭で、家事・育児・介護の分担について十分話し合う

仕事と家庭の両立ができるように社会全体の仕組みを

改める

勤務時間の弾力化、労働時間の短縮、育児・介護休暇

の普及等を図る

家庭で子どもに、男女の区別なく家事・育児・介護に参

加することの必要性を教える

学校で児童や生徒に、男女の区別なく家事・育児・介護

に参加することの必要性を教える

男性への家事講座、情報提供、相談窓口など行政の

支援施策を充実する

参加する必要はない

その他

無回答

男性

女性

全体

 

家庭で、家事・育児・介護の分担について十

分話し合う 

 

仕事と家庭の両立ができるように社会全体

の仕組みを改める 

 

勤務時間の弾力化、労働時間の短縮、育児・

介護休暇の普及等を図る 

 

家庭で子どもに、男女の区別なく家事・育

児・介護に参加することの必要性を教える 

 

学校で児童や生徒に、男女の区別なく家事・

育児・介護に参加することの必要性を教える 

 

男性への家事講座、情報提供、相談窓口など

行政の支援施策を充実する 

 
参加する必要はない 

 
 

その他 

 
 

無回答 

 

掃除 
 

洗濯 
 

食事のしたく 
 

食事の後片付

け、食器洗い 
 

ゴミ出し 
 

近所づきあい 
 

乳幼児の世話 
 

子供の教育 
 

介護 
 

家計の管理 



 

 

■産業分類別就業者数（H22 年国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■家族経営協定締結戸数（H28 年度市調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H12 H17 H22 H22-H17 

実数

（人） 

割合

（％） 

実数

（人） 

割合

（％） 

実数

（人） 

割合

（％） 

％ 

就業者数 39,340 100.0 40,555 100.0 38,739 100.0 -4.7 

第１次産業 13,837 35.0 13,502 33.3 10,935 28.2 -23.5 

農業 13,206 34.0 12,851 31.7 10,420 26.9 -23.3 

林業 1 0.0 3 0.0 4 0.0 25.0 

漁業 630 2.0 648 1.6 511 1.3 -26.8 

第２次産業 10,590 27.0 11,740 28.9 10,058 26.0 -16.7 

鉱業 17 0.0 14 0.0 8 0.0 -75.0 

建設業 2,603 7.0 2,234 5.5 1,890 4.9 -18.2 

製造業 7,970 20.0 9,492 23.4 8,160 21.1 -16.3 

第３次産業 14,881 38.0 15,169 37.4 17,764 45.9 14.6 

電気・ガス・熱供給・水道業 254 1.0 88 0.2 86 0.2 -2.3 

運輸・通信業 1,464 4.0 1,370 3.4 1,482 3.8 7.6 

卸売・小売業、飲食店 5,574 14.0 5,967 14.7 3,952 10.2 -51.0 

金融・保険業 410 1.0 371 0.9 381 1.0 2.6 

不動産業 71 0.0 85 1.4 187 0.5 54.5 

サービス業 6,377 16.0 6,622 16.3 8,058 20.8 17.8 

公務 731 2.0 666 1.6 702 1.8 5.1 

分類不能の産業 32 0.0 144 0.4 2,916 7.5 95.1 

235
252

263

285
298

312
321

0

50

100

150

200

250

300

350

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

戸数（戸）



 

 

■男女の年齢別就労割合（H22 年国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■女性が職業を持つことに対する考え（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新規就農者数（H28 年度市調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

田原市女性

田原市男性

愛知県女性

愛知県男性

34.1

41.9

38.7

6.5

5.7

5.9

42.9

36.2

38.9

5.3

4.3

5.1

0.5

0.3

5.9

7.6

6.6

5.3

3.8

4.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

全体

子どもができても、ずっと職業を続ける方がよい

子どもができるまでは、職業を持つ方がよい

子どもができたら職業をやめ、大きくなったら再び職業を持つ方がよい

結婚するまでは職業を持つ方がよい

女性は職業を持たない方がよい

その他

無回答

41

29
27 26

44

16

40

0

10

20

30

40

50

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

人数（人）



 

 

【推進体制】【推進体制】【推進体制】【推進体制】 

■男女共同参画社会の推進のために必要なこと（H28 年度市民アンケート調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.4

25.3

10.6

17.6

15.9

11.2

21.2

22.4

11.8

30.6

12.9

5.9

0.0

2.4

21.2

2.4

7.1

17.1

15.7

7.6

17.1

19.0

20.5

22.4

24.3

11.9

37.1

13.3

8.1

0.5

3.3

21.0

1.4

8.1

19.1

20.1

8.7

17.6

17.6

16.0

21.6

23.7

12.0

33.6

13.7

7.1

0.3

3.1

20.6

1.8

7.9

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

男女平等を目指した法律・

制度の制定や見直しを行う

女性を政策決定の場に積極的

に登用する（仕組みをつくる）

各種団体の女性のリーダーを養成する

職場における男女の均等な

取扱いについて周知徹底を行う

女性の就労の機会を増やしたり、

女性の職業教育や職業訓練を充実する

家庭の中での固定的役割分担の見直し

（男性は仕事、女性は家事・育児）

男性の家事、子育て、介護、地域活動への参加

保育サービスの一層の充実

（低年齢児保育、病児・病後児保育等）

学童保育の充実

高齢者や病人の施設・介護サービスの充実

学校教育や社会教育・生涯学習の場で、

男女の平等と相互の理解や協力につい

ての学習を充実する

女性の生き方に関する情報提供や交流・

相談・教育の場となる施設を充実する

各国の女性との交流や情報

提供など、国際交流を推進する

広報誌やパンフレットなどで、男女の

平等と相互の理解や協力についてＰＲする

社会における女性に対する差別や、

女性や子どもに対する暴力について

認識し、差別や暴力のない社会を推進する

その他

無回答

男性

女性

全体

男女平等を目指した法律・制度の制定や見

直しを行う

女性を政策決定の場に積極的に登用する

（仕組みをつくる）

各種団体の女性のリーダーを養成する

職場における男女の均等な取扱いについて

周知徹底を行う

女性の就労の機会を増やしたり、女性の職

業教育や職業訓練を充実する

家庭の中での固定的役割分担の見直し（男

性は仕事、女性は家事・育児）

男性の家事、子育て、介護、地域活動への

参加

保育サービスの一層の充実（低年齢児保

育、病児・病後児保育等）

学童保育の充実

高齢者や病人の施設・介護サービスの充実

学校教育や社会教育・生涯学習の場で、男

女の平等と相互の理解や協力についての学

習を充実する

女性の生き方に関する情報提供や交流・相

談・教育の場となる施設を充実する

各国の女性との交流や情報提供など、国際

交流を推進する

広報誌やパンフレットなどで、男女の平等と

相互の理解や協力についてＰＲする

社会における女性に対する差別や、女性や

子どもに対する暴力について認識し、差別や

暴力のない社会を推進する

その他



 

 

    

    

最終改正：平成 11 年 12 月 22 日法律第 160 号 

目 次  

前文 

第１章 総則（第１条１第１２条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第１３条１第２０条） 

第３章 男女共同参画会議（第２１条１第２８条） 

附則  

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向

けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層

の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応

していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、

その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となって

いる。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を２１世紀の我が国社会を決定する最重

要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に

向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的

に推進するため、この法律を制定する。 

第 1章 総則第 1章 総則第 1章 総則第 1章 総則  

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊か  

で活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理

念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成

を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

（１）男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会

のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済

的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成す

ることをいう。 

（２）積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内に

おいて、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重） 

男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会基本法 男女共同参画社会基本法 

（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）（平成 11 年 6 月 23 日法律第 78 号）    



 

 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別

による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されるこ

とその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定

的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼ

すことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、

社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限

り中立なものとするように配慮されなければならない。  

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共

団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確

保されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下 

に、子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を

円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、

行われなければならない。 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有している  

ことにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。 （国

の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以  

下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的

改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国 

の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び

実施する責務を有する。  

（国民の責務） 

第１０条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理 

念にのっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等） 

第１１条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制 

上又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等） 

第１２条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共  

同参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようと  

する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国 



 

 

会に提出しなければならない。  

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  

第１３条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図

るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」

という。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

（１）総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

（２）前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基

本計画を公表しなければならない。  

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  

（都道府県男女共同参画計画等） 

第１４条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画

計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

（１）都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の大綱  

（２）前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市

町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第１５条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を

策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置） 

第１６条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深  

めるよう適切な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等） 

第１７条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同 

 参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置

及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権

が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  



 

 

（調査研究） 

第１８条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関す 

 る調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を

推進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置） 

第１９条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は 

 国際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な

推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第２０条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び  

民間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供そ

の他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

第３章 男女共同参画会議  

（設置） 

第２１条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務） 

第２２条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

（１）男女共同参画基本計画に関し、第１３条第３項に規定する事項を処理すること。  

（２）前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会

の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。  

（３）前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（４）政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政

府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣

総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織） 

第２３条 会議は、議長及び議員２４人以内をもって組織する。  

（議長） 

第２４条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員） 

第２５条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

（１）内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者  

（２）男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命す

る者  

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の１０分の５未満であってはならない。  

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の１０分の４未満であってはならない。  

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期） 

第２６条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任



 

 

者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。 

（資料提出の要求等） 

第２７条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機 

 関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要

な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者

以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

（政令への委任） 

第２８条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要

な事項は、政令で定める。 

附 則 （平成１１年６月２３日法律第７８号） 抄 

（施行期日） 

この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。 

（経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）

第１条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第２１条第１項の規定により置かれた審

議会となり、同一性をもって存続するものとする。  

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参

画審議会の委員である者は、この法律の施行の日に、第２３条第１項の規定により、審議会の

委員として任命されたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者

の任期は、同条第２項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定

により任命された男女共同参画審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。  

３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参

画審議会の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、

この法律の施行の日に、第２４条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条

第３項の規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。 

附 則 （平成１１年７月１６日法律第１０２号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成１１年法律第８８号）の施行の日から

施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（１）略 

（２）附則第１０条第１項及び第５項、第１４条第３項、第２３条、第２８条並びに第３０条の

規定 公布の日 

（委員等の任期に関する経過措置） 

第２８条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委

員その他の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の

職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 



 

 

（１）から（１０）まで 略 

（１１）男女共同参画審議会 

（別に定める経過措置） 

第３０条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措

置は、別に法律で定める。 

附 則 （平成１１年１２月２２日法律第１６０号） 抄 

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成１３年１月６日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

（以下略） 

 

 

 

  

  

  

 

  



 

 

 

この条約の締約国は、国際連合憲章が基本的人権、人間の尊厳及び価値並びに男女の権利の

平等に関する信念を改めて確認していることに留意し、世界人権宣言が、差別は容認することが

できないものであるとの原則を確認していること、並びにすべての人間は生まれながらにして自

由であり、かつ、尊厳及び権利について平等であること並びにすべての人は性による差別その他

のいかなる差別もなしに同宣言に掲げるすべての権利及び自由を享有することができることを

宣明していることに留意し、人権に関する国際規約の締約国がすべての経済的、社会的、文化的、

市民的及び政治的権利の享有について男女に平等の権利を確保する義務を負っていることに留

意し、国際連合及び専門機関の主催の下に各国が締結した男女の権利の平等を促進するための国

際条約を考慮し、更に、国際連合及び専門機関が採択した男女の権利の平等を促進するための決

議、宣言及び勧告に留意し、 しかしながら、これらの種々の文書にもかかわらず女子に対する

差別が依然として広範に存在していることを憂慮し、 女子に対する差別は、権利の平等の原則

及び人間の尊厳の尊重の原則に反するものであり、女子が男子と平等の条件で自国の政治的、社

会的、経済的及び文化的活動に参加する上で障害となるものであり、社会及び家族の繁栄の増進

を阻害するものであり、また、女子の潜在能力を自国及び人類に役立てるために完全に開発する

ことを一層困難にするものであることを想起し、窮乏の状況においては、女子が食糧、健康、教

育、雇用のための訓練及び機会並びに他の必要とするものを享受する機会が最も少ないことを憂

慮し、衡平及び正義に基づく新たな国際経済秩序の確立が男女の平等の促進に大きく貢献するこ

とを確信し、アパルトヘイト、あらゆる形態の人種主義、人種差別、植民地主義、新植民地主義、

侵略、外国による占領及び支配並びに内政干渉の根絶が男女の権利の完全な享有に不可欠である

ことを強調し、国際の平和及び安全を強化し、国際緊張を緩和し、すべての国（社会体制及び経

済体制のいかんを問わない。）の間で相互に協力し、全面的かつ完全な軍備縮小を達成し、特に

厳重かつ効果的な国際管理の下での核軍備の縮小を達成し、諸国間の関係における正義、平等及

び互恵の原則を確認し、外国の支配の下、植民地支配の下又は外国の占領の下にある人民の自決

の権利及び人民の独立の権利を実現し並びに国の主権及び領土保全を尊重することが、社会の進

歩及び発展を促進し、ひいては、男女の完全な平等の達成に貢献することを確認し、国の完全な

発展、世界の福祉及び理想とする平和は、あらゆる分野において女子が男子と平等の条件で最大

限に参加することを必要としていることを確信し、家族の福祉及び社会の発展に対する従来完全

には認められていなかった女子の大きな貢献、母性の社会的重要性並びに家庭及び子の養育にお

ける両親の役割に留意し、また、出産における女子の役割が差別の根拠となるべきではなく、子

の養育には男女及び社会全体が共に責任を負うことが必要であることを認識し、社会及び家庭に

おける男子の伝統的役割を女子の役割とともに変更することが男女の完全な平等の達成に必要

であることを認識し、女子に対する差別の撤廃に関する宣言に掲げられている諸原則を実施する

こと及びこのために女子に対するあらゆる形態の差別を撤廃するための必要な措置をとること

を決意して、次のとおり協定した。 

第１部 

第１条 この条約の適用上、「女子に対する差別」とは、性に基づく区別、排除又は制限であつ

て、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野においても、女子（婚姻

女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約（抄）    

（1979 年 12 月 18 日 国際連合総会採択 1981 年 9 月 3 日発行）（1979 年 12 月 18 日 国際連合総会採択 1981 年 9 月 3 日発行）（1979 年 12 月 18 日 国際連合総会採択 1981 年 9 月 3 日発行）（1979 年 12 月 18 日 国際連合総会採択 1981 年 9 月 3 日発行）    

 



 

 

をしているかいないかを問わない。）が男女の平等を基礎として人権及び基本的自由を認識し、

享有し又は行使することを害し又は無効にする効果又は目的を有するものをいう。  

第２条 締約国は、女子に対するあらゆる形態の差別を非難し、女子に対する差別を撤廃する政

策をすべての適当な手段により、かつ、遅滞なく追求することに合意し、及びこのため次のこ

とを約束する。 

 (a) 男女の平等の原則が自国の憲法その他の適当な法令に組み入れられていない場合にはこ

れを定め、かつ、男女の平等の原則の実際的な実現を法律その他の適当な手段により確保す

ること。 

(b) 女子に対するすべての差別を禁止する適当な立法その他の措置（適当な場合には制裁を含

む。）をとること。 

(c) 女子の権利の法的な保護を男子との平等を基礎として確立し、かつ、権限のある自国の裁

判所その他の公の機関を通じて差別となるいかなる行為からも女子を効果的に保護すること

を確保すること。 

(d) 女子に対する差別となるいかなる行為又は慣行も差し控え、かつ、公の当局及び機関がこ

の義務に従って行動することを確保すること。 

(e) 個人、団体又は企業による女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる

こと。 

(f)女子に対する差別となる既存の法律、規則、慣習及び慣行を修正し又は廃止するためのす

べての適当な措置（立法を含む。）をとること。 

(g) 女子に対する差別となる自国のすべての刑罰規定を廃止すること。  

第３条 締約国は、あらゆる分野、特に、政治的、社会的、経済的及び文化的分野において、女

子に対して男子との平等を基礎として人権及び基本的自由を行使し及び享有することを保障

することを目的として、女子の完全な能力開発及び向上を確保するためのすべての適当な措置

（立法を含む。）をとる。  

第４条  

１ 締約国が男女の事実上の平等を促進することを目的とする暫定的な特別措置をとることは、

この条約に定義する差別と解してはならない。ただし、その結果としていかなる意味において

も不平等な又は別個の基準を維持し続けることとなってはならず、これらの措置は、機会及び

待遇の平等の目的が達成された時に廃止されなければならない。  

２ 締約国が母性を保護することを目的とする特別措置（この条約に規定する措置を含む。）を

とることは、差別と解してはならない。  

第５条 締約国は、次の目的のためのすべての適当な措置をとる。 

 (a) 両性いずれかの劣等性若しくは優越性の観念又は男女の定型化された役割に基づく偏見

及び慣習その他あらゆる慣行の撤廃を実現するため、男女の社会的及び文化的な行動様式を修正

すること。 

(b) 家庭についての教育に、社会的機能としての母性についての適正な理解並びに子の養育及び

教育における男女の共同責任についての認識を含めることを確保すること。あらゆる場合におい

て、子の利益は最初に考慮するものとする。  

第６条 締約国は、あらゆる形態の女子の売買及び女子の売春からの搾取を禁止するためのすべ

ての適当な措置（立法を含む。）をとる。  

第２部 

第７条 締約国は、自国の政治的及び公的活動における女子に対する差別を撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとるものとし、特に、女子に対して男子と平等の条件で次の権利を確保する。 

(a) あらゆる選挙及び国民投票において投票する権利並びにすべての公選による機関に選挙さ

れる資格を有する権利 

(b) 政府の政策の策定及び実施に参加する権利並びに政府のすべての段階において公職に就き

及びすべての公務を遂行する権利 

(c) 自国の公的又は政治的活動に関係のある非政府機関及び非政府団体に参加する権利  



 

 

第８条 

 締約国は、国際的に自国政府を代表し及び国際機関の活動に参加する機会を、女子に対し

て男子と平等の条件でかついかなる差別もなく確保するためのすべての適当な措置をとる。  

第９条 

 １ 締約国は、国籍の取得、変更及び保持に関し、女子に対して男子と平等の権利を  

与える。締約国は、特に、外国人との婚姻又は婚姻中の夫の国籍の変更が、自動的に妻の

国籍を変更し、妻を無国籍にし又は夫の国籍を妻に強制することとならないことを確保す

る。  

２ 締約国は、子の国籍に関し、女子に対して男子と平等の権利を与える。  

第３部 

第１０条 締約国は、教育の分野において、女子に対して男子と平等の権利を確保すること

を目的として、特に、男女の平等を基礎として次のことを確保することを目的として、女

子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

 (a) 農村及び都市のあらゆる種類の教育施設における職業指導、修学の機会及び資格証

書の取得のための同一の条件。このような平等は、就学前教育、普通教育、技術教育、専

門教育及び高等技術教育並びにあらゆる種類の職業訓練において確保されなければなら

ない。 

 (b) 同一の教育課程、同一の試験、同一の水準の資格を有する教育職員並びに同一の質

の学校施設及び設備を享受する機会 

 (c) すべての段階及びあらゆる形態の教育における男女の役割についての定型化され

た概念の撤廃を、この目的の達成を助長する男女共学その他の種類の教育を奨励すること

により、また、特に、教材用図書及び指導計画を改訂すること並びに指導方法を調整する

ことにより行うこと。 

 (d) 奨学金その他の修学援助を享受する同一の機会 

 (e) 継続教育計画（成人向けの及び実用的な識字計画を含む。）特に、男女間に存在す

る教育上の格差をできる限り早期に減少させることを目的とした継続教育計画を利用す

る同一の機会 

 (f) 女子の中途退学率を減少させること及び早期に退学した女子のための計画を策定

すること。 

 (g) スポーツ及び体育に積極的に参加する同一の機会 

 (h) 家族の健康及び福祉の確保に役立つ特定の教育的情報（家族計画に関する情報及び

助言を含む。）を享受する機会  

第１１条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特に次の権利を確保することを目的と

して、雇用の分野における女子に対する差別を撤廃するためのすべての適当な措置をとる。 

 (a) すべての人間の奪い得ない権利としての労働の権利 

 (b) 同一の雇用機会（雇用に関する同一の選考基準の適用を含む。）についての権利 

 (c) 職業を自由に選択する権利、昇進、雇用の保障並びに労働に係るすべての給付及び条

件についての権利並びに職業訓練及び再訓練（見習、上級職業訓練及び継続的訓練を含む。）

を受ける権利 

 (d) 同一価値の労働についての同一報酬（手当を含む。）及び同一待遇についての権利並

びに労働の質の評価に関する取扱いの平等についての権利 

 (e) 社会保障（特に、退職、失業、傷病、障害、老齢その他の労働不能の場合における社

会保障）についての権利及び有給休暇についての権利 

 (f) 作業条件に係る健康の保護及び安全（生殖機能の保護を含む。）についての権利  

２ 締約国は、婚姻又は母性を理由とする女子に対する差別を防止し、かつ、女子に対して

実効的な労働の権利を確保するため、次のことを目的とする適当な措置をとる。 

 (a) 妊娠又は母性休暇を理由とする解雇及び婚姻をしているかいないかに基づく差別的解



 

 

雇を制裁を課して禁止すること。 

 (b) 給料又はこれに準ずる社会的給付を伴い、かつ、従前の雇用関係、先任及び社会保障

上の利益の喪失を伴わない母性休暇を導入すること。 

 (c) 親が家庭責任と職業上の責務及び社会的活動への参加とを両立させることを可能とす

るために必要な補助的な社会的サービスの提供を、特に保育施設網の設置及び充実を促進す

ることにより奨励すること。 

 (d) 妊娠中の女子に有害であることが証明されている種類の作業においては、当該女子に

対して特別の保護を与えること。  

３ この条に規定する事項に関する保護法令は、科学上及び技術上の知識に基づき定期的に

検討するものとし、必要に応じて、修正し、廃止し、又はその適用を拡大する。  

第１２条 

１ 締約国は、男女の平等を基礎として保健サービス（家族計画に関連するものを含む。） 

を享受する機会を確保することを目的として、保健の分野における女子に対する差別を撤

廃するためのすべての適当な措置をとる。  

２ １の規定にかかわらず、締約国は、女子に対し、妊娠、分べん及び産後の期間中の適当

なサービス（必要な場合には無料にする。）並びに妊娠及び授乳の期間中の適当な栄養を

確保する。  

第１３条 締約国は、男女の平等を基礎として同一の権利、特に次の権利を確保することを

目的として、他の経済的及び社会的活動の分野における女子に対する差別を撤廃するため

のすべての適当な措置をとる。 

(a) 家族給付についての権利 

(b) 銀行貸付け、抵当その他の形態の金融上の信用についての権利 

(c) レクリエーション、スポーツ及びあらゆる側面における文化的活動に参加する権利 

第１４条 

１ 締約国は、農村の女子が直面する特別の問題及び家族の経済的生存のために果たしてい

る重要な役割（貨幣化されていない経済の部門における労働を含む。）を考慮に入れるもの

とし、農村の女子に対するこの条約の適用を確保するためのすべての適当な措置をとる。  

２ 締約国は、男女の平等を基礎として農村の女子が農村の開発に参加すること及びその開

発から生ずる利益を受けることを確保することを目的として、農村の女子に対する差別を撤

廃するためのすべての適当な措置をとるものとし、特に、これらの女子に対して次の権利を

確保する。 

(a) すべての段階における開発計画の作成及び実施に参加する権利 

(b)  適当な保健サービス（家族計画に関する情報、カウンセリング及びサービスを含む。）

を享受する権利 

(c)  社会保障制度から直接に利益を享受する権利 

(d)  技術的な能力を高めるために、あらゆる種類（正規であるかないかを問わない。）の

訓練及び教育（実用的な識字に関するものを含む。）並びに、特に、すべての地域サー

ビス及び普及サービスからの利益を享受する権利 

(e)  経済分野における平等な機会を雇用又は自営を通じて得るために、自助的集団及び協

同組合を組織する権利 

(f)  あらゆる地域活動に参加する権利 

(g)  農業信用及び貸付け、流通機構並びに適当な技術を利用する権利並びに土地及び農地

の改革並びに入植計画において平等な待遇を享受する権利 

(h)  適当な生活条件（特に、住居、衛生、電力及び水の供給、運輸並びに通信に関する条

件）を享受する権利  

   第４部 

第１５条 



 

 

１ 締約国は、女子に対し、法律の前の男子との平等を認める。  

２ 締約国は、女子に対し、民事に関して男子と同一の法的能力を与えるものとし、また、

この能力を行使する同一の機会を与える。特に、締約国は、契約を締結し及び財産を管理

することにつき女子に対して男子と平等の権利を与えるものとし、裁判所における手続の

すべての段階において女子を男子と平等に取り扱う。  

３ 締約国は、女子の法的能力を制限するような法的効果を有するすべての契約及び他のす

べての私的文書（種類のいかんを問わない。）を無効とすることに同意する。  

４ 締約国は、個人の移動並びに居所及び住所の選択の自由に関する法律において男女に同

一の権利を与える。  

第１６条 

１ 締約国は、婚姻及び家族関係に係るすべての事項について女子に対する差別を撤廃する

ためのすべての適当な措置をとるものとし、特に、男女の平等を基礎として次のことを確

保する。 

(a) 婚姻をする同一の権利 

(b) 自由に配偶者を選択し及び自由かつ完全な合意のみにより婚姻をする同一の権  

利 

(c) 婚姻中及び婚姻の解消の際の同一の権利及び責任 

(d) 子に関する事項についての親（婚姻をしているかいないかを問わない。）として  

の同一の権利及び責任。あらゆる場合において、子の利益は至上である。 

(e) 子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決定する同一の権利並びにこれらの

権利の行使を可能にする情報、教育及び手段を享受する同一の権利 

(f) 子の後見及び養子縁組又は国内法令にこれらに類する制度が存在する場合にはその制

度に係る同一の権利及び責任。あらゆる場合において、子の利益は至上である。 

(g) 夫及び妻の同一の個人的権利（姓及び職業を選択する権利を含む。） 

(h) 無償であるか有償であるかを問わず、財産を所有し、取得し、運用し、管理し、  

利用し及び処分することに関する配偶者双方の同一の権利  

２ 児童の婚約及び婚姻は、法的効果を有しないものとし、また、婚姻最低年齢を定め及び

公の登録所への婚姻の登録を義務付けるためのすべての必要な措置（立法を含む。）がと

られなければならない。  

  第５部 

第１７条 

１ この条約の実施に関する進捗状況を検討するために、女子に対する差別の撤廃に関する

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。委員会は、この条約の効力発生の時は１

８人の、３５番目の締約国による批准又は加入の後は２３人の徳望が高く、かつ、この条

約が対象とする分野において十分な能力を有する専門家で構成する。委員は、締約国の国

民の中から締約国により選出するものとし、個人の資格で職務を遂行する。その選出に当

たっては、委員の配分が地理的に衡平に行われること並びに異なる文明形態及び主要な法

体系が代表されることを考慮に入れる。  

２ 委員会の委員は、締約国により指名された者の名簿の中から秘密投票により選出される。

各締約国は、自国民の中から１人を指名することができる。  

３ 委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生の日の後６箇月を経過した時に行う。

国際連合事務総長は、委員会の委員の選挙の日の遅くとも３箇月前までに、締約国に対し、

自国が指名する者の氏名を２箇月以内に提出するよう書簡で要請する。同事務総長は、指

名された者のアルファベット順による名簿（これらの者を指名した締約国名を表示した名

簿とする。）を作成し、締約国に送付する。  

４ 委員会の委員の選挙は、国際連合事務総長により国際連合本部に招集される締約国の会

合において行う。この会合は、締約国の３分の２をもって定足数とする。この会合におい



 

 

ては、出席し、かつ投票する締約国の代表によって投じられた票の最多数で、かつ、過半

数の票を得た指名された者をもって委員会に選出された委員とする。  

５ 委員会の委員は、４年の任期で選出される。ただし、最初の選挙において選出された委

員のうち９人の委員の任期は、２年で終了するものとし、これらの９人の委員は、最初の

選挙の後直ちに、委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。  

６ 委員会の５人の追加的な委員の選挙は、３５番目の批准又は加入の後、２から４までの

規定に従って行う。この時に選出された追加的な委員のうち２人の委員の任期は、２年で

終了するものとし、これらの２人の委員は、委員会の委員長によりくじ引で選ばれる。  

７ 締約国は、自国の専門家が委員会の委員としての職務を遂行することができなくなった

場合には、その空席を補充するため、委員会の承認を条件として自国民の中から他の専門

家を任命する。  

８ 委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の重要性を考慮して決定する条件に従い、

同総会の承認を得て、国際連合の財源から報酬を受ける。  

９ 国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任務を効果的に遂行するために必要な

職員及び便益を提供する。  

第１８条 

１ 締約国は、次の場合に、この条約の実施のためにとった立法上、司法上、行政上その他

の措置及びこれらの措置によりもたらされた進歩に関する報告を、委員会による検討のた

め、国際連合事務総長に提出することを約束する。 

(a) 当該締約国についてこの条約が効力を生ずる時から１年以内 

(b) その後は少なくとも４年ごと、更には委員会が要請するとき。  

２ 報告には、この条約に基づく義務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び障害を記載する

ことができる。  

第１９条 

１ 委員会は、手続規則を採択する。  

２ 委員会は、役員を２年の任期で選出する。  

第２０条 

１ 委員会は、第１８条の規定により提出される報告を検討するために原則として毎年  

２週間を超えない期間会合する。  

２ 委員会の会合は、原則として、国際連合本部又は委員会が決定する他の適当な場所にお

いて開催する。  

第２１条 

１ 委員会は、その活動につき経済社会理事会を通じて毎年国際連合総会に報告するものと

し、また、締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般的な性格を有する勧告

を行うことができる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、締約国から意見があ

る場合にはその意見とともに、委員会の報告に記載する。  

２ 国際連合事務総長は、委員会の報告を、情報用として、婦人の地位委員会に送付す 

る。  

第２２条 専門機関は、その任務の範囲内にある事項に関するこの条約の規定の実施につい

ての検討に際し、代表を出す権利を有する。委員会は、専門機関に対し、その任務の範囲

内にある事項に関するこの条約の実施について報告を提出するよう要請することができる。  

  第６部 

第２３条 この条約のいかなる規定も、次のものに含まれる規定であって男女の平等の達成

に一層貢献するものに影響を及ぼすものではない。 

(a)締約国の法令 

(b)締約国について効力を有する他の国際条約又は国際協定  

第２４条 締約国は、自国においてこの条約の認める権利の完全な実現を達成するためのす

べての必要な措置をとることを約束する。  



 

 

第２５条 

１ この条約は、すべての国による署名のために開放しておく。  

２ 国際連合事務総長は、この条約の寄託者として指定される。  

３ この条約は、批准されなければならない。批准書は、国際連合事務総長に寄託する。  

４ この条約は、すべての国による加入のために開放しておく。加入は、加入書を国際連合

事務総長に寄託することによって行う。 

第２６条 

１ いずれの締約国も、国際連合事務総長にあてた書面による通告により、いつでもこの条

約の改正を要請することができる。  

２ 国際連合総会は、１の要請に関してとるべき措置があるときは、その措置を決定する。  

第２７条 

１ この条約は、２０番目の批准書又は加入書が国際連合事務総長に寄託された日の後  

３０日目の日に効力を生ずる。  

２ この条約は、２０番目の批准書又は加入書が寄託された後に批准し又は加入する国 

については、その批准書又は加入書が寄託された日の後３０日目の日に効力を生ずる。  

第２８条 

１ 国際連合事務総長は、批准又は加入の際に行われた留保の書面を受領し、かつ、す 

べての国に送付する。  

２ この条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認められない。  

３ 留保は、国際連合事務総長にあてた通告によりいつでも撤回することができるもの 

とし、同事務総長は、その撤回をすべての国に通報する。このようにして通報された通告

は、受領された日に効力を生ずる。 

第２９条 

１ この条約の解釈又は適用に関する締約国間の紛争で交渉によって解決されないも  

のは、いずれかの紛争当事国の要請により、仲裁に付される。仲裁の要請の日から６箇月

以内に仲裁の組織について紛争当事国が合意に達しない場合には、いずれの紛争当事国も、

国際司法裁判所規程に従って国際司法裁判所に紛争を付託することができる。  

２ 各締約国は、この条約の署名若しくは批准又はこの条約への加入の際に、１の規定に拘

束されない旨を宣言することができる。他の締約国は、そのような留保を付した締約国と

の関係において１の規定に拘束されない。  

３ ２の規定に基づいて留保を付した締約国は、国際連合事務総長にあてた通告により、い

つでもその留保を撤回することができる。  

第３０条 この条約は、アラビア語、中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン語

をひとしく正文とし、国際連合事務総長に寄託する。 

以上の証拠として、下名は、正当に委任を受けてこの条約に署名した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 最終改正：平成 26 年 4 月 23 日法律第 28 号 

 

第１章 総則（第 1 条・第 2条） 

 第 1 章の 2 基本方針及び都道府県基本計画等（第 2条の 2・第 2 条の 3） 

 第 2 章 配偶者暴力相談支援センター等（第 3条－第 5条） 

 第 3 章 被害者の保護（第 6 条－第 9条の 2） 

 第 4 章 保護命令（第 10 条－第 22条） 

 第 5 章 雑則（第 23条－第 28条） 

 第 5 章の 2 補則（第 28 条の 2） 

 第 6 章 罰則（第 29条・第 30条） 

 

 我が国においては、日本国憲法 に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男

女平等の実現に向けた取組が行われている。 

 ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかか

わらず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被

害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加え

ることは、個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

 このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴

力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

 ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することに

より、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

   

第１章 総則 

（定義）  

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体

に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこ

れに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第２８条の２において「身体に

対する暴力等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、そ

の者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から

引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情

にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情に

あった者が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条  国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援

することを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律    

（平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号）（平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号）（平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号）（平成 13 年 4 月 13 日法律第 31 号）    



 

 

 

  第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次

条第５項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護の

ための施策に関する基本的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第３項において「基本

方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第１項の都道府県基本計画及び同条第

３項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

（１）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

（３）その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行

政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ

ればならない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府

県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

（２）配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

（３）その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘

案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施

に関する基本的な計画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努

めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成の

ために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

   第２章 配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該

各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援

センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に

掲げる業務を行うものとする。 



 

 

 

（１）被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を

行う機関を紹介すること。 

（２）被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導

を行うこと。 

（３）被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。

次号、第６号、第５条及び第８条の３において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一

時保護を行うこと。 

（４）被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関

する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行う

こと。 

（５）第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡

その他の援助を行うこと。 

（６）被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡

調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満

たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者から

の暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものと

する。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

  第３章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以

下この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援セ

ンター又は警察官に通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し

又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センタ

ー又は警察官に通報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努

めるものとする。 

３ 刑法 （明治４０年法律第４５号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規

定は、前２項の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し

又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援

センター等の利用について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 



 

 

 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必

要に応じ、被害者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業

務の内容について説明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものと

する。  

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭

和２９年法律第１６２号）、警察官職務執行法 （昭和２３年法律第１３６号）その他の法令

の定めるところにより、暴力の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の

発生を防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く

方面については、方面本部長。第１５条第３項において同じ。）又は警察署長は、配偶者か

らの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受

けたい旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けてい

る者に対し、国家公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措

置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援助を行うもの

とする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法 （昭和２６年法律第４５号）に定める福祉に関する事務所（次条にお

いて「福祉事務所」という。）は、生活保護法 （昭和２５年法律第１４４号）、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）、母子及び父子並びに寡婦福祉法 （昭和３９年法律第１２９

号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所等都道府県又は市町村の関

係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われる

よう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦

情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

  第４章 保護命令 

（保護命令） 

第１０条  被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又

は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受け

た者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者で

ある場合にあっては配偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力

を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶

者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第１２条第１項第２号において同じ。）

により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受け



 

 

 

る身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、

又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身

体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるお

それが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えら

れることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する

脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該

配偶者であった者。以下この条、同項第３号及び第４号並びに第１８条第１項において同じ。）

に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第２号に掲げる事項について

は、申立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

（１）  命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身

辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかい

してはならないこと。 

（２）  命令の効力が生じた日から起算して２月間、被害者と共に生活の本拠としている住居

から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２  前項本文に規定する場合において、同項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発し

た裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止する

ため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じ

た日から起算して６月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行

為もしてはならないことを命ずるものとする。 

（１）面会を要求すること。 

（２）その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ

と。 

（３）著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

（４）電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、

ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

（５）緊急やむを得ない場合を除き、午後１０時から午前６時までの間に、電話をかけ、ファ

クシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

（６）汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は

その知り得る状態に置くこと。 

（７）その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

（８）その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的

羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 

３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次

項並びに第１２条第１項第３号において単に「子」という。）と同居しているときであって、

配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があること

から被害者がその同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防

止するため必要があると認めるときは、第１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は

発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止



 

 

 

するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が

生じた日から起算して６月を経過する日までの間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の

本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所にお

いて当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する

場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が１５歳以

上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活にお

いて密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。

以下この項及び次項並びに第１２条第１項第４号において「親族等」という。）の住居に押

し掛けて著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があることから被害者が

その親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要がある

と認めるときは、第１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害

者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して

６月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住

居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまと

い、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはな

らないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の１５歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）

の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代

理人の同意）がある場合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第１１条 前条第１項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住

所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属す

る。 

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にも

することができる。 

（１）申立人の住所又は居所の所在地 

（２）当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第１２条 第１０条第１項から第４項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の

申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

（１）配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

（２）配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後

の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが

大きいと認めるに足りる申立ての時における事情 

（３）第１０条第３項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居し

ている子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発

する必要があると認めるに足りる申立ての時における事情 



 

 

 

（４）第１０条第４項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等

に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要

があると認めるに足りる申立ての時における事情 

（５）配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について

相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる

事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第５号イからニまでに掲げる事項の記載が

ない場合には、申立書には、同項第１号から第４号までに掲げる事項についての申立人の供

述を記載した書面で公証人法 （明治４１年法律第５３号）第５８条ノ２第１項 の認証を受

けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第１３条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとす

る。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第１４条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、

これを発することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的

を達することができない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第１２条第１項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所

は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援

助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提

出を求めるものとする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属

官署の長は、これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所

属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、

同項の規定により書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第１５条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口

頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

（２）保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋

の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

（３）保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住

所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

（４）保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相

談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第１２条

第１項第５号イからニまでに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、



 

 

 

保護命令を発した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンター（当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが２以上ある場合にあ

っては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配

偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第１６条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があ

ることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての

裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が

原裁判所に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第１０条第１項第１号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合にお

いて、同条第２項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当

該命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第１０条第１項第１号の規定による命令を取り消す場合において、同条第２

項から第４項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも

取り消さなければならない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命令について、第３項若しくは第４項の規

定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書

記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長

に通知するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した

場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第１７条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合

には、当該保護命令を取り消さなければならない。第１０条第１項第１号又は第２項から第

４項までの規定による命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して

３月を経過した後において、同条第１項第２号の規定による命令にあっては当該命令が効力

を生じた日から起算して２週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、

当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したときも、同様とす

る。 

２ 前条第６項の規定は、第１０条第１項第１号の規定による命令を発した裁判所が前項の規

定により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第１５条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の場合について準用する。 

（第１０条第１項第２号の規定による命令の再度の申立て） 

第１８条 第１０条第１項第２号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申

立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同



 

 

 

号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠と

している住居から転居しようとする被害者がその責めに帰することのできない事由により当

該発せられた命令の効力が生ずる日から起算して２月を経過する日までに当該住居からの転

居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発する必要があると

認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発す

ることにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認めるときは、当該命令を発し

ないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第１２条の規定の適用については、同条第１項各号列記

以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号及び第５号に掲げる事項並び

に第１８条第１項本文の事情」と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第１

号及び第２号に掲げる事項並びに第１８条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同項第１

号から第４号までに掲げる事項」とあるのは「同項第１号及び第２号に掲げる事項並びに第

１８条第１項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第１９条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲

覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付

を請求することができる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若

しくは相手方を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があ

るまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第２０条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公

証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務

局又はその支局に勤務する法務事務官に第１２条第２項（第１８条第２項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。）の認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法 の準用） 

第２１条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その

性質に反しない限り、民事訴訟法 （平成８年法律第１０９号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第２２条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁

判所規則で定める。 

   第５章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第２３条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項

において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、そ

の置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重する

とともに、その安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に

関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 



 

 

 

第２４条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるため

の教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第２５条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、

加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する

調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第２６条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活

動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第２７条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

（１）第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次

号に掲げる費用を除く。） 

（２）第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第４項に規定する

厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

（３）第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

（４）第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める

者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁

しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第２８条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第１項の規定により支弁した費

用のうち、同項第１号及び第２号に掲げるものについては、その１０分の５を負担するもの

とする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の１０分の５以内を補助することが

できる。 

（１）都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項第３号及び第４号に掲げ

るもの 

（２）市が前条第２項の規定により支弁した費用 

  第５章の２ 補則 

（この法律の準用） 

第２８条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚

姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある

相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相

手からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、

当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受け

た者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」とあるの

は「第２８条の２に規定する関係にある相手からの暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄



 

 

 

に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

第２条 被害者 被害者（第２８条の２に規定す

る関係にある相手からの暴力を

受けた者をいう。以下同じ。） 

第６条第１項 配偶者又は配偶者であった

者 

同条に規定する関係にある相手

又は同条に規定する関係にある

相手であった者 

第１０条第１項から第４項

まで、第１１条第２項第２

号、第１２条第１項第１号

から第４号まで及び第１８

条第１項 

配偶者 第２８条の２に規定する関係に

ある相手 

第１０条第１項 離婚をし、又はその婚姻が

取り消された場合 

第２８条の２に規定する関係を

解消した場合 

   第６章 罰則 

第２９条 保護命令（前条において読み替えて準用する第１０条第１項から第４項までの規定

によるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、１年以下の懲役又は百万円以下

の罰金に処する。 

第３０条 第１２条第１項（第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）

又は第２８条の２において読み替えて準用する第１２条第１項（第２８条の２において準用

する第１８条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべ

き事項について虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者は、１０万円以下

の過料に処する。 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。ただし、第２章、

第６条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第７条、第９条（配偶者暴力

相談支援センターに係る部分に限る。）、第２７条及び第２８条の規定は、平成１４年４月

１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 平成１４年３月３１日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴

力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令

の申立てに係る事件に関する第１２条第１項第４号並びに第１４条第２項及び第３項の規定

の適用については、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相

談所」とする。 

（検討）  



 

 

 

第３条 この法律の規定については、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行状

況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

  附 則 （平成１６年６月２日法律第６４号）  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第１０条の規定による命令の申立て

に係る同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第１０条第２号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった

身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とす

るこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新

法」という。）第１０条第１項第２号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初に

されるものに限る。）があった場合における新法第１８条第１項の規定の適用については、

同項中「２月」とあるのは、「２週間」とする。 

（検討） 

第３条 新法の規定については、この法律の施行後３年を目途として、新法の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

  附 則 （平成１９年７月１１日法律第１１３号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護に関する法律第１０条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関す

る事件については、なお従前の例による。 

  附 則 （平成２５年７月３日法律第７２号） 抄  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

  附 則 （平成２６年４月２３日法律第２８号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

（１）第１条中次世代育成支援対策推進法附則第２条第２項の改正規定並びに附則第４条第１

項及び第２項、第１４条並びに第１９条の規定 公布の日 

（２）第２条並びに附則第３条、第７条から第１０条まで、第１２条及び第１５条から第１８

条までの規定 平成２６年１０月１日 

（政令への委任） 

第１９条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で

定める。 
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   第１章 総則 

（目的） 

第１条  この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がそ

の個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活にお

ける活躍」という。）が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成

１１年法律第７８号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、

その基本原則を定め、並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、

基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推進し、

もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他

の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。 

（基本原則） 

第２条  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の

実情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、

教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及

びその活用を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女

性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮で

きるようにすることを旨として、行われなければならない。 

２  女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、

介護その他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭

生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問

わず、相互の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律女性の職業生活における活躍の推進に関する法律女性の職業生活における活躍の推進に関する法律女性の職業生活における活躍の推進に関する法律    

（平成２７年９月４日法律第６４号） 



 

 

 

家族の一員としての役割を円滑に果たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境

の整備等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となることを

旨として、行われなければならない。 

３  女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に

関し、本人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条  国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての

基本原則（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業

生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 

（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対

する職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立

に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実

施するよう努めるとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の

推進に関する施策に協力しなければならない。 

第２章 基本方針等 

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総

合的かつ一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以

下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

（２）事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な

事項 

（３）女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

（４）前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公

表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」

という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県

推進計画）を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に



 

 

 

関する施策についての計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努め

るものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

第３章 事業主行動計画等 

   第１節 事業主行動計画策定指針 

第７条  内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍

の推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、

次条第１項に規定する一般事業主行動計画及び第１５条第１項に規定する特定事業主行動計

画（次項において「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行

動計画策定指針」という。）を定めなければならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針とな

るべきものを定めるものとする。 

（１）事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

（３）その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

   第２節 一般事業主行動計画 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇

用する労働者の数が３００人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業

主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関す

る計画をいう。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に

届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１） 計画期間 

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

（３）実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするとき

は、厚生労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女

の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割

合その他のその事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職

業生活における活躍を推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘

案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第２号の目標については、

採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働

時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他の数値を用いて定量的に定

めなければならない。 



 

 

 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければなら

ない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、

一般事業主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が３００人以下のものは、事業主行動計画

策定指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生

労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しよう

とする場合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業

主行動計画を定め、又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申

請に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその

他の厚生労働省令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第１０条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第２０条第１項において「認定一般事業

主」という。）は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用い

る書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）

に厚生労働大臣の定める表示を付することができる。 

２  何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表

示を付してはならない。 

（認定の取消し） 

第１１条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条

の認定を取り消すことができる。 

（１）第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

（２）この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

（３）不正の手段により第９条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第１２条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用す

る労働者の数が３００人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該

承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必

要な労働者の募集を行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に

従事しようとするときは、職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第３６条第１項及び第

３項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用しない。 



 

 

 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会そ

の他の特別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定める

もの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定

める要件に該当するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を

行うものであって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行う

ための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認める

ときは、同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令

で定めるところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項

で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第３７条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第

５条の３第１項及び第３項、第５条の４、第３９条、第４１条第２項、第４８条の３、第４

８条の４、第５０条第１項及び第２項並びに第５１条の２の規定は前項の規定による届出を

して労働者の募集に従事する者について、同法第４０条の規定は同項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者に対する報酬の供与について、同法第５０条第３項及び第４項

の規定はこの項において準用する同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ

準用する。この場合において、同法第３７条第２項中「労働者の募集を行おうとする者」と

あるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第１２条第４項の規定による届

出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第４１条第２項中「当該労働者の募

集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第３６条第２項及び第４２条の２の規定の適用については、同法第３６条第２

項中「前項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者が

その被用者以外の者に与えようとする」と、同法第４２条の２中「第３９条に規定する募集

受託者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第

６４号）第１２条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について

報告を求めることができる。 

第１３条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承

認中小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、こ

れらに基づき当該募集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ

適切な実施を図るものとする。 

（一般事業主に対する国の援助） 

第１４条 国は、第８条第１項若しくは第七項の規定により一般事業主行動計画を策定しよう

とする一般事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動

計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実

施されるように相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

第３節 特定事業主行動計画 



 

 

 

第１５条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以

下「特定事業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即

して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に関する計画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）計画期間 

（２）女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

（３）実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施

時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定

めるところにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤

務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業に

おける女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を

推進するために改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めな

ければならない。この場合において、前項第２号の目標については、採用する職員に占める

女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職

員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員

に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公

表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計

画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第１６条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業

生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業

生活における活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を

営み、又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活に

おける活躍に関する情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第１７条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとす

る女性の職業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に

関する情報を定期的に公表しなければならない。 

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置 

（職業指導等の措置等） 



 

 

 

第１８条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓

練、創業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、

職業生活を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関

係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施するこ

とができるものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な

理由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第１９条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援する

ために必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第２０条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興

開発金融公庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをい

う。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その

他の女性の職業生活における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組の実施の状況が優良な一般事業主（次項において「認定一般事業主等」という。）

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要

な施策を実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第２１条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心

と理解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第２２条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外にお

ける女性の職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を

行うものとする。 

（協議会） 

第２３条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務

及び事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、

第１８条第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講

ずる措置に係る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用するこ

とにより、当該区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ

円滑に実施されるようにするため、関係機関により構成される協議会（以下「協議会」とい

う。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第１８条第３項の規定

による事務の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加え

るものとする。 



 

 

 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成

員として加えることができる。 

（１）一般事業主の団体又はその連合団体 

（２）学識経験者 

（３）その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）

が相互の連絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、

関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その

旨を公表しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第２４条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、

協議会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第２５条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。 

   第５章 雑則 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第２６条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項

に規定する一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることがで

きる。 

（権限の委任） 

第２７条 第８条から第１２条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令

で定めるところにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第２８条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 

   第六章 罰則 

第２９条 第１２条第５項において準用する職業安定法第４１条第２項の規定による業務の停

止の命令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は１００万円以下の

罰金に処する。 

第３０条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処

する。 

（１）第１８条第４項の規定に違反した者 

（２）第２４条の規定に違反した者 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は３０万円以下の罰金に処

する。 

（１）第１２条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 



 

 

 

（２）第１２条第５項において準用する職業安定法第３７条第２項の規定による指示に従わな

かった者 

（３）第１２条第５項において準用する職業安定法第３９条又は第４０条の規定に違反した者 

第３２条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に処する。 

（１）第１０条第２項の規定に違反した者 

（２）第１２条第５項において準用する職業安定法第５０条第１項の規定による報告をせず、

又は虚偽の報告をした者 

（３）第１２条第５項において準用する職業安定法第５０条第２項の規定による立入り若しく

は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述

をした者 

第３３条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、第２９条、第３１条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第３４条  第２６条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、２０万円以下の過

料に処する。 

   附 則 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第

２８条を除く。）及び第６章（第３０条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成

２８年４月１日から施行する。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成３８年３月３１日限り、その効力を失う。 

２ 第１８条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得

た秘密については、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第２４条の

規定（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、

なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定

にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 

第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過

措置は、政令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘

案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。 

 

 



 

 

 

（名称） 

第１条 本会は、田原市男女共同参画推進懇話会と称する。 

（目的） 

第２条 本会は、市民、市民活動団体、事業者及び市の機関が、本市における男女共同参画

を推進する協働の場を設け、全体又は個別に推進策に取り組むことを目的とする。 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達するために次の事業に取り組むこととする。 

(1) 田原市男女共同参画推進プランに掲げる市の取組の進行状況を確認すること。 

(2) 市全体及び各分野における取組を市民協働で推進すること。 

（委員） 

第４条 本会は、委員２５人以内で構成する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が指名するものとし、第１号から第３号までに規

定する委員は関係団体の推薦に基づき、第４号から第６号までに規定する委員は本会の目

的に基づき判断するものとする。 

(1) 地域団体、福祉・医療団体その他市民活動団体の関係者 

(2) 産業関係団体の関係者 

(3) 各種委員会、市議会及び市の関係組織の関係者 

(4) 市の職員 

(5) 学識経験者 

(6) その他男女共同参画推進に関わる個人又は団体の関係者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、年度の途中で指名された委員の任期は、就任の日

から翌年度の末日までとする。 

４ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 委員の再任は、妨げないものとする。 

（オブザーバー） 

第５条 本会にオブザーバーを置くことができる。 

２ オブザーバーは、学識経験者の中から市長が指名する。 

（役員） 

第６条 本会は、委員の互選により次の役員を置く。 

(1) 会長 １名 

(2) 副会長 １名 

２ 役員は、次の職務を行う。 

(1) 会長は、本会を代表し、会務を総理する。 

(2) 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。 

（会議） 

第７条 本会の会議は、年２回以上開催し、次に掲げる事項を議題とする。 

(1) 第３条に規定する事業に関すること。 

(2) 第５条に規定する役員の選任及び本規約の改正に関すること。 

(3) その他会長が必要と認めること。 

（部会） 

第８条 本会は、市全体の男女共同参画推進事業等の企画運営機能として部会を設けること

ができる。 

２ 部会の設置、活動内容等は、前条の会議において決定する。 

３ 部会の構成員は、本会の委員から会長が選任する。 

４ 前項の規定にかかわらず、公募により、市民等を部会の構成員とすることができる。 

（事務局） 

第９条 本会の事務局は、田原市企画部企画課が担当する。 

（雑則） 

第10条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

附則 

 この規約は、平成２１年４月１日から施行する。 

附則 

 この規約は、平成２３年６月１７日から施行する。 

附則 

 この規約は、平成２６年４月１日から施行する。 

附則 

 この規約は、平成２８年４月１日から施行する。 

田原市男女共同参画推進懇話会規約 



 

 

 

 

 

（任期：平成 27 年 5 月 26 日～平成 29 年 3 月 31 日） 

通番 役 職 氏  名 団 体 名 等 

１ 会 長 森下 静子 市 民 団 体 女性会議ウィット WIT 代表 

２ 副会長 小久保満晴 産 業 関 係 愛知みなみ農業協同組合人事課長 

３ 委 員 萩原 裕久 地 域 団 体 社団法人田原青年会議所副委員長 

４ 委 員 太田としゑ 市 民 団 体 あかばねひらがなの会 

５ 委 員 柴田 陽助 地 域 団 体 田原市地域コミュニティ連合会理事（高松コミュニティ協議会長）  

６ 委 員 中神 信明 医 療 団 体 愛知県厚生農業協同組合連合会あつみの郷所長 

７ 委 員 菊池 邦子 福 祉 団 体 社会福祉法人田原市社会福祉協議会主任 

８ 委 員 吉武 正康 産 業 関 係 愛知外海漁業協同組合代表理事組合長 

９ 委 員 渡会 信幸 産 業 関 係 田原市認定農業者連絡会会長 

10 委 員 上村 ひさ 産 業 関 係 渥美商工会女性部長 

11 委 員 北野谷充香子 産 業 関 係 田原市商工会女性部副部長 

12 委 員 河合 郁朋 産 業 関 係 渥美半島観光ビューロー 事業推進本部員 

13 委 員 大竹 正章 市 議 会 田原市議会議員 

14 委 員 藤井 信子 各種委員会 田原市更生保護女性会 

15 委 員 石川 妙美 各種委員会 田原市農業委員会委員 

16 委 員 土井真紀江 各種委員会 田原市教育委員会委員 

17 委 員 本田 則子 市の関係組織 行政相談委員 

18 委 員 中村  匡 市 の 職 員 田原市企画部長 

19 委 員 永田みよ江 その他市民 公募者 

 

役 職 氏  名 

 

オブザーバー 武田 圭太 学識経験者 愛知大学教授 

 

田原市男女共同参画推進懇話会委員名簿 



 

 

 

年月日  内容 

平成 16 年 1 月 30 日～ 

      2 月 13 日 

 

平成 17 年 12 月 2 日 

 

 

平成 17 年 12 月 16 日～ 

平成 18 年 1 月 31 日 

 

 

 

      1 月 12 日 

 

2 月 14 日 

 

2 月 21 日 

 

 

 

    

 3 月 8～14 日 

 

 

3 月 17 日 

 

3 月 24 日 

 

 

 

 

6 月 7 日～9 日 

 

6 月 29 日～7 月 13 日 

 

 

7 月 26 日 

 

市民アンケート実施 

（旧田原市） 

 

第 1 回庁内ワーキング 

 

 

市民アンケート実施 

（旧渥美町） 

 

 

 

第 2 回庁内ワーキング 

 

第 3 回庁内ワーキング 

 

第 1 回田原市男女共同参

画推進検討会議 

※第 4 回庁内ワーキング

とし、メンバーも出席 

 

団体ヒアリング調査実施 

 

 

第 5 回庁内ワーキング 

 

第 2 回田原市男女共同参

画推進検討会議 

 

 

 

第 1 回勉強会 

 

第 2 回勉強会 

 

 

第 6 回庁内ワーキング 

旧田原市に在住の 20 歳以上の男女から無作為に

1,000 人を抽出し、郵送配布・回収 

 

庁内の関係各課の係長級をメンバーとするワーキン

グを構成し、推進事業調査を依頼 

 

旧渥美町に在住の20歳以上の男女から無作為に500

人を抽出し、郵送配布・回収 

（平成 16・18 年の市民アンケートの回答率 

48.5%） 

 

推進事業調査報告 

 

検討会議に提出するプランのワーキング案作成 

 

会長・副会長を選出 

プラン策定の今後の進め方を説明 

愛知県男女共同参画室による講話「最近の男女共同

参画の動向」 

 

自治会、商工会、愛知みなみ農業協同組合、NPO 団

体等、６団体へのヒアリング調査を実施 

 

プランの素案についての意見交換 

 

市民アンケート・団体ヒアリング調査結果報告 

プランの素案についての意見交換 

各分野で議論し、理解を深めるための勉強会実施の

決定 

 

プランを構成する「働きやすい場づくり」「誰もが参

画のまちづくり」「人権尊重と男女平等の意識づく

り」「生涯安心の暮らしづくり」の 4 分野に分かれて

推進検討会議委員による勉強会を各 2 回開催 

 

勉強会での意見を踏まえたプランの素案についての

意見交換 

   

プラン策定から改訂までの経過 



 

 

 

8 月 1 日 

 

 

10 月 2～31 日 

 

      

 12 月 22 日 

 

 

 

平成 19 年～ 

 

 

 

【中間見直し】 

平成 23 年 9 月 15 日～ 

     9 月 29 日 

 

平成 24 年 5 月 11 日 

 

 

5 月 25 日 

 

 

8 月 2 日 

 

 

10 月 25 日 

 

11 月 19 日 

 

 

12 月 19 日 

 

平成 25 年 1 月 16 日 

 

 

平成 25 年 3 月 4 日 

 

第 3 回田原市男女共同参 

画推進検討会議 

 

パブリックコメントの実

施 

 

第 4 回田原市男女共同参

画推進検討会議 

 

 

田原市男女共同参画推進

懇話会、 

庁内ワーキング会議 

 

 

市民アンケート調査実施 

 

 

H24 年度第 1 回庁内ワー

キング会議 

 

第 16 回田原市男女共同参

画推進懇話会 

 

H24 年度第 2 回庁内ワー

キング会議 

 

第 1 回プラン修正部会 

 

第 17 日田原市男女共同参

画推進懇話会 

 

第 2 回プラン修正部会 

 

H24 年度第 3 回庁内ワー

キング会議 

 

第 18 回田原市男女共同参

画推進懇話会 

プラン素案の修正報告 

プランの原案の内定 

 

市民からの 18 件の意見等を受理 

 

 

パブリックコメントの結果報告 

プラン決定 

今後の展開への意見交換 

 

両会議において、毎年度、プランの達成状況を確認 

 

 

 

 

市内在住の20歳以上の男女から無作為に1,000名を

抽出し、郵送による配布・回収 

 

男女共同参画に関する各事業担当課の取組について 

 

 

プラン修正部会を立ち上げ、プラン策定時から変化

している社会動向等について検討 

 

男女共同参画に係る事業で、プラン策定時から変化

しているもの等について意見交換 

 

プラン改訂骨子（案）について意見交換 

 

修正部会での意見交換内容を反映させたプラン改訂

骨子（案）の確認、確定 

 

見直し後のプラン全文の確認 

 

見直し後プランにおける推進施策の取組について、

成果指標について 

 

修正部会での意見交換を反映させたプラン最終案の

確認、確定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改訂】 

平成 28 年 7 月 4 日～ 

     7 月 22 日 

 

市民アンケート調査実施 

 

市内在住の20歳以上の男女から無作為に1,000名を

抽出し、郵送による配布・回収 

平成 28 年 10 月 11 日 

 

 

12 月 20 日 

 

 

1 月中旬 

 

 

平成 29 年 1 月号広報 

 

平成 29 年 1 月 30 日～ 

3 月 3 日 

 

平成 29 年 3 月上旬 

 

 

平成 29 年 3 月中旬 

 

 

平成 29 年 3 月 

H28 年度第 2 回庁内ワー

キング会議 

 

第 29 回田原市男女共同参

画推進懇話会 

 

田原市男女共同参画推進

懇話会委員照会 

 

 

 

 

 

 

H28 年度第 3 回庁内ワー

キング会議 

 

第 30 回田原市男女共同参

画推進懇話会 

男女共同参画に関する各事業担当課の取組等につい

て意見交換、プラン内容確認依頼 

 

プラン改訂骨子（案）について意見交換 

 

 

懇話会での意見交換内容を反映させたプラン改訂骨

子（案）の確認、確定 

 

パブリックコメント実施の広報周知 

 

パブリックコメントの実施（素案公表） 

 

パブリックコメントの意見を踏まえた改訂プラン

（案）の作成 

 

 

 

 

改訂プラン策定 



 

 

 

 

 

 

番号 用語 説明 

※１ ド メ ス テ ィ ッ

ク・バイオレンス 

夫もしくは妻、恋人など親密な関係にある、又はあ

った異性から振るわれる身体的・心理的暴力。 

配偶者暴力防止法においては、被害者を女性には限

定していないが、被害者は多くの場合女性。 

※２ セクシュアル・ハ

ラスメント 

性的いやがらせ。特に、職場などで女性に対して行

われる性的・差別的な言動。 

※３ リプロダクティ

ブ・ヘルス／ライ

ツ 

「リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健

康）」とは、人間の生殖システム、その機能と（活動）

過程の全ての側面において、単に疾病、障害がない

というばかりでなく、身体的、精神的、社会的に完

全に良好な状態にあること。 

「リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権

利）」とは、全てのカップルと個人が自分たちの子ど

もの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもっ

て自由に決定でき、そのための情報と手段を得るこ

とができるという基本的権利、並びに最高水準の性

に関する健康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る

権利」とされている。（出典／第３次男女共同参画基

本計画） 

※４ エンパワーメン

ト 

すべての人が内在している自己実現へ向かう力を伸

ばすために、励ましたり、助言したり、能力開発の

機会を提供することなどにより、当事者が力をもっ

た存在になること。 

※５ ジェンダー 「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間

には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）

がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会によ

って作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、

このような男性、女性の別を「社会的・文化的に形

成された性別」（ジェンダー／gender）という。「社

会的・文化的に形成された性別は、それ自体に良い、

悪いの価値を含むものではなく、国際的にも使われ

ている。 

※６ 家族経営協定 家族農業経営にたずさわる各世帯員が、家族間の十

分な話し合いに基づき、経営方針や役割分担、世帯

員全員が働きやすい就業環境等について取り決める

協定のこと。 

用語説明 



 

 

 

※７ 女 性 に 関 す る

様々な権利 

女性の権利とは人権であり、政治的、経済的、社会

的、文化的等のあらゆる権利を含む。 

例えば、男女同一教育課程や婚姻における姓を選ぶ

権利など多岐に渡る。 

※８ 暴力 虐待やセクシュアル・ハラスメントなど身体的、性

的、もしくは心理的な危害または苦痛となる行為。 

※９ 積極的改善措置

（ポジティブ・ア

クション） 

さまざまな分野において、活動に参画する機会の男

女間の格差を少なくするため、必要な範囲内におい

て、男女いずれか一方に対し、参画機会を積極的に

提供すること。 

（例）職場での女性職員の能力向上のための研修、

仕事と家庭の両立支援、環境整備、営業職や管理職

への女性の積極的登用 など 

※10 ワーク･ライフ･

バランス 

（仕事と生活の

調和） 

一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、

仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活な

どにおいても、子育て期、中高年期といった人生の

各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できるこ

と。 

※11 ワークショップ ある課題について、参加者が意見交換をしたり、研

究したりする会のこと。 

※12 研修会 あるテーマに対して、講師の講義を中心として行わ

れる会のこと。 

※13 ライフステージ 人間の一生を段階的に区分したもので、通常は幼年

期・少年少女期・青年期・壮年期・老年期に分けら

れる。 

※14 ファミリーフレ

ンドリー企業 

仕事と育児・介護とが両立できるような様々な制度

を持ち、多様でかつ柔軟な働き方を労働者が選択で

きるような取り組みを行う企業。 

※15 Ｍ字カーブ 日本の女性の年齢階級別労働力率をグラフで表した

ときに描かれるＭ字型の曲線をいう。結婚・出産期

に当たる年代に一旦低下し、育児が落ち着いた時期

に再び再就職する人が多いことを反映している。  
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田原市男女共同参画推進プランⅡ策定への委員意見 

 

ページ 

番号 

記載内容 意見等 プランⅡ（案）への反映状況 

P.２３ 

（４行目） 

① 市民の役割 

・地域のリーダーは、男性がやるものと決

めつけず、女性の皆さんも積極的に参加し

ましょう。 

 

・地域のリーダーを男性がやるものと思って

いる男性自身の意識改革が先ではないか。 

 

 

・地域のリーダーは、男性がやるものと決め

つけず、誰もが積極的に参加する意識を持ち

ましょう。 

P.２３ 

（８行目） 

① 地域団体の役割 

・自治会運営等を見直しましょう。 

 

自治会の組織に女性や女性団体等を加える

よう見直しを進める。（運営→組織） 

 

自治会組織に女性や女性団体等を加えるよ

うな見直しを進めましょう。 

P.２９ 

（５行目） 

特に中国人は近年急激に増加しています。 中国人研修生の急激な増加よりも、ベトナ

ム・タイ・マレーシア等々の人が増えてきて

いるようですが、田原市の実態はどうでしょ

うか？ 

表記の削除 

P.３７ 

事業の概要 

ひとり親家庭への生活支援内容及び制度の

充実 

・自立支援給付金や技術訓練促進費の支給以外に生活支援金は制度的に無理か。 

・福祉の面を加えて、自立ばかり求めているように思えます・・・ 

  田原市赤十字奉仕団、更正保護女性会の活動

等についての記載がない。 

・防災キャンプや子育て支援をしている。 

・子育て支援は、幼児安全法を学んだ人がい

て、保育園を主に活動している。 

・DV などへの取組もできるのではないか？ 

「推進目標Ⅱ 誰もが参画のまちづくり」 

の活動事例に追加 

  警察・市役所・団体が一緒になって行う。 

『安全なまちづくり推進指導員』などの活動

についての取扱は？ 

（H16～田原警察署が取り組む） 

「高齢者交通安全協力員」、「安全なまちづく

り推進指導員」の活動状況等を確認し、「推

進目標Ⅱ 誰もが参画のまちづくり」 

の活動事例に「高齢者・・・」の活動を追加 

 

資料 ５－２ 


